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Summary 

I.問題の所在と課題

A.問題の所在
中国の経済体制改革・対外開放政策(以下， I改革・
開放jと略)は， 1978年末の中国共産党中央委員会
第11期第3総会の決定によって始まり，すでに 20
年におよぶ歳月を経過してきている。この間，中国

の経済体制は従来の「高度集中型計画経済」から「市

場経済」を基軸とした社会主義市場経済に転換し，

この過程を通じて，中国はかつて経験したことのな

い高度経済成長を実現してきた。中国での改革の成

功は，旧ソ連，東欧諸国など体制移行を進めてきた

国々の改革が期待通りならなかったことと極めて対

照的なものであった。そのため，中国は唯一改革に

成功した社会主義的大国として世界的に注目を浴

び，中国を対象とする研究は隆盛を極めている。

中国の改革が成功した理由は，一気に「改革・開

放」が実現するのではなく，諸段階を踏みながら徐々

に「改革・開放jを進めてきたことにあると考えら

れる。そのなかでも高く評価しなければならないの

は，先行して農村経済体制の改革から実施された点

である。なぜ，改革が農村から始まったことが重要

か。まず，中国では，総人口の絶対多数が農民であ

り，人口が農村に集中しているというこの国の基本

的な国情をあげなければならない。そのため，中国

における農村経済の動静が国全体の経済状況に大き

く左右するからであり，また，農業は生活必需品・

食料の供給源，諸原料の供給源であり， I戦略的」産
業だからである。とくに，中国のような農産物の消

費大国では，農業の「戦略的」産業であることの意
味が大きし当。

中国における農村経済体制改革は，集団所有制の

継続を前提として，市場化に向って伝統的集権型の

経済体制を市場経済に適合する集団経済の新しい方

式を指向したものである。つまり，一方では農業経

営制度の改革をメインにとして，集団農業・集団経

営を基軸にした人民公社制度を廃止し，個別農民の

「生産請負制」を導入した。他方では，農産物市場

政策とその改革をもう一方のメインとして農産物流

通市場における国家直接統制の規制緩和を徐々に進

め，農産物の価格形成メカニズムの転換を図った。

そのなかで，伝統的な国営商業部門の再編を進める

と同時に，多様な形態の流通中間組織を積極的に育

成した。その結果，農産物の流通・市場整備が大き

く改善され，農産物の価格形成環境は生産者に直接
反映されるようになってきた。

こうして構築されてきた中国独自の特徴を備えた

農業分野の市場経済体制が，中国農民の生産意欲を
高め，中国の農業生産力は著しく発展した。その結

果， I全世界の 7%の耕地で， 22%の人口を養えると
いう奇跡をも実現したJ')のである。

農村改革の成果を受けて， 1985年から「改革・開
放」の重点は農村部から都市部へ移された。これに

よって内外の諸投資は都市部に集中的に投下され，

都市部での工業化と第3次産業の急速な発展がもた
される。

そして 1992年には計画経済体制に代わり「市場経
済体制」が導入された。この改革は，伝統の計画経

済を基本的に否定し，市場経済体制の全面的形成と

充実を改革の到達目標とするものであった。これに

より，中国経済は，国際化の歩みをいっきょに加速

していった。

しかし，市場経済体化を基軸とする「改革・開放j

は，中国が抱える諸問題をすべて解決したわけでは

なく， I改革・開放」の実現と進展に伴って，新たな
問題が多数顕在化してきたのである。その最大のも

のは，年率10%前後の経済成長が続く中で，農業の
地位が低下し，農工間・地域間の不均等的発展によ

る地域の経済的・所得的格差が顕著に進行してきた

ことである。現在， I中国が当面する所得の地域格差
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は，国際的に格差が大きい固とされている旧ユーゴ

スラビア，インドをさらに上回わっている」のといわ

れるほどに深刻となっている。

また，農業生産力は顕著に発展したとはいえ，人

口の増加，工業化の進展，都市部への人口移動など

によって，耕地面積が大きく減少し，農民の経営規

模は更なる零細化に追い込まれている。他方では，

農産物流通の国家統制が緩和されたとはいえ，管理

の仕組みと流通・市場は品目によって大きく異なり，

国家の統制が残存している食糧3)と綿花においては

需給や価格の不安定が，近年，一層激しくなってい

る。

こうした状況のもとで中国農業は，所得の増加に

伴う食生活の多様化・「高度化」に何時まで対応でき

るか，予断を許さない状況にあるといえる。

これらの諸問題は，中国のような巨大国家，なお

かつ「社会主義市場経済体制」の導入初期段階にあ

る発展途上国にとっては，ある程度，避け難い問題

とも思われるが，手をこまねいて傍観しているわけ

にはいかない。諸問題が深化すればするほど，社会

の不安材料になりかねない恐れがあるからである。

B.既存研究の動向
「改革・開放jは，中国の経済体制を大きく変化さ

せた画期的なものであり，それは中国社会のあらゆ

る分野に及んだ。出版活動なども例外ではなしそ

れまで閉鎖的であった出版活動は徐々に活発化し，

統計資料の公開や実態調査の規制緩和なども進展し

てきた。こうしたこともあり，中国研究は国内はも

とより，海外でも活発化し，多くの成果があげられ

てきた。研究成果は当然，多分野，広範囲に及ぶが，

ここでは，本論文に直接関連する研究に限って取り

上げ，整理する。

まず，中国の長期的な食糧需給に関する予測とそ

れを巡る論争である。周知のように，それはレス

ター・ブラウン (1995)の中国での長期的食糧需給

の悲観的な予測から始まった。同予測によれば，中

国の食糧不足量は 2030年には， 2.16 億トン~3.78

億トンにも達するとされる。この予測は，世界的に

強い関心を集め，その妥当性を巡って多くの議論が

戦わされてきた。中国国内では，胡(1995)，馬(1995)， 

李 (1996)，任 (1996)らが，中国の有する潜在的農
業生産力を根拠に反論している。胡らの研究では，

潅瓶施設の充実や新耕地開拓によって耕地面積が拡

大される余地のあること，技術革新や技術普及に

よって低単収耕地の改善余地のあること，そして草

地利用型畜産の発展によって食肉増産の潜在力のあ

ることなどが主張されている。また，日本からは白

石 (1995)，小島 (1995)，菅沼 (1995)，厳 (1995)
らが反論している。それらは，大筋で中国での反論

と重なる点が多いが，加えて，港湾，鉄道などの物

流システムの能力からしてレスター・ブラウンが予

測するような大量輸入には対応できないこと，中国

圏内の食糧供給が今後増える可能性の高いこと，さ

らに肉類などの消費もその価格上昇によるマイナス

効果で急速に増加しないこと，そして中国政府が人

口抑制政策や食糧の基本的自給を国策として採用し

ていること，などが指摘されている。その他，アメ

リカの Frederik.Crook(1995)，オーストラリアの
Ron. Duncan (1997) らの反論がある。両氏は反論
の重点を予測の前提条件におき，同予測は事実上，

中国の生産者及び消費者が農産物の価格変化に反応

しないこと，政府も経済条件の変化，或いは食糧需

給緊迫に対して政策的努力をしないことなどを前提

条件にしていると指摘している。

しかし，これらの反論の多くが中国の潜在的農業

生産力などの将来予測を前提に組み立てられている

が，必ずしも農業の現状を明確に把握した上で立論

されているとはいえない。予測は，食糧需給にプラ

ス及びマイナスの影響を及ぼしている諸動向を正確

に踏まえ，農業の現状分析を踏まえ立てられなけれ
ばーならない。

次に，農産物流通・市場に関する研究であるが，

それは食糧に関する研究と生鮮食料品(主として青

果物)に関する研究とに分けられる。食糧に関する

ものとして，中国国内では何 (1995)，陳(1995)， 
肖 (1997)らの研究があげられる。荷 (1995) は計

量的手法を用いて，食糧流通・市場に対する政府政

策のあり方を検討しており，陳(1995) は価格視点
から食糧部門の買付と販売体制の諸問題を分析して

いる。また，肖(1995) は現行の食糧流通体制の欠
陥を指摘し，食糧価格は自由市場で形成した方が国

情に適していると主張している。これら研究は政府

や食糧国有企業部門の立場を色濃く反映しており，

現状の明確な分析というよりは提言的部分が多く，

いささか抽象的に過ぎる。日本では池上 (1989)
(1994) (1997)と官沼 (1997)らの研究があげられ
る。池上 (1989) (1994) (1997) は改革以降の食糧

の商品化率に注目し，実態調査を踏まえながら県レ
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ベル，さらに進んで農民レベルでの食糧の国家買付
と農民の販売行動を検討している。菅沼 (1997) は
マクロ的に幅広く検討しているが，その内容は諸地

域の基本的動向の指摘に止まっている。
他方，生鮮食料品では生鮮食料品卸売市場に研究
が集中し，しかも野菜を取り上げたものがほとんど
を占める。中国圏内では徐・李(1995)，促 (1996)， 
庚(1995)，安(1996)らの研究が，日本では宮崎(1993)
(1994) ，津田(1997)，菅沼(1994)(1995)，骨量(1997)

らの研究があげられる。徐・李(1995) は，卸売市
場の設立・発展過程や中国農産物市場における役割

などを整理し，また，北京市大鐘寺農副産品物卸売
市場(以下，大鐘寺市場と略)などを事例に，卸売

市場の整備・運営・管理上の諸問題などを指摘しな
がら全国統一的な卸売市場法の策定の必要性を論
じている。侃 (1996)は日本の農産物流通制度と卸

売市場を概括し，国内の卸売市場の類型化を行って
いる。庚 (1995) と安 (1996)は，消費地市場(大

鐘寺市場)と産地市場(山東省寿光市産地卸売市場
〔以下，寿光市場と略記))を対象に運営体制や価格
形成メカニズムの検討を行っている。また，宮崎
(1993) (1994)，津田(1997)，総(1997)らは，上
海市卸売市場などを事例に中国における野菜の流
通・市場の再編過程を分析し，菅沼 (1994) は，改

革後復活した農村の農産物自由市場の変遷過程を，
主として大都市へ移出される水産物，豚，穀物を事
例に，その生産構造の変化にも着目しながら分析し
ている。更に，菅沼 (1995)は野菜の産地市場(寿

光市場)，消費地市場(大鐘寺市場)を取り上げ，野
菜流通の自由化に伴って野菜流通の広域化が進展し
ていることを指摘するとともに，その担い手=農民

の活動を分析している。
以上見てきたように，食糧および生鮮食料品に関
する研究は内外的にも幅広く，より具体的な研究が
なされ，著しく成果をあげてきているが，しかし，
中国農産物のなかで，食糧に次いで、の基幹作物であ

る繊維作物の綿花(ワタ)の流通・市場に関する研
究は両国においてもほとんど行われていない。とく
に日本では田島 (1996) による綿花の栽培技術・流
通制度の紹介のほかは，ほとんど見当たらない。ま

た，生鮮食料品でも，研究対象は野菜に集中してお
り，果樹に関する研究は極めて乏しいものになって
いる。

最後に，圏内における地域間格差に関する研究動

向であるが，この問題も国内だけではなく日本でも
関心の強い問題として注目されている。国内では
説・郭 (1992)，胡 (1996)，唱 (1996) らの研究が，
日本では中兼(1996)，佐藤 (1995)，大島 (1995)
(1997) ，横田 (1996)らの研究があげられる。貌・

郭 (1992)は中国を沿海と内陸地域とに大別し，そ
の格差の拡大の重要要因は後進地域の内発的発展に
あるとし，改善策として両地域の経済協力の重要性
を強調しているo胡 (1996)は，国内総生産 (GNP)

の水準に応じて地域を¢低収入，②中の下，③中の
上，④高収入の 4つのグループに分け，格差拡大の
最大の理由は，低収入地域と高収入地域の投資額の
格差拡大であるとしている。唱 (1996) も①中心都

市型地域，②沿海開放型地域，③内陸工業型地域の
3つの地域に分け，地域間格差は各地域の社会経済
の基礎と経済発展の活力の差であるとし，シミュ
レーションを行って今後格差解消の可能性のあると
指摘しているo 中兼 (1996)は計量的手法を用いて

各省別 1人当たり実質国民収入をベースに計測し，
地域間格差拡大の要因は工業所得にあるが，しかし
最近になって非工業部門の動きが全体の所得不平等
を支配するようになっており，また，地域間格差を
生み出した要因は政策的(投資政策)要因と制度的
(財政制度)要因であると指摘している。佐藤(1995)
は農村所得分配を中心に，大島 (1995) (1997)は出

稼ぎ現象の出現要因を中心に地域間格差問題をとら
えている。横田 (1996) は沿海地域と内陸地域との

格差を確認し，この問題の解決策として固有企業経
営メカニズム転換と郷鎮企業4)発展の促進を強調し

ている。このように，中国におげる地域間格差問題
に関する研究は国内外で展開されているが，格差拡

大は「辺境」地域農業にどのような影響を与えてい
るかは検討されていない。

以上のように農産物流通・市場に関する研究は積
極的に行われているにもかかわらず，その検討対象

が経済的発展の著しい沿岸部などの特定地域や特定
卸売市場に集中していることは否めない。また，外

国人に対する現地調査の制限や調査項目への回答規
制もあり，実態調査の限界も指摘されてよい。

市場経済化に伴う中国の農産物需給構造や市場構
造の変化を問題にするとき，安易な予測に基づく潜

在的農業生産力などの推論ではなく，農業生産の実
態に即した検討がなされなければならず，また，食
料農産物だけではなく工業原料用農産物をも含めて
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なされなければならない。また，経済的発展の著し

い沿岸部だけではなく一大農産物の供給地になって

いる内陸部の検討も欠かせないのである。

C.課題の限定と本論文の構成
本論では， I辺境」地域の典型である一大農産物生
産・供給地の新彊ウイグル自治区を対象に， I改革・
開放」政策の進展により拡大されてきた地域間格差

問題の深刻化のもとで， I辺境J地域の農産物市場構
造が如何なる変化をみせ，また農業生産が如何に編

成されてきたのか，更にはそのもとで農家の生産・

販売対応がどのように変化してきたのかを明らかに

することを課題とする。こうした課題に答えるため，

本論文は以下の構成をとる。

本論文の全体的構成は Iの問題意識および課題の

限定にあたる序章，および結論にあたるVIを含む 6

章構成となっている。

IIでは，統計的資料に基づきながら，地域間，農

工問，農民間の所得的・経済的格差の拡大過程を分

析し，中国の沿岸地域と「辺境」地域との聞におけ

る格差の実態を検証した上で，さらに本論でとりあ

げる「辺境J，r後進J，r少数民族」地域に代表され
る新彊ウイグlレ自治区の地域特徴，並びに農業およ

び中国農業におけるその位置づけを明らかにする。

IIIでは，中国の重要な輸出製品・綿織物の原料農

産物であり，国家の統制が最も強い綿花を対象に，

綿花市場政策と綿花生産・流通体制の変化を検討し，

そうした変化が新彊ウイグ、ル自治区の綿花生産と農

家の生産・販売対応に如何なる影響を与えているか

を明らかにする。

Wでは，一部自由化が進んでいる食糧を対象に食

糧政策の展開過程を跡付け，食糧の地域間不均衡が

拡大してきたことを確認した上で，新彊ウイグル自

治区における食糧生産と農家の生産・販売対応を明

らかにする。

Vでは，自由農産物とされ，国家統制が1985年に
解除された果樹の代表としてぶどうを取り上げ，経

済発展に伴う食料消費構造の変化が果樹需要を増大

させ，最近では「卸売市場」の整備も進展している

ことを概観した後，新彊ウイグ/レ自治区におけるそ

の生産の動向及び農家の生産・販売対応を検討する。

そしてVIでは，以上の各章で明らかにした点を課

題に即して整序し，その結果を踏まえながら市場経

済化に伴う農産物需給構造の変化の過程を総括する

とともに，農工間・地域間，あるいは作物間格差を

克服し，農工問・地域間・作物間で、バランスの取れ

た発展を図っていくことの重要性と方向性を論じ

る。

註

1 )中華人民共和国農業部編・官沼圭輔『中国農業
白書激動 '79~'95一』農文協， p.30， 96年。
2)胡安鋼「中国を危機に陥れる地域格差の拡大」

『世界週報.1p.43， 96年4月。
3 )ここで言う中国の「食糧」概念は，中国では「糧
食」と呼ばれ，穀物のほか豆類・イモ類が含ま

れている。なお，計算上では，イモ類は重量5
単位を食糧 1単位単位に計算されている。

4 )ここで言う「郷鎮企業jとは，かつて人民公社
時代に公社や生産大隊が所有・経営した「社隊

企業Jが，人民公社の解体によって郷(日本の
町に相当)営や村営の集団経営企業に再編され

たものである。これが1984年以降， I個人経営
企業」や「農家共同経営企業jをも含めて，農
村企業はすべて郷鎮企業と呼ばれるようになっ

た。

11.中国における地域間経済格差と新彊農業

A.本章の課題
周知のように， 1978年以降，中国では「改革・開
放」のもと急速な経済発展が続いているが，こうし

た動向は，当時に，中国における地域間格差を急速

に拡大させている。そのなかでも注目されるのは中

国沿岸地域と，その背後に位置する内陸・辺境・少

数民族地域との地域格差である。

中国沿岸地域に代表される広東省と福建省はいわ

ゆる華南経済圏に，上海と江蘇を中心とする華東地

域は大上海経済圏に，山東省，天津市，遼寧省など

が環黄海経済圏を形成し，対外経済と結びつき，外

資企業の活躍と中央政府の特別優遇政策をテコにめ

ざましい躍進を遂げ，住民の高所得化を実現してい

る。これに対して内陸・辺境地域は，立地条件や自

然条件の劣悪性，民族ごとの生活・生産方式の多様

性など，画一的ではない地域条件のもと，いまだに

経済発展の糸口を見い出せないまま，在来型の農業

と牧畜業を基幹産業としている。だが，農業部門の

比較的優位性が次第に低下するなか，概して低い所

得水準に甘んじている。さらに貧困人口の絶対多数

も，またこれらの辺境・少数民族地域に分布し，そ
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のなかでも農村貧困の程度は極めて大きいと見られ

ている。

中国における地域間格差の急速な拡大には，都市

農村間，農工問所得の格差拡大という要因も内在し

ており，またこの所得格差の拡大は，農村部から都

市部へ，内陸部から沿岸部へと現金収入を求める離

農による出稼ぎ労働力の大規模な流動を引き起こし

ている 1)。中国は未だ「農業大国」であり，人口の8
割近くを農村部が抱えている。これ以上の地域間格

差の拡大は，中国のような農業および多民族固に

とって大きな経済問題にだけではなく社会問題，さ

らに政治問題となる可能性も高い。

本章では，こうした現状認識に立ちつつ，諸統計

的資料に基づきながら，地域間，農工間，農民間の

所得的・経済的格差の拡大過程を分析し，中国の沿

岸地域と「辺境J地域との聞における格差の実態を
検証した上で，さらに本論でとりあげる「辺境j，I後
進j，I少数民族」地域に代表される新彊ウイグル自
治区の地域特徴，並びに農業および中国農業におけ

るその位置づけを明らかにすることを課題とする。

B.経済発展と地域間・農工間格差の拡大
a 経済発展と地域間格差の拡大
中国政府は 1985年9月， I国民経済・社会発展の
第7次5カ年計画策定に関する中央政府の提案j(以
下， I提案」と略)を発表した。そこでは，全国が図
2-1に示したように 3大経済ブロックに区分されて
いる。一つは東部地域(沿岸部)であり，一つは中

部地域(内陸部)であり，もう一つは西部地域(辺

境地域)である。本論文で主たる対象にする新彊ウ

イグル自治区は西部「辺境」地域に属する。

争

巳コ東部北京、問、師、上海、江蘇腕、閥、山梨、閥、輔等10省。

仁コ中部河北、山西、内モンゴル、吉林、県橿江、湖、江西、輔、湖南、広西等11省。

仁]西部四111、白州、輔、チベット、師、甘粛、開朝、新眠時。

図2-1 中国における三大経済ブロックとその位置

中国には 30の省・直轄市・自治区(いぜれも省級
の行政単位機構であり，日本の県に当たる)が存在

する。図 2-2から明らかなように， 1996年における
人口 1人当たり GDPは，上海の 22，275元から貴州
の2，093元までその格差は 11倍にも及んでいる。し
かも，人口 1人当たり GDPの上位9省は沿岸部に
集中しており，これに対して下位8省は辺境地帯に
集中している。

こうした地域聞の格差は， I改革・開放」の進行と
ともに著しく拡大してきた。上海と貴州、いこの間の 1

人当たり CDP格差は， 1978年2，323元であったが，
85年にはそれは 3，437元へ，90年に 5，024元へと拡
大し，その後より一層激しいテンポで格差は拡大し

ている。すなわち，93年に 90年の 2倍以上の 10，666
元に， 96年には 93年に比べまたも 2倍近くの
20，182元へと拡大し， 90~96 年で格差は 4 倍にも広

がっている九こうした傾向は，沿岸部と辺境部との

両地域全体についてもいえることである o 図2-3は
沿岸部と辺境部の人口 1人当たり国民所得3)の推移

を示したものであるo ここからも，沿岸部の 1人当

たり国民収入の平均は，辺境部のそれを大きく上回

り，しかもその格差は近年，急テンポで拡大してい

ることが読みとれる O

中国は広大な面積と数多くの人口を有する巨大国

家である。それゆえに個々の地域の歴史的・与件的

的諸条件には大きな相違がある。それが結果として

基本インフラ整備に見られる地域的格差を生み出

し，したがって現段階における地域間格差の急激な

拡大にも少なからずの影響を与えていることはいう

までもない。しかしながら，近年になって国内にお

ける地域間格差拡大のテンポは余りにも急激であっ
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図2-2 中国省別の 1人当り国内総生産値(1996年現在)
資料)国家統計局編『中国統計年鑑J中国統計出版社， 97 
年より作成。
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図2-3 1人当り国民所得の地域格差
資料)国家統計局編『中国統計年鑑』中国統計出版社，各
年より作成。

註1)94，96年の数字は 1人当りの国民総生産額である。
註2)各年別の数字は『中国統計年鑑』より算出された数
字である。

たことから「改革・開放」以降に展開されてきた地

域政策が，歴史的・与件的諸条件の影響にもまして

格差の拡大に大きく作用していると考えざるをえな

~'o 

確かに，新中国が成立する前から，沿岸部では外

国資本による第二・三次産業への投資が活発に繰り

広げられ，沿岸部は経済・金融・貿易の中心地にな

るなど経済的優位性を保っていた。これに対して西

部・「辺境」地域は，多くの少数民族が集中し，豊富

な地下資源を有するにも拘わらず工業化は遅れ，イ

ンフラ，特に交通網は未整備で，農業と牧畜を基幹

産業としていた。建国後も格差は縮小されず，むし

ろ拡大してきたが，社会主義的な分配制度と地域間

協力体制がとられる中で，格差はそれ程表面化しな

かった。

ところが「改革・開放Jの進展は，計画管理に基
づいた地域の均等発展を図るという理念を徐々に崩

壊させていった。むしろ中央政府は，圏内を条件有

利地域と条件不利地域とに分け，条件有利地域の経

済発展を優先するという方針を取ったのである。す

なわち，条件有利地域ほどスピーディーに「改革・

開放」が実行され，対外開放も進められていった。

「改革・開放」直後の 1980年から，沿岸部では経済
特別地域 (r経済特区J)が設けられ，特別の優護政
策が展開された。 1984年には沿岸部では対外開放都
市数が 14にものぼっていたのである九その延長線
上に，中央政府は 1985年9月，マクロ経済の発展戦

略のである地域発展戦略と地域政策を主な内容とし

た「提案jを打ち出した。そこでは，

①全国を上述の3大経済ブロックに分け，沿岸部
から辺境地域へ順次，経済発展を図り全国の経済的

配置の合理化の促進を，地域経済配置の基本指導思

想とすること，

②第七次五カ年計画期間ないし一定の長期間にお

いて，沿岸部では先端技術の導入と在来産業の更

新・外国の投資と国内の投資との連合などを促進し，

沿岸部の発展テンポを一層加速することによって国

際市場の開拓に努めること，

③内陸部にエネルギー・素材建設の重点をおき，

辺境部では農林畜牧業，交通等の開発を行い，沿岸

部が一定の発展段階に達した後，沿岸部の資金・技

術・人材によって内陸部，辺境部の経済開発を実施

すること，などが提起されている。

それは，沿岸部の経済発展を加速することによっ

て国内経済を国際経済にアピールするという沿岸部

優先の発展戦略であったということができる。そし

て，それは， 1992年 10月の共産党 14回大会で「社
会主義市場経済体制J導入が決められたのを契機に
再び強調されるのである。

こうした「不均等の地域発展政策J5)の本格的な採
用によって，内外資本は当然，沿岸部に集中的に投

下されてきた。表2-1は， 1990年以降の外国資本の
地域別直接投資額の推移を示したものである。ここ

からわかるように，外国資本の対中国投資総額の内，

沿岸部はまさに 8割超と圧倒的比率を占め， r辺境」
地域は僅かに 2~3% しか占めていない。また， r辺
境j部全体のそれは沿岸部の中で最も受け入れ額の

少ない海南省とほとんど変わらない状況にあり，し

かも，絶対額が増大傾向にある中で，辺境地域の受

け入れ額は 1994年を境に下落傾向にあるのである。
またも，外国資本に次いで圏内の投資動向も外国資

本と同様の傾向を示した。沿岸部・上海と「辺境」

地域・貴州の 1人当たり全社会固定資産投資額を比
較して見ると，その格差は 1985，90， 93， 94年でそ
れぞれれ 11.6，14.9， 21.2倍とますます格差は拡
大してきている。もちろん，沿岸部優先政策に伴っ

て，中央政府の投資プロジェクトも東部集中してき

たことはいうまでもなし〉。例えば， 1993年の基本建
設投資のうち中央政府プロジェクトに関する投資

は，沿岸部・北京市で1人当たり 884元であったが，
「辺境」地域・貴州ではわずかに 48元に過ぎず，格
差は 17.6倍にも達していた。それが 1996年には
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表 2-1 地域別外国資本直接投資の受け入れ状況 (億ドlレ， %) 

90年 91年 92年 93年 94年 95年 96年

全 国 34.87 46.67 112.92 277.71 339.46 378.06 421.35 

~~ 尽 2.77 2.45 3.50 6.67 13.72 10.80 15.53 
天 津 0.35 1.33 1.10 6.14 10.15 15.21 21.53 
遼 主信言~守 2.44 3.62 5.16 12.79 14.40 14.25 17.38 

沿 上 海 1. 74 1.45 4.94 31.60 24.73 28.93 39.41 

岸 J工 蘇 1.24 2.19 14.63 28.44 37.63 51. 91 52.10 
漸 江 0.48 0.92 2.40 10.32 11.44 12.58 15.21 

地 福 建 2.90 4.71 14.24 28.44 37.13 40.44 40.85 
域 山 東 1.51 2.16 10.03 18.74 25.52 26.89 26.34 
広 東 14.60 19.42 37.01 75.56 94.63 102.6 117.54 
海 南ー 1.03 1. 77 4.53 7.07 9.18 10.62 7.89 

計 29.06 40.02 97.54 225.77 278.53 314.23 353.78 
沿岸地域の比重 83.34 85.75 86.38 81.30 82.05 83.12 83.96 

四 JI[ 0.16 0.81 1.12 5.70 9.22 5.42 4.41 
貴 リ判 0.05 0.14 0.20 0.43 0.64 。.57 0.31 

辺 雲 南 0.03 0.04 0.29 0.97 0.65 。.99 0.65 
境 チベット 0.00 0.00 0.00 。。。 0.00 。.00 0.00 
侠 西 0.42 0.32 0.46 2.34 2.39 3.24 3.26 

地 甘 粛 0.01 0.05 。.00 0.12 0.88 0.64 0.90 
域 青 海 0.00 0.00 。.01 0.03 0.02 。.02 0.01 

宅省首子=主守 夏 0.00 0.00 0.00 0.12 0.07 0.04 0.06 
新 彊 0.05 0.00 0.00 0.53 0.48 0.55 0.64 

計 0.72 1.36 2.09 10.24 14.36 11.47 10.24 
西部地域の比重 2.06 2.92 1.85 3.69 4.23 3.03 2.43 

資料)r中国統計年鑑.!92， 93， 94， 95， 97年版より作成。

21.5倍と，さらに格差が拡大しているのである。
表 2-2は 7大基幹製造業の特化係数の順位を各

省別にまとめたものである6)。中間財産業・投資財産

業では，沿岸部地域の各省がほとんど上位5位を占
め，圧倒的な比較優位性を持っている。これに対し

「辺境」部地域の各省は食品工業の特化係数が高く，

食品工業に特化している。これらの数値は， I発展が
遅れた地域は原材料を低価格で他の地域に供出し，

製品を高価格で買い取らされている。これこそ典型

的な植民地経済ではないかj7)というほどではない

にしても， 1985年の「提案j以降，沿岸部では第二・

三次産業に強く傾斜し， I辺境」部では原材料・地下
資源開発が押し進められ，地域間分業が一層深化し

てきたことを示しているといよう。例えば，それは，

本論が主たる対象地域とする辺境・新彊ウイグル自

治区と他の地域(主として東部地域)との商品移出

表2-2 中国における地域産業の優位性の順位

順

消費財

中間財

投資財

位

食口口口

紡織

化繊

繊維

金属製品

電気機械

電子通信

第 1位

資料)王建也編『中園地域比較優位性分析J中国計画出版社， p.189より作成。
註)仁コは沿岸地域，[ゴは辺境地域を示す。

第 5位
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入関係にも明示的に現われている。 1990年，新彊ウ
イグル自治区からの移出商品量は 1，000万トンにも
登り，移入374万トンの3倍弱いに達していた。し
かし，移出量の 87%以上は原料型の「初級商品」で，
価格は国家によって固定されており， トン当たり平

均価格は 328元に過ぎなかった。これに対して，移
入商品の 95%以上は製品で，価格のほとんどは市場
価格であり，トン当たり平均で1，839元であった九
結果として， トン当たり 6倍もの価格差があったの
である。

このように，沿岸部と辺境部における自然的歴史

的環境の極端な相違， I改革・開放jを契機に両地域
に与えられた経済発展のチャンスの違い，両地域と

の聞に行われた不均等の商品交換などがあいまっ

て，一方の沿岸部の経済発展を一層加速し，同地域

に高所得化をもたらしたが，他方の辺境地域の相対

的な経済発展の遅れは，この地域に「低」所得化を

もたらした，と考えざるをえないのである。

b.農工間格差の拡大と農民間の所得格差
1978年末に農村経済体制改革から始まった「改
革・開放jは，後に都市部へと拡大され， 1985年以
降，内外の諸投資は都市部に集中的に投下され，都

市部の工業化を押し進め，通信サービス等の第三次

産業の急激な拡大を引き起こし，更に不動産ブーム，

金融市場の拡大を巻き起こした。こうした結果，農

業部門の比較的優位性が次第に低下し，国内総生産

に占める比重は 1982年の 34%をピークに次第に低
下し， 1996年には 20%と14ポイントも低下してい
る(図2-4)。
農業部門の比重の低下は，農業部門と工業等部門

との成長率格差によって根拠が与えられる。表2-3

(億元)
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図2-4 国内産業構造の変化と農業部門比重の推移
資料)国家統計局編『中国統計年鑑』中国統計出版社，97年
国家経済体制改革委員会編『中国経済体制改革年
鑑』改革出版社， 94年より作成。

表2-3 I改革・開放J以降の GDP及び産業別の実質成
長率

(%) 
年次 GDP 第1次産業第2次産業第3次産業
86~96 9.9 4.2 13.0 9.5 
79~80 7.7 2.2 10.9 6.9 
81~84 9.4 9.9 8.0 11.1 
85~88 10.9 3.1 14.2 13.5 
89~90 4.1 5.2 3.5 4.4 
91~96 11.6 4.3 16.5 9.6 
資料)国家統計局編『中国統計年鑑J各年版より作成。

に見られるように， 1979年の農産物の国家買付価格
の引き上げや個別農家の「生産請負制」導入等によっ

て，農業部門の 1981~例年における年平均成長率は

9.9%に達し，第二次産業の成長率を上回っていた。
しかし， 1985年を境にした都市改革を契機に第二次
産業の成長が加速する中，農業部門は著しく低迷し，

1985~88 年の年平均成長率は 3.1%にまで落ち込

む。また， 1986~96 年では，第二・三次産業が年率

10%前後で成長してきたのに対して，農業部門のそ
れが4.2%に留まっている。
こうした部門別の成長率格差は，必然的に都市と

農村住民の所得格差拡大に帰結している。図2-5に
見られるように，農業部門が高い成長率を記録した

1985年まで，都市と農村との所得格差は急速に縮小
傾向を見せていた。だが，その以降，農業部門の比

較的優位性の低下に伴ってその格差は一方的に拡大

し， 1995， 96年の若干の縮小にも拘わらず，未だ格
差は 2.3倍にも達している。
農工問所得格差の拡大は，農家所得のうち農業実
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図2-5 改革以降における都市と農村住民の所得格差の
推移

資料)中華人民共和国農業部編『中国農業発展報告J
95~97 年版，中国農業出版社国家統計局編『中国

統計年鑑j97年版，中国統計出版社，より作成。
註)農村住民の 1人当たり所得は年間純収入，都市住民
のそれは生活費収入である。
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質所得の伸び悩みからも説明される。図2-6からわ
かるように， 1985年から農家総所得の伸びは主とし
て非農業よって支えられており，そして総所得のう

ち，農業所得の比率は 1985年の 74.9%から 96年の
61.9%へと，この聞に 13ポイントも低下しているo
言い換えると， 85年以降，農業生産の増産が必ずし
も農業所得増加につながらないという「増産不増収」

の現象が表面化したのである。この現象は大量の離

農・出稼ぎ労働力の都市部への移動に起因されたこ

とも留意される。

さらに，都市・農村問だけではなく，農村間でも

所得の格差が拡大しつつある。沿岸部と「辺境」部

とでは， 1978年当時それ程でもなかった所得格差

(人/元)
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図2-6 農家の実質所得の推移
資料)国家統計局編『中国統計年鑑.197年版，中国統計
出版社，より作成。

註)農外収入は第2次・ 3次産業から得た収入の合計で，
その他は非生産性収入を示す。

(元/人)
5000 
4500 
4000 
3500 
3000 
2500 
2000 
1500 
1000 
500 
O 

沿岸部

が，以降急速に拡大し， 1996年には2.5倍までに広
がっている(図 2-7)。更に細かく省別で見れば，所
得水準の最も高い上海と最も低い甘粛省とでは，4.5
倍のも格差が開いており，その最大の原因は非農業

所得の大きさの違いによっている(図2-8)。非農業
所得の来源は，いわゆる「郷鎮企業」という非農業

部門を中心するので，非農業所得の高低は各省別の

農村における非農業部門の発展水準によるのであ

る。逆に言えば，非農業所得の高低は，各省別農村

の「郷鎮企業Jの発展水準を反映する基本指標になっ
ている，ということである。

以上見てきたように， ["改革・開放」後の中国の経

済成長率は，国際的に見ても稀有の高率で、あった。

だが，それに伴って地域聞の不均等発展による経済

的・所得的格差は急テンポで進んでいる。各地域の

3500 

3000 

2500 

二<20叩

雪15凹
1000 

500 

内陸部

1978年 80年 85年 90年 93年叫年 95年 96年

l=沿岸部園田辺境部-Jt-格差|

図2-7 沿岸部と辺境部農民所得格差
資料)r中国統計年鑑』各年版より作成。
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図2-8 各省農家の所得とその内訳 (1996年)
資料)r中国統計年鑑.197年版より作成。
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歴史的・与件的条件の相違による影響を別とすれば，

「改革・開放J以降の諸要因が格差拡大に大きく作
用されていることは明らかであろう。また沿岸部と

「辺境」との地域格差拡大には，都市と農村あるい

は農工間の格差拡大と要因が内在していることも改

めて確認されよう。農工間格差は拡大は，とくに

1985年以降における農業部門成長率の相対的な低
迷に連動しているが，その結果に起因される農家実

質所得の伸び悩みが，大量の離農を生み出し，農村

部からの大量の出稼ぎを生んできたことも周知のこ
とであろう。

中国の「改革・開放Jは農村経済体制から始まり，
この改革は，農業経営，農産物流通，農村社会経済

の基礎組織，等々の側面に大きな変化をもたらし，

その過程を通じて農村経済の高度成長および国民経

済全体の高度成長にも大きく貢献してきたのであ

る。だが，現段階にきて農工聞の所得の格差は拡大

の一方にある。これは，中国のような農業大国，し

かも，中国の農産物需給の動向が世界的に注目を集

めている今日では，まさに大きな経済問題であり社

会問題でもある。その意味では，経済発展が最も遅

れている「辺境j地域の農業および農家所得の問題

は，それ以上の現状にあることは容易に推測できる

ものと考えられる。

C.新彊農業の特徴と調査対象地域の概況
a 新彊農業の特徴
1 )新彊農業を取り巻く諸環境
新彊ウイグ/レ自治区(以下，新彊と略)は，中国

において立地条件からは「辺境」地域に，気象条件

からは「乾燥」地域，民族の分布からは「少数民族j

地域，経済発展レベルからは「後進」地域に，農業

生産生産条件からは「オアシス農業・遊牧」地帯と

して位置づけられるのである(図 2-9)。
新彊は，チベットに次いで自然条件の厳しい省(自

治区)である。新彊は，北緯34.25度から 49.10度，
東経73.40度から 96.18度，中国の最西北端に位置
し，北京との距離は 3，800kmにも及ぶ。また，太平
洋から 3，000km，大西洋から 5，000km，北極海か
ら3，000kmも離れ，最も近いインド洋からでも約
2，000 kmも離れており，海洋への出口のない内陸地
域である。総面積は 166万km2で，中国国土面積の
6分 lを占め，日本列島の約4.4倍にの広さを持つ。
広大なユーラシア大陸・中央アジアの中心地帯であ

り，モンゴノレ人民共和国を始めロシア，カザフスタ

ン，キルギスタン，タジキスタン，パキスタン，イ

ンドなどの国々と国境を接し，その国境線は 5，700
kmにも達する。
地形は，三つの大山脈とそれに固まれた二つの盆

地から形成されている。自治区の中央に東から西に

かけて天山山脈が走る。天山山脈の北部にはオアシ

ス地帯のジュンガル盆地が広がり，盆地の中心部に

ク/レパン・トゥンギ、ユト砂漠，盆地の北側にアルタ

イ山脈がある。天山山脈の南部にはタリム盆地が広

がり，その南端にコンロン山脈がある。タリム盆地

の中心部は，中国最大の砂漠であるタクラマカン砂

漠である。盆地に流れる大河タリム川は中国最長の

内陸河川である。新彊の河川は，ほとんどが海へ流

下しない内陸河川で，湖沼の多くは塩水湖であり，

タクルマカン砂漠の北東に位置するロプノーノレ湖は

中国最大の塩水遷移湖として知られている。天山山

脈の東部には， トルブャン，クムJレなどの盆地が点

在し，トルフャン盆地は海抜マイナス 154mと中国
国内でも最も低い地域となっている。

海洋から遠く離れ，周囲の高山が障壁となってい

ることから，湿潤気流の流入が極めて少なし典型

的な乾燥大陸性気候となっている。全地域の年間平

均降水量は 145mmと極めて少ない。気温の変化は
激しく，夏の暑さは強烈で， 7月の平均気温は 330C
以上に達する地域もある。昼と夜の温度差も激しく，

冬は寒冷で 1月の平均気温-20T近くに達する地
域もある。無霜期間は 175~200 日，日照時聞は

2， 600~3 ， 400時間と長く，年平均蒸発量は
1 ， 750~2 ， 800 mmにも達する。平原地域は降水が極
めて少なく一般に地表流水はないが，山間地では比

較的降水が多く，唯一の流水の発生地となり，広大

な砂漠地帯に点々と散らばるオアシスの「湿島」を

対 !~ . 
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図2-9 新彊ウイグル自治区および調査対象地域の位置
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形成する。従って人々が生活できるのも，このオア

シスの「湿島」に限られる。
新彊は 1949年に新彊省，そして 1955年には新彊

ウイグル自治区として成立した。 1949年当時，新彊

には 13の民族が住み，総人口は 433.3万人で，少数

民族の比率は 93.0%であった。その後，約半世紀に
近い歳月が経った 1996年現在では，民族も 49に増

え，人口は当時の約4倍の1，689.3万人に達し，少

数民族の比率は 93%から 61%へと， 31ポイントも

低下した。そして総人口に占める農村人口の比率も

同じ期間において 85.0%から 64.9%へと， 20ポイ

ント以上も低下してきた。人口の爆発的な増加と農

村人口比率の低下現象は中国全体においてもほぼ一

般的であるといえるものであるが，しかし，新彊に

おける人口増加と農村人口比率の低下は全国の平均

をはるかに上回るものである。「改革・開放」以降，

計画出産による人口増加の抑制政策の効果があると

はいえ，人口は依然として増加し，農村人口比率は

低下しつつあるという現実には変わりがない(表
2-4)。

新彊は，後進地域に位置づけられるが，その最大

な理由は，工業化・都市化レベルの低いことにある。
表 2-5からもわかるように， 1978年以来，農工業生

産総額に占める工業生産額の比率は依然として

60%前後の比率を保っている。その工業生産総額の

うち，固有企業に占める比率は低下してきているも

のの，今現在 (96年)でも 76.1%の圧倒的な高さに

あり，集団企業，郷鎮企業，その他の企業などの割

合は極めて低くなっている。とくに郷鎮企業は脆弱

で，工業生産総額の 5.2%にしか占めていない。

こうした事実は，新彊が後進地域であることを反

映するとともに，同地域が農業を基幹産業としてい

る地域であることを表わすものである。

2 )新彊農業の特徴
新彊の農業は，オアシス農業である。新彊の面積

は広大であるが砂漠地帯，山地，荒野などの不毛地

帯が多く，農業用水を確保できる一部のオアシス地
帯，潅j銃水の得られる地域でしか農業は行われてい

ない。また，山々が多いことから同地域では遊牧に

適した草原地帯が多く存在し，牧畜業も同地域の中

心産業である。
表2-6は， 1987年以降における農業総生産に占め

る各部門の比率を示したものである。 87年以降，農

業生産総額は急速に増大し， 96年のそれは 87年に

くらべて 6倍以上の増加となっている。部門別の比
率では，耕種業が，この 10年間にその比率を 69.8%
から 78.1%に上昇させているが，その他部門の比率
はこの間に低下している。なかでも牧畜業の比率は

27.1%から 20.5%へと著しく低下している。

新彊は土地面積において全国の6分の lを占める

表2-4 新彊における農業労働力と農業生産額の推移
(万人，億元， %) 

戸籍別 農村 農業・工業生産額 農業
年次 総人口 人口 生産額

農村 都市 比率 総額 農業 工業 比率

1978 1233.0 900.1 332.9 73.0 55.0 2l.0 34.0 38.2 
80 1283.2 910.2 373.0 70.9 72.0 3l.0 4l.0 43.1 
83 1318.5 912.9 405.6 69.2 102.0 43.0 59.0 42.2 
84 1344.1 919.9 424.2 68.4 117.0 50.0 67.0 42.7 
85 1361.1 922.5 438.6 67.8 143.0 56.0 87.0 39.2 
86 1383.6 933.9 449.7 67.5 163.0 65.0 98.0 39.9 
87 1406.3 944.1 462.2 67.1 197.0 83.0 114.0 42.1 
88 1426.4 950.6 475.8 66.6 258.0 109.0 149.0 42.2 
89 1454.2 962.9 491.3 66.2 309.0 122.0 187.0 39.5 
90 1529.2 1020.9 508.3 66.8 365.0 145.0 220.0 39.7 
91 1554.6 1036.1 518.5 66.6 443.0 162.0 281.0 36.6 
92 1580.6 1050.5 530.1 66.5 489.0 172.0 317.0 35.2 
93 1605.3 1062.4 542.9 66.2 646.0 198.0 448.0 30.7 
94 1632.7 1074.3 558.4 65.8 897目o306.0 591.0 34.1 
95 166l. 4 1087.2 574.2 65.4 1076.0 406.0 670.0 37.7 
96 1689.3 1096.2 593.1 64.9 1113.0 43l. 0 682.0 38.7 

資料)新彊統計局編『新彊統計年鑑』中国統計出版社， 97年より作成。
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表2-5 工業生産総額に占める各所有形態企業の比重 (億元， %) 

工業生産年次
総額 国有

1978年 33.9 89.0 
80 40.7 88.9 
85 86.8 84.3 
86 97.7 82.9 
87 115.6 82.8 
88 149.1 81.8 
89 187.4 81.0 
90 219.9 80.3 
91 280.6 78.7 
92 317.2 78.3 
93 448.4 78.6 
94 590.5 75.3 
95 670.0 68.9 
96 682.2 76.1 

資料)r新彊統計年鑑.197年版より作成。
表2-6 農業部門別の生産額の推移

(億元， %) 

年次
農業生産額の推移 部門別構成
総額 指数 耕種業 牧畜 林業

1987 83.0 100.0 69.8 27.1 3.1 
88 109.0 131.3 70.3 27.0 2.7 
89 122.0 147.0 69.7 27.8 2.6 
90 145.0 174.7 76.8 20.5 2.7 
91 162.0 195.2 77.3 20.0 2.6 
92 172.0 207.2 76.6 20.9 2.5 
93 198.0 238.6 74.6 23.0 2.4 
94 306.0 368.7 76.8 21.2 2.0 
95 406.0 489.2 78.2 20.4 1.4 
96 431.0 519.3 78.1 20.5 1.4 

資料)r新彊統計年鑑.197年より作成。

が，耕地面積は 1996年で約 316万haと，全国のわ

ずか 3%しか占めていない。耕地の 9割程で潅減施

設が整備されているが，水源別では 7割が河川1，2 
割が井戸である。また，広大な面積を有しているた

め，地域内には乾燥温帯，乾燥中部温帯，高原寒帯

など幅広い気候帯が存在する。こうした多種の気候

帯に規定されていることから植生はステップ，潅木

地帯，砂漠で，土壌は炭酸カノレシュム分の多い草原

地と砂漠地が中心である。土地利用率は全国の平均

150%に対して，新彊のそれは 97%と低く，農作物の

作付総面積は耕地面積を下回る 308万haである。

小麦あるいは綿花など畑作一毛作地域に属する。

1978年以降における耕地面積と主な農作物作付

所有別企業比率

集団 郷鎮 その他

10.9 
11.1 
13.7 1.4 0.6 
14.5 1.5 0.9 
14.1 1.9 1.2 
14.5 1.9 1.8 
15.7 1.8 1.5 
16.7 1.5 1.5 
18.6 1.5 1.2 
18.8 1.6 1.3 
17.9 1.9 1.6 
19.0 3.4 2.4 
13.3 2.4 4.0 
13.9 5.2 4.8 

の推移を示したのが表 2-7である。ここからからわ

かるように，耕地面積は減少していないが，しかし

農業人口 1人当たりの耕地面積は減少傾向にある。

農作物の作付では，穀物は 94年まで一方的に減少し

てきたが， 95年から回復しており，搾油作物は大き

く変動を見せながら 78年の水準を維持しているの

に対して，スイカ・メロンは作付面積を著しく減少

させ， 96年のそれは 78年の約半分の面積となって

いる。著しく拡大させたのは，工業原料作物である

綿花と甜菜で，それぞれ作付面積を約5倍に拡大さ

せているほか，野菜作物も1.5倍近く拡大している。
こうした農作物の作付構成を全国と比較したのが

表 2-8である。新彊の食糧作付割合は 53.5%と全国

に比べて 20ポイント下回っている。食糧の品目別で

は，小麦が6割と群を抜き，全国の2倍以上となっ
ており，また，トウモロコシも約3割を占め，全国・
各地域のそれを上回っている。それに対して，米は

たったの 4.7%で，特段に低い。綿花の作付比率は全

国の 3.1%に対して，新彊のそれは 4分の 1以上に

も達している。また野菜は全国より低く，甜菜では

全国より上回っている。更に果樹面積は，全因果樹

面積の1.8%を占めるにすぎなし〉。

以上のような作物の作付特徴は，新彊の厳しい自

然条件をそのまま反映したものであり，同地域の農

業用水確保難が乾燥性気候に強い小麦やトウモロコ

シ，綿花などの作付へ向かわせているのである。
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表2-7 新彊における主要農作物の作付構成の変化 (千ha，%) 
耕地面積 作付面積と総作付面積に占める各品目の比重

年次|
総面積 I人当り 総面積 穀物 比重 i棉花 比重 i搾油料 比重!甜菜比重[野菜比重[スイカ・メロン比重

1978 3.184.7 3.5 3，021.7 2，297.4 76.0 42.0 1.4 
80 3.181.7 3.5 2，993.7 2，147.6 71.7 39.5 1.3 
83 3.161.5 3.5 2，905.4 1，960.7 67.5 35.7 1.2 
84 3.152.7 3.4 2，878.3 1，972.2 68.5 36.4 1.3 
85 3，082.7 3.3 2，846.6 1，844.5 64.8 53.4 1.9 
86 3，050.3 3.3 2，850.1 1，791. 8 62.9 64.0 2.2 
87 3，060.7 3.2 2，920.5 1，767.7 60.5 48.3 1.7 
88 3，076目。 3.2 2.941目I 1，769.3 60.2 43.3 1.5 
89 3.072.9 3.2 2，934.6 1，819.3 62.0 つ00つ.せA 1.1 
90 2，979.5 1，813.2 60.9 28.8 1.0 
91 3.115.9 3.0 3，036.1 1，741.2 57.4 29.3 1.0 
92 3，134.0 3.0 3，067.9 1，701. 5 55.5 32.7 1.1 
93 3，120.2 2目9 2，995.1 1， 627 .1 54.3 32.0 1.1 
94 3，124.2 2.9 2，993.8 1，396.3 46.6 29.0 1.0 
95 3，179.8 2.9 3，051.4 1，528.6 50.1 25.2 0.8 
96 3，175目8 2.9 3，081.2 1 ， 604 .1 52.1 23.7 0.8 

資料)r新彊統計年鑑j97年より作成。
註)ここでの 1人当たり耕地面積は，耕地/農業人口であり，単位は 10aである。

表2-8 全国・新彊の農作物の作付構成

項 目 全国

耕地面積 95，466 
総作付面積 152，412 
耕地利用率 1ω 
総作付面積 100.0 

食糧作付 73.8 
穀物 81. 9 
うち水稲 34.1 
うち小麦 32.1 
うちトウモロコシ 26.6
その他 7.2 

綿花 3.1 
搾油作物 8.2 
甜菜 0.4 
野菜 6.9 
その他 7.6 

果樹面積 85，553 

資料)r中国農業年鑑j97年より作成。

(千ha)

新彊

3.176 
3.081 
97 

100.0 

53.9 
97.3 
4.7 
61.4 
29.2 
4.7 

25.9 
6.3 
2.8 
2.6 
8.5 

151.0 

表2-9(a) 全国と対比した新彊農業の概況

項

①総人口(万人)
②農村人口(万人)

目

②/① 農業人口率(%)
③総労働力(万人)
④農業労働力(万人)
⑤農外労働力(万人)
④/③農業従事率(%)
⑤/③農外従事率(%)
~耕地面積(千ha)

⑥/②l人当耕地面積 (a)
⑦農業産出総額(億元)
うち耕種業(%)
うち林業業(%)
うち牧畜業(%)

資料)表2-8と同様。

全国
新彊の

新彊出IA

122，389 1，689 
91，941 1，096 
75.1 64.9 
45.288 319 
32.260 286 
13，028 33 
71.2 89.7 
28目8 10.3 
95，466 3，176 
10.4 29.0 
23，428 431 
57.877.5 
3.3 1.4 
30.2 20.4 

f~ 口

1.4 
1.2 

0.7 
0.9 
0.3 

3.3 

1.8 

労働力人口に占める農業従事者の割合は全国

7l.2%に対して，新彊では 89.7%と20ポイント程

b.中国農業における新彊農業の位置づけ 高くなっている。ここから，新彊農村の工業化率は

続いて，中国農業と比較しながら新彊農業の諸特 極めて低く，農村労働力の絶対多数が農業だけに従

徴を検討することにしよう。表 2-9に示したように， 事していることが読みとれよう。

1996年時点で，新彊の耕地面積は全国それの 3.3% 農業生産総額は全国のl.8%を占め，農業人口割

を占め，農業人口は全国それのl.2%を占める。農業 合より高くなっており，農業人口 1人当たりで見れ

人口 1人当たり耕地面積は 29.0aであり，これは全 ば農業生産額は全国平均を上回っている。だが，そ

国平均水準(10.4a)約3倍に達する o また，農村総 の構成を見ると，耕種業が 77.5%で全国平均の
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表2-9(b) 新橿の主な農畜産物の生産量
(万トン，万頭)

項 目 全国 新彊
新彊の
割合

穀物 45，127 809 1.8 
うち水稲 19，510 51 0.3 
うち小麦 11，057 420 3.8 
うちトウモロコシ 12，747 313 2.5 
うち大豆 1，322 4.8 0.4 
綿花 420 94 22.4 
搾油作物 2，210 31 1.4 
甜菜 1，673 355 21.2 
スイカ・メロン 667 113 16.9 
果物 4，653 116 2.5 
葡萄 188 50 26.6 
乳牛 447 78 17.4 
馬 1，019 101 9.9 
羊 30，337 3，136 10.3 

資料)表2-8と同様。

57.8%を20ポイント上回っているのに対し，その他

では全て全国平均を下回っている。うち漁業の割合

は1%未満で，全国を大きく下回り，牧畜業も 10ポ

イント程下回り，林業も下回っている。農業生産総

額で見る限り，新彊農業の中心は耕種業で，次いで

牧畜業となっている。新彊は内モンゴルに次ぐ第二

の牧畜地帯であるにも拘わらず，農業生産額で見る

限り牧畜業は全国平均水準にも達していないのであ

る。それは当然，農村人口が収入源の多くを耕種農

業一本に頼っていることを示している。

次に，生産量ベースで全国と比較して見ょう。ま

ず穀物であるが，新彊のシェアはl.8%と，総人口比

l.3%を上回り，人口 1人当たり穀物保有量は全国平

均を上回っている。品目別では，小麦のシェアが

3.8%と最も高く，次いでトウモロコシの 2.5%と

なっている。水稲のシェアは極端に低い。綿花，搾

油作物，甜菜などでは，綿花のシェアが22.4%と飛

び抜けて高く，全国生産量の約4分 1を占め，綿花
の一大主産地を形成している。搾油作物は，人口割

合をわずかに上回る程度であり，人口 1人当たり保
有量ベースでほぼ全国と肩を並べている。甜菜は綿

花と同様，高いシェアをもち，甜菜の主産地ともなっ

ている。搾油作物を除けば，いずれも工業に不可欠

の原料作物である。
また，果物，メロン・スイカ，ぶどうなどの全国

的シェアを見ると，果物こそ 2.5%とそれ程でもな

いが，メロン・スイカは 17%弱，ぶどうは 25%強の

極めて高いシェアを保っている。更に，家畜頭数は

それぞれ家畜て、約 10~46% シェアを占めている。

こうして，全ての農産物ではないにしても，穀物

では一人当たり保有量は全国の平均それを大きく上

回っており，綿花・甜菜などの原料作物およびスイ

カ・メロン・ぶどうなど青果物類，さらに畜産など

では新彊農業は全国的にも高い地位を保っているの

である。

c 農業生産の地域的分布と調査対象地域
新彊の中央に走る天山山脈は，この地域を自然に

3つの地域に分けている。天山山脈の南側は南新彊
と呼ばれ，北側は北新彊，東側は東新彊と呼ばれる。

この 3つの地域は行政上，厳密的に区分されている
わけではないが，しかし，一般的に表2-10に示した
ような行政区分がなされる。これは，地区レベルで

の行政単位の立地条件からの習慣的区分の仕方であ

る。新彊には 5つの白治州、/， 8つの地区 2つの

地区級市， 85個の県，そして 680の郷級行政機構が
ある。そのうち南新彊には 2つの自治州 3つの地
区， 42県， 388郷がある。北新彊には 3つの自治州，

3つの地区， 2つの地区級市， 38県， 244郷があり，
東新彊には 2の地区とその両地区にそれぞれの 3
つの県が所属し，この 6つの県に 48郷が所属する。
これは新彊地方政府に所属するが，その外には地方

政府に所属しない「生産兵団」組織も存在する。前

掲表は各地域の農業生産状況をより明確に示すた

め，北新彊地域については工業中心地域を除いて表

出し，また「生産兵団」をも加えである。

同表からわかるように，南新彊では少数民族の比

率は 83%と高く，純粋な民族地域になっている。農

村労働力とそのうちの農業従事者数では全新彊の大

半を占めており，耕種業が中心になっている。新彊

農業総生産額に占める同地域は割合は約39%を占
め，地別ではトップであるが，しかし農業従者数の

割合からすると 1人当たり平均額が他の地域と比
較して低いことが容易にわかる。GDPに占める農業
の比率はほかの地域より高く， 1人当たり平均GDP
額は低くなっている。

北新彊は，人口割合とほぼ同様の農業従事者割合

をもっているが，農業総生産額に占める牧畜業割合

が高いのが特徴である。東新彊の農業も耕種業が中

心であるが，この地域では石油開発が行なわれてい

ることから，GDPに占める工業部門の比率は高く，
農業部門の比率は低くなっている。工業中心地域に
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表2-10 新積地域別の農業概況と 1人当たり GDP額 (1996年) (万人，%，億元，元)

に¥総人口 農村 農業 GDPに 人口 1人

農村少数 労働力 農業 部門 占める農 当たりの

人口民族 生産耕種業牧畜業その他 業部門の GDP額

比率比率 従事者 総額比率 比率 比率 比率

カシュガル 314.4 79.9 90.2 71.1 95.2 64.4 82.5 14.8 2.7 60.2 2.067 
南ホータン 152.8 86.7 96.5 41.1 91.5 28.5 78.2 18.6 3.2 65.9 1.663 
アクス 189.9 74.5 76.8 40 94.5 44.8 82.8 14.1 3.1 48.7 3，779 

彊キズルス 41.5 78.6 94.2 8.9 86.5 5.8 63.8 34.5 1.7 45.8 1，358 
ノfインゴロン 95.8 60.5 44.6 13.3 98.5 23.0 74.3 23.5 2.2 23.8 8，479 

新彊全体の比 47.0 77 . 5 63.5 54.7 56.4 38.6 39.9 32.5 50.5 一ー~ー

一-------
クVレジャ 201.5 69目7 66.6 42目4 82.9 ::lfi.7 日2.4 35.2 2.4 51.5 2，880 
;jt チョウチェック 88.5 58.2 41.3 20.4 89.2 28.9 69.9 28.4 1.7 48.2 4，592 
アノレタイ 56 .3 60 . 2 56.3 7.6 86.8 11.5 44.3 53.0 2.7 41. 9 4，053 

彊ボルタラ 38 .6 64 . 8 33. 7 7.1 85.9 9.8 74.5 24.5 1 51.2 4，642 
サンジ 141.9 62.6 24.5 33.6 86.3 42.3 72.1 24.8 3.1 39.2 5，935 

新彊全体の比 31. 2 31.1 24.1 34.8 33.8 30.0 25.7 45.9 32.3 --------ーー-ー-東 トルフャン 53.5 76.3 76.6 17.6 93.2 11.6 84.5 14.7 0.8 16.9 8，040 
彊クムル 45.8 52 . 0 32 . 8 7.6 82.9 6.0 68.3 30.0 1.7 23.7 5，221 

新彊全体の比 5.9 5.9 5.4 7.9 7.9 4.1 4.2 4.0 1.1 -ー~ー『ト一一
工業帯 ウルムチ 147.9 17.8 26.8 6.9 71.0 5.4 55.6 40.9 3.5 2.0 12，165 
地 カラマイ 24.9 11.6 22.9 0.2 86.7 1.1 54.5 45.5 0.0 0.9 33，149 
新彊全体の比 10.2 2.7 4.4 2.2 1.7 1.5 1.1 3.1 2.2 ーーーー~ー~ーーーーーーートー---
資料) W新彊統計年鑑J97年より作成。
注 1)ここでの南彊，北彊，東彊はそれぞれ南新翠，北新彊，東新彊を示し，工業地帯は工業中心の都市型地域を示す。
注2)各地域における‘生産兵団かの人口数を統計的に把握することは困難のため，全体に占める比重では誤差が出て
きた。

表2-11 新彊全体に占める調査対象地域の農作物作付面積と果樹面積 (1996年千hal

品目別作付面積
耕地面積 作付面積

南新彊 948.6 1，194.0 
うちカシュガル 297.7 491.0 
比重 29.9 38.7 
北新彊 1，032.1 945.5 
うちグワレジャ 284.9 285.4 
比重 32.5 30.7 
東新彊 89.2 83.1 
うちトノレフャン 42.4 47.4 
比重 2.8 2.7 
工業地帯 36.2 26.6 
比重 1.1 0.9 
生産兵団 970.7 831.4 
比重 30.5 27.0 

資料)r新彊統計年鑑J97年より作成。
註)泊料は搾油作物をを示す。

穀物 棉花

677.6 396.8 
269.3 187.9 
42.2 49.9 

553.8 91.6 
195.2 0.7 
34.5 11.5 

44.9 26.3 
23.9 21.1 
2.8 3.3 

13.7 0.3 。.9 0.0 

314.8 284.2 
19.6 35.6 

おげる少数民族比率は極めて低く，農業総生産に占

める割合は新題全体の1.5%になっており，しかし，

果樹面積
泊料 甜菜 野菜 スイカ・メロン ~どう

22.8 10.2 24.8 8.0 86.1 12.6 
2.1 0.0 9.0 3.5 29.7 2.1 
11. 7 11. 7 31.8 33.8 56.9 43.3 

108.8 35.7 29.8 6.1 19.9 1.0 
39.2 14.6 8.8 1.4 11.8 0.3 
56.6 40.8 37.7 25.7 13.2 3.4 

1.8 。 3.3 1.6 14.1 12.2 
0.1 。 1.5 0.9 12.1 11.5 
0.9 。 4.2 6.8 9.3 41.5 
1.6 0.2 4.5 0.03 0.4 0.1 
0.8 0.2 4.6 11.1 0.3 0.3 
58.7 41.8 16.2 8.2 30.2 3.3 
47.5 47.5 20.8 34.6 20.3 11.3 

その反面で人口 1人当たり GDP額は，全国的に見

ても高い水準となっている。
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表2-12 新彊における調査対象地域の農産物生産シェアと人口 1人当たり生産量 (万トン，%， kg) 

穀物 棉花 搾泊料 甜菜 野菜
① ② ① ② ① ② ① ② ① ② 

商新彊 339.8427.7 42.2 53.2 6.1 7.6 43.1 54.3 85.5 107.6 
うちカシュガル 134.6 428.1 20.5 65.3 l.4 4.3 。。19.8 63 
比重 42.0 44.9 19.6 12.2 27.7 

北新彊 286.6 544.5 12.1 22.9 24.5 46.5 159.0 302.1 125目5238.4 
うちグルジャ 104 515.1 0.05 0.2 5.50 27.10 69.0 342.4 26.1 129.5 
比重 35.4 12.8 79.0 44.9 40.6 

東新彊 17.4 175.2 2.8 28.4 0.3 2.7 0.0 0.0 13目7138 
うちトルフャン 8.4 157.0 2.1 40.1 0.0 0.1 0.0 0.0 5.6 104.7 
比重 2.2 3.0 0.9 0.0 4.4 

工業地帯 5.6 32.4 0.04 0.2 0.30 l.50 0.6 3.5 32.7 189.2 
比重 。7 0.7 0.8 0.2 10.6 

生産兵団 160.2 36.9 7.4 15l.8 53.6 
比重 19.7 39.3 23.9 42.8 17.3 

資料:表2-10同様。
註1)①と②はそれぞれ当品目の総生産量と l人当たり生産量を示す。
註2)比重は新義全体それの地域別割合を示す。
註3)0.0はOに近い数字を，空白のデータが得られなかったことを意味する。

スイカ・メロン 果樹 ぶどう
① ② ① ② ① ② 

15.5 19.5 57.2 72 15.5 19.5 
5.4 17.2 2l.8 69.3 l.9 6 
23.1 49.3 30.8 

25 47.5 1l.8 22.5 l.8 
7.8 38.7 9.8 48.6 0.3 l.5 
37.2 10.2 l.9 

4.2 42.3 30.7 309.2 30.2 304.1 
2.1 39.3 29.8 557 29.6 553.3 
6.3 26.5 60.0 

0.1 0.3 。l 0.5 0.1 0.3 
0.1 0.1 0.1 

22.5 16.2 3.4 
33.5 14.0 7.0 

続いて表2-11，12は各地域別の耕地面積や主要農 イグル自治区の農業概況，中圏内での位置，そして

作物作付面積，および新彊全体に占める割合(表2 新彊内諸地域の農業生産の諸特徴などに考察を加え

11)，そして主要農産物生産シェアと人口 1人当たり てきた。

生産量の比較(表2-12)などを示し，そのなかから 「改革・開放」以降，地域間・農工間・農家聞の所

調査対象地域の新彊に占める位置を確認したのであ 得的・経済的格差が拡大してきた。 1978年末に，農

る。この二つの表から，今回の調査対象地域それぞ 村経済体制改革から始まった「改革・開放J路線は，
れが各品目においても新彊全体では重要な地位にあ 次第に中国社会のあらゆる分野にまで及び，計画経

ることは明らかである。すなわち，綿花の作付は南 済体制期に形成された諸制度は基本的に否定され，

新垣，なかでもカシュガルが中心となっており，食 「市場経済体制jの形成と拡充が押し進められてき
糧は北新彊，なかで、もグルジャが中心で，ぶ、どうは た。それは改革前の社会主義的分配制度，地域間協

トルフャンが中心になっていることがわかる。それ 力優先の全国均等発展，あるいは全国統一繁栄の理

は，人口 1人当たり生産量の比較にも明白に現れて 念にも及び，それらは「改革・開放」の深化に{半つ

いる。 て徐々に崩壊していった。特に 1985年以降の都市部

後に述べる事例分析は，この3つの地域の中でも 中心の経済体制改革と，そこで打ち出された全国的

各地域に代表される地域を対象とした。綿花につい な経済的配置の「合理化」を促進する地域発展政策

ては，南新彊のカシュガル地区・ポスカム県を，食 などは，発展地域と後進地域，都市と農村との間で

糧については北新彊のグツレジャ地区・ジリユズ県を， の経済的・所得的格差を大きく拡大させていった。

ぶ、どうについては，東新彊のトルフャン地区・ピチャ こうした中で，所得水準の比較的高い地域が沿岸部

ン県を対象にした。この3つの県も各地区に代表さ に，所得水準の比較的低い地域が「辺境j部に集中

れる地域であることについては，各章において明ら するという地域パターンが形成されてたのである。

かにしていく。 こうした中で「辺境」部は，経済発展の面で沿岸

D.小 括 部に大きく水をあけられながらも，改革以降も在来

以上，本章では地域間・農工間，及び農家聞の所 型の農業と牧畜業を基幹産業とし，食糧その他農畜

得的・経済的格差拡大の過程を検討し，次章以降で 産物の供給においても重要な役割を果たしているの

主として取り上げる， r辺境J地域に立地する新彊ウ である。本論で分析の対象とする新彊もその例にも
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れなしコ。乾燥気候に強い綿花，小麦， トウモロコシ

などの品目を基幹作物とし，また，ぶどうの生産で
は全国の 4分の 1程度を占め，更に中国有数の牧畜
地帯を形成しているのである。

註

1) 1990~95 年の間，農村から都市へ移動した人口
数は 1，195万人にも達した。そのうち， 60.7% 
の人口は沿岸部地域へと移動したが，そのなか
で沿岸地域農村出身者は 33.0%を占めた。
2 )国家統計局編『中国統計年鑑』中国統計出版社，
各年版より算出したものである。
3) 1992年以降， 1当たり平均収入に関する統計資
料は公表されていないため，ここでは， 92年以
降については 1人当たり GDPの値を用いた。
ただし，農業人口に限って統計資料は公開中で
ある。

3 )中国研究所編『中国年鑑』新評論， p.362， 97年。
5 )胡鞍鋼「中国を危機に陥れる地域格差の拡大J
『世界週報j，p.45， 96年4月。

6 )産業特化係数は，ある特定の地域における産業
の発達レベルを計るものである。一般的にQ=
h/Hより計算される。hは当該産業と当該地域
の工業総生産の比であり， Hは全国における，
当該産業と工業総生産の比である。 Qが高いほ
ど，この産業の全国における競争力が強い，と
されている。

7)この文は， 94年に中央党校で行われた各省と自
治区の副省長，副主席クラスの短期間研修で，
地域間格差に関するアンケート調査に記入され

たものである。村山義久「中国を動かす地域問
題Jr世界週報jp.38， 96年4月。
8 )彰成武等編『新彊区域市場』新彊人民出版社，

pp.175~177 ， 94年。(原文・中国語)

III.綿花市場一一統制的市場流通一一

A.本章の課題
1978年末に始まった農村経済体制改革を契機に
中国の農業生産力の著しく上昇した。とりわけ綿花

生産は飛躍的な伸びを見せ，綿花の純輸入国であっ
た中国は，農村改革以降，綿花の純輸出国にもなっ
たのである。また， r改革・開放」政策の重点が都市
部へに移行されるに伴って，都市部を中心に軽工業，

特に織物産業が急速に発展し，綿花需要を増大させ，

更に綿織物輸出を急速に増大させた。こうした中で
中国は今日，綿花の生産・消費で世界ーのシェアを

もっ「綿花大国」に成長してきたのである。
他方， 1978年以降の農産物流通制度改革の中で，
国家の直接統制が多くの品目で緩和され，その先端
に完全に自由な市場流通も出現した。しかし，国家
的にも重要な繊維原料である綿花では国家の直接統
制が根強く残され，現在に至るまで基本的に国家商

業部門の独占的経営のもとにおかれてきた。ただし，
1996年に綿花流通制度は国家直接統制の大枠の範
囲ではあるが，新たに修正され，綿花の許し通市場は

「綿花交易会」を中心に流通されることが決定され
た。「綿花交易会」取引の原則として，①綿花供給側
と需要側は直接面会し，契約を結び，自由な販売経
路の選択をすること，②価格の決定は公定価格の上
下 4%の範囲とすること，が認められた。
本章では，以上ような現状の認識に立ちつつ， r綿
花大国」に成長してきた中国の綿花流通・市場構造

の特質を，園内最大の綿花供給地である新彊を対象
に綿作農家の実態調査に基づきながら明らかにする
ことを課題とする。なお実態調査は，南新彊カシュ

ガル地区・ポスカム県M村の綿作の農家を対象に行
われた。

B.世界綿花市場と中国の綿花貿易の基本構造
a 世界綿花市場における中国の地位
綿花栽培の最大の目的は種子についている繊維素
材を得ることであり，それは紡績工業の不可欠の原

料である。現代科学技術の進歩は綿花代替の化学繊
維を生みだした。しかしながら，消費者の強い綿織
物晴好などもあり，紡績産業の原料としての綿花の
主導的な地位は変わっていなし〉。こうしたなかで，

綿花需要は益々増大し，綿花生産も一貫して増大基
調にある。

しかし，綿花は特殊な気象条件と土壌条件に強く
依存する作物であるため，一定の地域で集中的に栽
培・生産され，綿花栽培に適していない地域は純輸
入・移入に大きく依存せざるをえなくなるのであるo

表3-1は世界の主要な綿花の生産・輸出地域と輸
入地域を 1996年の数値で示したものである。ここか
らわかるように，綿花の生産・輸出は主として中央

アジア，中国，インド，パキスタン，アメリカなど
の特定地域に高度的に集中し，消費地域も主として
EU，アジアに集中している。 1996年時点における世
界の綿花総生産量は 1，915万トンで，消費量は
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表3-1 世界の綿花貿易に占める中国の地位(1996年万トン， %) 

年初在庫 生 産 輸 入 国内消費 輸 出 年末在庫

世界全体 (万トン) 771.2 1914.9 599.6 1882.0 582.0 817.3 
中国 (万トン) 328.8 420.2 6.5 428.9 0.2 372.3 
中国の占有率 42.6 2l.9 l.1 22.8 0.0 45.6 

アメリカ 56.8(7.4) 412.4 (2l. 5) 8.9( l.5) 237.3(12.6) 152.4 (26.2) 88.2(10.8) 
主 インド 54.9(7.1) 272.2(14.2) l.7( 0.3) 26l. 3 (13.9) 26.1( 4.5) 4l.4( 5.1) 

輸要出
ノfキスタン 34.0(4.4) 154.6( 8.1) 4.4 ( 0.8) 156.8( 8.3) 2.2( 0.4) 33.3( 4.1) 
ウズベキスタン 29.0(3.8) 103.4( 5.4) 0.2 ( 0.0) 17.9( 0.9) 94.7(16.3) 20.0( 2.5) 

国 南米 53.1(6.9) 115.0( 6.0) 3.1( 0.5) 2l. 3 ( l.1) 94.7(16.3) 54.4 ( 6.7) 

比率 29.6 55.6 3.1 36.8 63.7 29.2 
東南アジア※ 28.5(3.7) 0.7( 0.0) 99.5(16.6) 10l.5( 5.4) 2.2( 0.4) 3.5( 0.4) 

主 日本 2.6(0.3) 0.4( 0.0) 48.6 ( 8.1) 47.9( 2.5) 0.0 3.1( 0.3) 

輸要
韓国 12.0(l.6) 0.0 30.5( 5.1) 30.5( l.6) 0.0 1l.8( l.4) 
EU 47.3(6.1) 40.1( 2.1) 134.1(22.4) 29.6( 7.8) 29.6( 5.1) 98.0(12.0) 

入 ロシア 7.0(0.9) 。。 22.7( 3.4) 20.9 ( l. 2) 0.0 4.8( 0.6) 
国 ブラジル 25.0(3.2) 30.5( l.6) 52.3( 9.1) 87.1( 4.6) 0.0 20.7 ( 2.5) 

比率 15.8 3.6 64.7 23.1 5.6 17.2 

資料)中華人民共和国農業部編『農業情報J97年，第1期より作成。
註1)ここでの東南アジア※は，香港，インドネシア，台湾，タイを示す。
註 2) ( )なかの数字は各項目における該当国の占める比率を示す。

1，882万トンである。その生産に占める消費の割合

は98%超に達し，生産された綿花のうち約 3割が輸

出され，消費される綿花のうち 3割強が輸入されて
いる。

それは綿花の生産・消費の強い地域性を示すとと

もに，綿花作物特有の商品特性を有していることを

示しているものである。こうした商品特性のもと，

表3-2 中国の棉花輸入出と国際棉花価の格変動
(万トン， トン/ドル)

年次 生産 輸入A 輸出B 純輸出 北欧価格B-A 

1980 270.7 88.5 0.9 -87.6 2，047 
81 296.8 80.1 0.1 -80.0 1，844 
82 359.8 47.3 0.4 46.9 1，599 
83 463.7 23.0 5.8 -17.2 1，854 
84 625.8 4.0 18.9 14.9 1，783 
85 414.7 0.0 34.7 34.7 1，319 
86 354.0 0.0 55.8 55.8 1，263 
87 424.5 。.6 75.5 74.9 1，634 
88 414.9 3.5 46.8 43.3 1，521 
89 378.8 5l. 9 27.2 -24.7 1，993 
90 450.8 42.0 16.7 -25.3 1，852 
91 576.5 37.0 20.0 -17.0 1，704 
92 450.8 28.0 15.5 12.5 1，535 

資料)r農業発展報告J97年，および中国社会科学院農業
研究所『世界綿花生産，消費，貿易価格の現状と予
測j92年より作成。

註)北欧価格は，中等棉花の北欧港到着価格である。

綿花生産国は輸出向けの生産を行い，綿花消費国は

大量輸入に依存していることだが，また，綿花生産

地域・消費地域の生産量・消費量の変動が，時とし

て綿花市場の均衡を崩壊させ，価格変動をすこぶる

大きくする可能性のあることも綿花の商品特性から

考えられることである。

中国は綿花の生産・消費のみならず在庫でも世界

トップの座にある。中国の綿花貿易量の増減が世界

綿花市場の均衡と価格変動に大きな影響を与えてい

るものと考えられる。表 3-2は，中国の綿花貿易の

推移と国際綿花市場における価格変動を示したもの

である。綿花純輸入量は 1980年に約 90万トンと，

1992年までの最高を記録している。 1980年当時，綿

花トン当たりの国際価格は 2，000ドル(アメリカド

ノレ)を超えていた。しかし，その以降，中国の綿花

輸入量が減少し，更に純輸出国に転じる中で，国際

価格は下落傾向で推移し， 1986年にはトン当たり 80

年当時の 40%，800ドル弱程度まで下落している。

しかしその後，中国の綿花輸入量の増大に伴って，

綿花価格は再び上昇に転じているのであり，中国の

綿花輸出入量の増減が国際価格に大きな影響を及ぼ

しているのである。

b.中国の綿花貿易の構造的特徴
1996年時点における中国の綿花生産量は 420万

トンで，世界全体 (1，915万トン)の 21.9%を占め
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ている。一方，消費量は約429万トンと，世界(1，882 

万トン)の 22.8%を占めている。このように，中国

は綿花の生産大国でありながらも，その消費量はそ

れ以上に上回り，綿花貿易では中国は 80年代後半，

一時的に純輸出国に転じた以外，ほぽ一貫して純輸

入国となっている。しかし，それは圏内消費に向か

うのではなく，綿織物として再び輸出されているの

であり，ここに中国の綿花貿易の基本的特徴を見い

だすことができる。それは建国以来ほとんど変わっ

ておらず，綿織物は中国の重要な輸出産品として定

着している。

「改革・開放j以前，国家が必要な農産物を確保し，

社会主義国家建設を保障するために，農産物のすべ

ては国家の直接統制下におかれていた。それは，一

方で限られた農産物の公平な分配という点で寄与し

たが，他方で公定価格は低く抑えられ，低価格での

強制買収という機能をも持っていた。そしてこの機

能こそが，中聞に高蓄積をもたらし，それをもって

工業化を前進したとされる。すなわち「低価格によ

る農産物の買い上げ，低農産物価格に保証される低

賃金，低賃金による高利潤・高蓄積，蓄積された資

金による重工業の優先発展戦略」りが，建国以来の経

済体制構築の基盤であったのであるo

こうした点において，綿花は重要な役割を担った

典型的な事例といえるo 図3-1に示したように，改

革前の綿花の国家買付価格の引き上げ幅は食糧より

低く抑えられ， 1978末までほとんど凍結状態となっ

ている。こうした低価格で買付けられた綿花をもっ

て，中国の綿織物輸出産業の基盤が構築されていた

ことは容易に推測される。こうした構造は， I改革・

(指数)
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図3-1 改革前における綿花の国家買付価格の推移
(1950年を 100とした場合)

78 

資料)中国研究所偏『新中国年鑑』大修書庖，74年，p.136， 
『中国統計年鑑j85年版， p.537より作成。

表3-3 中国の純綿織物の輸出量と輸出金額の推移
(億m，%，億ドノレ)

年次 生産 輸出 輸出割合 輸出金額

1978 110.3 11.0 9.9 
80 l34.7 10.9 8.1 
84 l37.0 17.3 12.6 24.7 
90 188.8 22.2 11.8 16.0 
92 190.7 30.2 15.8 20.6 
93 203.0 37.9 18.7 22.3 
94 211.3 35.2 16.7 26.8 
95 260.2 37.3 14.3 34.1 

資料:国家経済体制改革委員会編『中国経済体制改革年
鑑』改革出版社， 94年， r中国統計年鑑j85，96年
より作成。

註 1)84年の輸出金額は人民元である。

開放」後も変わっていない。「改革・開放」後，綿織

物工業は重要な産業として，技術革新を伴いながら，

生産を大きく拡大し，綿織物輸出を顕著に増大させ

てきた。

表3-3は，近年の純綿織物生産量と輸出量・輸出

金額の推移を示したものである。純綿織物生産量は

一貫して増大し，またそれに伴って輸出量も増大し

た。しかも，生産量に占める輸出量割合は 10%以上

という高率を保ってきた。輸出量は 1984年の 15.5
億 mから， 1995年にその 2倍超の 37.3億mに達
し，輸出金額は 1990年の 16億ドルから 1995年の

34.1億ドルへ，わずか5年間で2倍以上に増大して

いる。これは純綿織物(綿布)輸出に限ったもので

あるが，綿花関連の紡績工業の輸出金額に関する統

計資料を見ると， 1978~95 年の聞の紡績品累計輸出

外貨獲得額は 2，400億ドル，純利益外貨獲得額は

1，600億ド1レ，紡績工業の国家への納税金額は累計
で 3，800億元であった2)とされる。

このように，綿花は，農業や綿花作農家にとって

だけではなく，中国国民経済や国家利益と直接関連

する極めて重要な戦略的な農産物であった。

C.綿花市場・流通政策の変化と産地の地域構成の変動
a 綿花市場・流通政策の変化と現状
1)国家買付制度の変化

1954年9月に政務院(現国務院)は「綿花の計画

買付に関する命令」及び「綿織物の計画買付と計画

供給施行に関する命令J')を打ち出した。これによっ

て綿花は，食糧に次いで国家が直接管理する品目に

指定された。以来，政府は毎年，綿花の生産状況を

算出し，これを基に一定時期以内の買付数量を決め

てきた。そしてこの買付数量に基き，統一的な買付
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を行い，統一的な販売を行ってきたのである。

こうした統制的な管理制度は， r改革・開放」前に
おける中国の農産物管理制度の墓本的特徴でもあっ

たが，綿花では，生産と買付価格の点で，他品目に

は見られない特徴的政策が取られてきた。すなわち，

綿花栽培地域には食糧を安価に優先的に供給し，ま

た石炭や肥料，農薬等も優先的に配分してきたので

ある。これは，いわゆる綿花の増産奨励策である。

なぜ，綿花生産だけが国内では最優先されたのか。

そこには，当時における園内の綿花需給問題が横た

わっている。

建国当時，中国の綿紡績工業は原料綿花の大量輸

入に依存し，しかもそれは常に輸入額の第 1位，第

2位を占めていた。外貨保有が豊富でなかった中に
あって，こうした状況は早急に克服されなければな

らなかったのである。綿花の国家買付価格は，食糧

との価格調整を通じて，両者に収益差がないように

設定された九また，各綿花栽培地域の「党組織と政

府は，綿作農家を国家計画に沿って組織動員し，綿

花を国家に売ることを無上の光栄とする気風を形成

するJ5)ことにも努めた。こうして，政府は「改革・
開放J前， r綿花と食糧の合理的比価政策を策定
し」ヘ両者の生産調整に力を入れたのである。しか

し，それが食糧との並行的な国家買付価格の引き上

げに結果しなかったことは，先に指摘した通りであ

る。

1978年末以降の農村改革は農産物の国家買付価
格の引き上げから始まった。翌年9月に開催された

「全国物価会議」は，綿花の計画買付価格を前年よ

り15.2%を引き上げること，任務達成後の超過分に
ついては30%のプレミアをつけること，北方(長江
流域以北，新彊を含む)の綿花作については更に 5%
の補助価格をつけること，などを決定した九そし

て， 1983年 11月，国務院は商業部の「綿織物に存在
した配給券を撤廃することに関する要請」を批准8)

した。これを契機にして綿花と綿織物の配給制度が

廃止された。さらに，農業政策の大網を規定した国

務院の 1985年の「農村経済の一層の活性化に関する
10項目の政策J9)r第1号文献」は，同年から少数の
品目を除いて，国家は農家に農産物の計画買付・割

当買付の任務を下達せず，契約買付または自由市場

販売に移行することを決定した。これによって，綿

花の強制的な計画買付は廃止され，綿作農家と国家

との自由協議に基づく契約買付に改められ，契約以

外のものは市場で自由に取引できるようになったの

である。

しかしながら，綿花生産が1985年を境に激減したた
めに，上述の契約買付制度は短期間のうちに頓挫し，

再び強制的買付制度に戻されることになった。

その後，圏内では食糧においては，国家の直接統

制と自由な市場流通とが並存するいわゆる複線的流

通システムが取られ，生鮮食料品等においては，そ

の流通体制が徐々に緩和され，完全自由化にまで発

展してきたが，綿花だけに対しては「複線ルートを

適応してはいけない，中国では今後も綿花に対して

継続的に『三不開放j(経営，市場，価格)を堅持す

るj10)とされてきたのである。

綿花の流通管理に関するこうした「三不開放」政

策が若干緩和されるのは， 1996年になってからのこ
とである。同年4月，国務院は綿花工作の通知を公
表した11)。その主な内容は，国家の計画指導の下に，

1996年から①綿花供給側と需要側は直接面会し契
約を結び，販売経路の選択を自由とする，②価格の

決定は公定価格の上下4%の範囲とする，というも
のであった。

現段階における中国の農産物流通市場は，国営・
集団および個人の多様な流通システムに発展し，そ

の過程において自由取引は益々拡大傾向にある。し

かし，綿花のみはまだ国営商業部門によって一元的

に取り扱われている。ただし，現行に施行されてい

る綿花流通の「交易会」方式は，重要品目である食

糧に適応されている流通制度に未だ遠く及ばないと

はいえ，公定価格一本，国家による厳密な配分とい

うこれまでの方式に比べれば直接統制は若干緩和さ

れており，今後の綿花取引の方向上重要な一歩であ

るといえよう。

2 )流通管理体制
今日，綿花流通は国営商業部門が独占的に担当し，

具体的な購買・販売は国営供鈎合作社部門が行って

いる。建国当時，供鈴合作社は農家などの共同出資

による協同組合として国営商業と並存していたが，

1958年の「大躍進jを契機に集団所有制から国営商
業部に再編された。以来，協同組合としての性格を

喪失し，国家商業部の下請機構に変質していった。

国営供鎗合作社部門の最高機構は中国供錆合作総社

であり，郷レベノレの機構は基層供鈴合作社，あるい

は基層社と呼ばれている。基層社の下に村単位の買

付・販売庖などが置かれている。
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綿花の国内流通を担当する唯一の合法的会社は，

国営供鎗合作社所属の綿麻専門企業である。この専

門企業は「綿麻公司」と呼ばれ，各級供鈴合作社に

対応した組織形態をとり，各級政府の行政的指導に

基づいて活動している。また，輸出入は対外経済貿

易部所属の綿花輸入出公司が一元的に担当し，これ

も綿花産地を中心に全国的なネットワークを持ち，

同様に各級政府の行政的指導に基づいて活動してい

る。綿花買付は該当地の綿麻公司が行うが，買付価

格は全国統一の公定価格を基準としている。ただし，

当該地の状況によっては，地方政府は中央政府の承
認を得て若干修正することもできる。

b.綿花生産の展開過程と産地の地域構成の変動
1)綿花産地の地域区分
前述のように，綿花は特殊な気象・土壌条件を必

要とする作物であれ酸性土壌には弱く，ア/レカリ

性土壌には比較的強い。その生育には 100日を超す
長い成長期間が必要であり(新彊の場合1l0~120

日)， 20oC~230C以上の気温， 900~1 ， 000 mmの年雨

量(それ以下では潅減を行う)が必要である。こう

した諸条件の整った地域は広大な中国でもそれ程な

い。中国は世界ーの綿花消費国であり，増大する綿
花需要を国内生産で賄おうとなると，限られた地域

でより一層綿花生産に特化する必要があることは当

然であろう。また，綿花作は集約度が極めて高く，

単位面積当たりの投下労働量は食糧の 15倍に達す
るとされ1九綿花生産に特化すればするほど，他作物

に振り向ける農家労働力は制限されざるを得ない。

中国の綿花栽培地域は，中国の二大河流である黄

河流域と長江流域とその周辺地域，及び「辺境」地
域である新彊に集中している。綿花産地は，地域の

諸条件及び栽培の歴史によって「北方綿区Jと「南
方綿区」とに大別されている。

「北方綿区jは一般的に黄河流域，東北，新彊の3
つの地域を示す。この3つの綿区は更に細かく，①
華北綿区(河北・山東・河南省，北方綿区の主要綿

区)，②黄土高原綿区(山西・陳西・甘粛省等， この

中では山西省が最大の栽培面積)，③東北綿区(遼河

流域，遼東半島等)，④新彊綿区に区分される。

「北方綿区」は一年一作地帯で，栽培面積の過半を

占め，生産量も過半を占める。「北方綿区」の大部分

の年間降水量は 400~750 mmであり，成長期におけ
る降水量不足を潅減によって補給される。温度条件

も悪く，綿花の成長期間も短く，特に秋季の温度下

降が速く低温冷害の影響を受け易い。

「南方綿区Jは主として長江流域の各省を示す。「南
方綿区Jは，①長江三角州綿区(江蘇・安徽・漸江
の3省等。南方綿区の最大の産地であるが，綿織物
工業も発展しており大量の移入地帯である)，②長江

中流綿区(湖北・河北・江蘇の 3省等。この内，江
蘇省は中国の中でも綿花栽培の歴史が長く，栽培技
術も高いと伝われている綿花産地である)，③華南綿

区(雲南・貴州南部・広東・広西・福県などの各省)

に細分されている。同綿区は一年三作地帯で，多く

の地域では食糧と綿花の輪作を行っており，食糧と

の競合は比較的に少ないのが特徴である。

2 )綿花生産の展開過程と産地の地域構成の変動

中国の綿花生産の展開過程を一言で要約すると，

増産と減産を繰り返しながら傾向的に増大してきた

ということができる。建国当時，圏内綿花は不足し，

綿織物産業は大量の輸入綿花に頼っていた。こうし

た状況を打破するために，政府は 1950年代以降，先
述のような綿花生産奨励策を展開した。

図3-2は，中国におげる綿花生産の推移を示した
ものである。ここから見られるように，綿花の総生

産量は 1949年から 57年の間，急速な発展を遂げ，
57年の生産量は 49年の 44.4万トンの約 4倍にも
達した。人口 1人当たりに直すと 1kg未満から 2.6
kgへの増産であるoこの聞における綿花増産の特徴
は，基本的に単収上昇によってではなく，作付面積

の拡大によるものであった。

しかし， 1960年を境にした中国農業の一般的な生
産の落ち込みは，綿花生産にも現れ， 1962年の生産
量は 57年対比で54%の減産となった。その後，買付

価格の引き上げなどによって生産は回復するが，前

期のような飛躍的な増産は見られず， 1975年の 238

(万トン)
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図3-2 中国における綿花生産の推移
資料)r中国統計年鑑』各年版より作成。

(kgl人)
6 
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万トンが「改革・開放J以前の最高記録となるので
ある。

1979年，農産物の国家買付価格が大幅に引き上げ

られ，これを契機に，中国の農業生産力は飛躍的な

発展を遂げた。なかでも綿花生産量の増大には目を

見張るものがあった。

1979~84 年の聞に，食糧は 34%，果物は 50%，そ

の他の農産物は 50%前後という極めて高い増産を

果たしたが，綿花は 289%もの増産率を記録するに

至った。 1984年には，綿花の作付面積や人口 1人当

たり保有量も史上最高に達した。

しかし，綿花のこの飛躍的増大も， 1985年を境に

一転して激減に転じることになる o1985年の綿花生

産量は 84年の 3分 2に， 86年の生産量は 84年の約

2分 1に落ち込み，この 2年間で年平均は 25%も減

少した。もちろん，その減少が他作物に比べてドラ

スティックだったことはいうまでもない。この時期

は「農業低迷」期と呼ばれるが， I低迷したのは，食
糧，綿花，油糧作物などの基幹作物だけであり，野

菜や果樹，畜産などの生産は，前の時期を上回る増

産傾向を示していたことは注意を要するJl汽また
「統制が残存したいくつか農産物の収益性が相対的
(あるいは絶対的)に低下した点が原因と考えられ

るjI4) としてその変動の内実と原因について論じら

れている。

1989年以降，食糧など国家の統制が残存していた

農産物の生産は回復し，好調に増大していく。しか

し，綿花のみは増産と減産を繰り返し，その変動幅

も大きいなど不安定な様相を示してきた。こうした

綿花の生産変動はその収益性に基づくものと考えら

れ，上述の指摘は現在でも綿花生産の変動要因に

なっていると考えられるのである。

そのような国内綿花生産における大きな変動のな

か，各地域ごとの綿花生産動向を比較したものが表

3-4である。国内 30省のうち綿花生産量が比較的多

い15省の生産動向をを見ると， 1979~84 年にかけ

て，各省の生産量は伸び率で多少の差があるとはい

え，着実に伸びている。しかし，それ以降は各省の

伸び率は大きな聞きを見せ， 1984~96 年で見ると新

彊，江西，湖南，安徽の 4省だけが生産量を伸ばし，
そのほかの省では生産量を実に減少させている。か

つて中国の重要な綿花主産地であった山東・河北省、

はこの間 4分の 1に生産量を減じ，河南・江蘇の
両省も 2割近く減少している。また，漸江省は約半

表3-4 中国における主要綿花産地の改革以降の生産動
向

(万トン.%) 

全国/指数
79年 84年 94年 96年 84/96年

221 626 434 420 (指数)

遼寧 l.6 6.6 l.7 1.1 16.6 
上海 8.9 10.6 0.5 0.4 3.8 

沿 江蘇 53.2 66.6 45.7 53.7 80.6 
社万江 7.0 13.3 5.5 6.8 51. 2 

岸 山東 16.7 172.5 55.9 37.2 21.6 

部 そのf也 0.2 3.9 1.3 0.8 20.7 
小計 87.5 273.5 110.6 100.0 
全国比 39.6 43.7 25.5 23.8 
河北 11.6 105.0 39.0 25.8 24.6 
山西 6.5 13.3 8.4 7.2 54.1 

内
安徽 9.7 23.4 25.8 27.0 115.4 
江西 4.4 6.9 17.5 12.3 177.7 
河南 19.8 86.9 62.8 73.6 84.7 

陸 湖北 44.8 60.7 45.0 43.0 70.9 
湖南 9.4 12.8 23.8 19.0 148.4 

部 その他 0.1 0.1 0.1 0.1 142.9 
小計 106.2 309.0 222.4 208.0 
全国比 48.0 49.4 51.2 49.5 
四川 11.1 15.8 6.7 12.3 77.7 

辺 侠西 10.3 7.4 4.2 3.1 4l.9 
新彊 5.3 19.2 88.2 94.0 488.8 

境 その他 0.4 。.9 1.9 2.8 307.7 
部 小計 27.2 43.4 10l.0 112.2 
全国比 13.3 6.9 23.3 26.7 

資料)r中国統計年鑑j85， 97年， r中国農村経済統計年
鑑.J95年，より作成。

分に，上海市は 9割以上も減少させているのである。
総じて「辺境」部と内陸部で増大し，沿岸部で減

少しているといえる。この間，沿岸部は生産シェア

を約半分に低下させ，内陸部ではほぼ同じシェアを

(千打、千h，)
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図3-3 新彊における綿花生産の推移
資料)新彊ウイグノレ臼治区農業庁資料『農業生産統計

(49~78 年).1新彊統計局編『新彊統計年鑑J 中国

統計出版社，各年版より作成。
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維持し， I辺境」部は l割前後から 3割近くまでに上
昇させている。すなわち，綿花生産における「辺境J
部の位置はますます高まってきているのである。

D.新彊における綿花生産農家の生産・販売の実態
a 綿花市場・流通政策と生産の拡大
1)綿花生産政策の展開

新彊は従来から綿花産地であったが，生産規模は

それ程でもなかった。しかし，1980年代以降徐々に
増大し， 90年代に入り，飛躍的に増大してきた。

図3-3は新彊の綿花生産の推移を見たものであ
る。 1949年の綿花作付面積は 3.4万 ha，生産量は

0.5万トン，単収は 1ha当たり約 152kgであり，全

国生産量比でl.1%を占めるにすぎなかった。しか

し1955年の生産量は 49年対比で5倍， 59年のそれ

は55年対比で2倍となっている。この間，作付面積
は4倍程拡大し，単収も 2倍強と上昇している。そ
れ以降， 1960年代前半の落ち込み期間を経て 66年

には 7.9万トンと「改革・開放J以前の最高記録を
再現している。以降，停滞・減少し， 78年の生産量

は全国の 2.5%に当たる 5.5万トンとなった。

1979年の農産物の国家買付価格の引き上げや個

別農家生産請負制の導入などによって，新彊綿花作
農家の生産意欲は高まり， 80年代初頭から 90年代

にかけて綿花生産は急速に増大していった。更に

1990年代に入り，前期を大きく上回るスピードでの

増産が続き，全国シェアも急速に上昇し，中国の主

要綿花供給地に成長してきた。 1996年の綿花栽培面

積は約 80万ha，生産量は 94万トンであり，それぞ

れ 16.9%，22.38%の全国シェアを占める。省別で

は，栽培面積では河南省に次ぎ第2位，生産量では
第1位となっている。
このような新彊の綿花生産は， 1979年以降の農村

政策が起動力となって発展してきたといえる。加え

て， 1985年以降，全国主要綿花産地の生産が減退し，

圏内生産量が減少した結果，国内需給が逼迫したと

いう事情も作用した。綿花減産に対処して，政府は

1987年，長江流域綿区の安定，黄河流域綿区の発展，
新彊綿区の大発展という発展目標を示した1九この

目標に沿って新彊の綿花生産目標が決定され，新彊

地方政府も一貫して，綿花生産重視の政策・措置を

取ってきたのである(この政策は，新彊では「一白」

「一黒」政策とも呼ばれる。前者は綿花，後者は石

油を示す)。そして， 1995年，中央政府は第9次5カ

年計画の中で，新彊を「全国特大規模優良綿花産地」

に指定し，生産量を 1996年の 94万トンから 2000年
には 150万トンに増大させる数値目標l引を決定し

た。新彊では現在， 2000年の数値目標を目指して急

ピッチで生産体制の整備が進められているのであ

る。
2 )新彊における綿花の市場・流通
新彊における綿花の市場・流通は，自治区供鈎合

作社の一元的な管理によって運営されている。供鈎

合作社は郷レベルから自治区レベルに至るまでの

ネットワーク網を有し，綿花生産農家からの買付段

階から自治区内の綿紡績工業への販売，自治区以外

の他省への移出，そして自治区からの直接輸出など，

全てを掌握する唯一の合法的綿花流通管理機構であ

る。自治区供鈴合作社は，綿花の他に，茶，家畜，

果物，農業生産資材など多品目の流通に携わる国営

商業部門であり，自治区の特産品の「辺境」貿易に

も参入している。しかし，綿花生産の急激な増大に

{半って，綿花の流通管理に重点を注ぐようになって

きている。 1996年現在， l. 9万人の職員を擁し，郷

レベルの買付基層供鈎合作社数は 584を数える。ま

た， 1996年に「新橿供錆合作社辺境貿易総公司jは

「新彊供錆合作社対外貿易公司」に改められ，一般
貿易経営権を与えられている。

綿花の域内買付・販売と移出を具体的に担当する

のが「新彊綿麻公司」である。同公司は，全国統一
の公定価格に基づいて農家から買付し，域内・域外

の各販売先へ販売している。綿花の広域流通は，1996

年から「交易会」を中心に行われるようになったこ

とは先述したが，自治区綿麻公司は「交易会」には

綿花供給側として参加する。

表3-5は，改革以降の綿花の買付量と移出量を示

表3-5 新彊における棉花買付と移出の推移
(千トン， %) 

年次|生産量買付量買付率移出量移出率

1978 55.0 50.8 92.4 12.7 25.0 
80 79.0 79.0 100.0 21.3 27.0 
83 157.0 156.4 99.6 74.4 47.6 
84 192.3 192.0 99.8 25.9 13.5 
85 187.8 185.0 98.5 69.0 37.3 
86 216.1 201.2 93.1 130.2 64.7 
87 279.7 267.6 95.7 139.2 52.0 
90 468.8 428.3 91.4 210.0 49.0 
94 882.1 806.7 91.5 338.0 41.9 
95 935.0 847.0 90.6 304.5 36.0 
96 940.4 762.8 81.1 401.5 52.6 

資料)新彊ウイク。ル自治区供鈴合作社資料より作成。
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したものである。 1978年の国家買付量はわずか 5万

トンにすぎなかったが，生産量に占めるその割合は

92%にも達している。 1979年の農村改革以降も，こ

うした状況に変わりはなし国家買付率は 90%以上

に達しており， 1979~96 年の平均で約 95% となって

いる。国家買付量に占める移出量の割合を見ると，

1978年で既に 25%を占め，改革前から新彊は綿花生

産量の 4分の 1を域外に移出していたことがわか
る。 1983年には 47%に上昇し，域内買付量の約半分

近くが域外に移出されていた。 1984年には全国的な

綿花生産の増大によって新彊の移出が減少し， 83年

移出量の約3分の lに止まったものの，以降再び上
昇し，以前と同様に約 50%の移出率というパターン

に復帰している。以来，生産・買付量の増大に伴っ

て移出量も増大し，新彊は徐々に一大綿花供給地域

に成長していたのである。

1996年の新彊綿花の具体的振り分けは，域内保有

量は 43.5%，移出量は 56.5%となっており，前者は

域内紡績工業への販売 37.2%，在庫 62.8%(地方備

蓄を含む)，後者は国家備蓄への移出量 13.1%(これ

は交易会を通らないlレートで移出される)，中国綿麻

総公司への移出量 86.8% となっている(図 3~4) 。こ

のなかで国家備蓄以外への移出は， 1996年に実施さ

れた綿花「交易会」を通して行われているが，事前

の契約量と実績との聞に大きなギャップがあること

図 3~4 新彊における綿花流通とその仕組み
資料)新彊ウイグル自治区供鎗合作社資料より作成。

表 3~6 「交易会Jによる綿花取引の実態(1996年)

中国棉麻総公司
他の省棉麻公司
計

(万トン， %) 

事前の契約量実際の取引量契約達成率

40.0 36.8 92.0 
10.4 2.2 21.2 
50.4 39 77.4 

資料)新彊供作合作社資料より作成。

も注目されるものである。例えば， 1996年の綿花「交

易会」では，新彊は中国綿麻総公司と 40万トン，他

の省綿麻公司と 10.4万トンの事前取引の契約を結

んだ。しかし，各者と実際に取引されたのは，前者

と36.8万トン，後者と 2.2万トンであり，事前契約

量の 9l.9%， 2l. 6%にしかすぎなかった(表 3~6) 。

このように， 1985年以降，全国的に綿花生産の不

調が続くなか，新彊はその生産を著しく拡大し，中

国では重要綿花商品地域に成長し.1我が国の紡績工
業にも大きく貢献したJ17)ことはいうまでもないだ
ろう。

b.調査対象地域の農業概況
新彊の綿花栽培の歴史は極めて古いといわれる。

改革以降，綿花は新彊のほとんどの地域で栽培され

るようになったが，元々の生産地は天山山脈南部と

天山山脈東部に分布していた。そこの気象・土壌条

件は綿花栽培に最適で、，そこで生産される高品質の

表 3~7 主要棉花産地の棉花品質の比較

品質(等級) 繊維長さ
平均うち 1級(%) 平均 うち29ミリ以上(%)

全国 3.58 2.98 27.37 34.67 
新彊 1.87 57.73 27.94 43.47 
山東 3.32 2.25 27.63 42.28 
江蘇 4.11 0.37 27.62 51.52 
資料)新彊ウイクゃル自治区国土整治農業区画局編
『新彊資源経済数据対比分析』中国計画出版社， 90 
年， pp.151o 

表 3~8 長繊維綿花と一般綿花価格の比較
(トン/ドル)

一般綿花 長繊綿花 価格比較
年次 価格 価格

A B B/A 

1980 2，047 3，379 1.7 
81 1，844 3，351 1.8 
82 1，599 2.754 1.7 
83 1，854 3.072 1.7 
84 1，783 3，608 2.0 
85 1，319 3，436 2.6 
86 1，263 3，241 2.6 
87 1，634 3，373 2.1 
88 1，521 4.233 2.8 
89 1，693 5.459 3.2 
90 1，852 5.648 3.0 
91 1，704 4，982 2.9 
92 1，535 

資料)新彊ウイグル自治区国土整治農業区画局編
『新彊主要農牧産品市場予測与産業構造調整J
新彊科技出版社， 94年より作成。
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長繊綿花はエジプト綿花に匹適し，旧ソ連のウズベ
キスタン長繊綿地区より優れている 18)とされる。エ

ジプト綿花に代表される長繊綿花の国際価格と一般

綿花のそれとの聞には，約2倍近く価格差がある。
ここでは，参考までに，長繊綿花の国際価格と新彊

綿花の品質に関する表 3-7，8を掲載しておこう。す

なわち，新彊では従来から高品質の長繊綿花が小量

に栽培されてきたが，改革以降，園内需要の増大に

応じて新彊の綿花生産は質から量へとシフトされて

きたということである。

調査対象とした地域はカシュガル地区，ポスカム

県，ポスカム郷である。カシュガル地区はタクラマ

カン砂漠の南部周縁部に存在する。タクラマカン砂

漠南部周縁部には，コンロン山脈と天山山脈からの

雪解け水によって形成されたオアシスが点在し，新

彊の主要綿花生産地帯を形成している。中でもカ

シュガル地区は綿花生産に最も特化している地域で

あり， 1996年現在，新彊全体の 4分 l以上を生産し
ている。

このようなに，綿花に最も特化しているカシュガ

ル地区に焦点を当てて見ると， 1996年時点での総人

口は 315万人で，うち農村人口が 251万人と 79.7%
を占め，新彊全体の農業人口率65%を大きく凌駕し

ている。また，特に注目されるのは，同地域では農

村総労働力に占める農業従事者比率が高いことであ

る。農業従事者比率は 95.1%にも達し，全国の

71.2%はもちろん，新績の 89.7%をも大きく上回っ
ている。それだけに農家収入に占める農業生産収入

の割合は高く，綿花収入も高いと想定される。例え

ば「新彊綿花生産，買付・販売状況に関する報告」

(以下「販売状況報告jと略)によれば， 1995年の

「家庭経営純収入」のうち， I農業生産収入」は
89.45%にも及び，全国平均 (64.29%)を25ポイン

トも上回っている。また， 1996年の新彊の農家の家

庭純収入のうち， 19.05%は綿花生産によるものであ

り，タクラマカン砂漠周辺の綿花主産地域ではこの

パーセントが 50~60%に上昇し，農家現金収入の

70~80%にも達するとされている。

カシュガ/レ地区には 12の県があるが， 1996年に

おける県別綿花生産量は，最大の県で4万トン，最
小の県で 0.02万トンと大きな格差がある。さらにこ

こでは対象をポスカム県に絞ることにする。ポスカ

ム県は同地区の中で綿花生産量最大を誇る県ではな

いが， I改革・開放」以降，とくに 85年以降，綿花

表3-9 改革以降におけるポスカム県の主要農業指標の
変化

指 標 単位 1980 1985 1996 96/80年

総人口 千人 108 117 157 145 
農業人口 千人 88.8 89.8 131.6 148.2 
比率 % 82.1 76.9 83.7 101.9 
農村生産総額 万元 3，004 8， 201 53，220 1，772 
農業生産額 万元 2，661 6，426 39，711 1，492 
比率 % 88.6 78.4 74.6 84.2 
うち耕種業 % 90.0 85.5 0.2 
うち牧畜業 % 5.7 12.6 16.9 
耕地面積 千ha 28.7 27.2 24.5 85.4 
1人当たり a 32.0 30.0 19.0 59.4 
作付総面積 千ha 33.7 31.4 30.9 91.7 
棉花の比 % 15.4 18.2 44.3 
食糧作物の比 % 78.3 69.4 53.1 
搾油作物の比 % 3.9 3.2 2.6 

資料)新彊統計局編『県市農村経済統計資料 78~92 年J

93年『新彊統計年鑑j97年より作成。
註) 1人当たり耕地面積は(耕地/農業人口)である o

栽培面積を他県にくらべ着実に増大させてきた県で

あるからである。ポスカム県はタクラマカン砂漠の

南西に位置し，コンロン山脈から流れてくるイェル

カンド河に頼って農業生産を行っている。岡県の改

革以降の農業関連指標の推移を示したのが表 3-9で

ある。

まず，農業人口率を見ると，改革以来，ほとんど

変化していない。農村総生産額は大幅に伸びている

が，その中に占める農業生産額の割合は大きな変化

を見せていない。 1人当たり耕地面積は，人口増加
と砂漠化の影響を強く受け19)，この間，大幅に減少し

ている。次に，主要農作物の作付面積に目を移すと，

1980年，総作付面積の 8割近くを占めていた食糧作

物が 1996年には 5割強まで、縮小し，搾取油作物も

80年に比べて 4割弱まで縮小している。これに対し
て綿花は， 1980年の 5，200haから 96年には 13，700

haへと 2.6倍に増大し，総作付面積に占める割合は

2割前後から 5割前後まで上昇している。

表 3-10はポスカム県の人口 1人当たりの綿花生

産量と販売量を示したものである。人口 1人当たり

綿花生産量は新彊平均を大きく上回り，また，商品

化率も徐々に上昇し，1995年には 99%以上の高さに
達している。すなわち，このことは生産された綿花

は完全に国営綿麻公司によって運営されていること

を意味するものである。しかも， 1993年までに新彊

の主要綿花生産県には，園家買付量約 5%に相当す

る綿花の独自販売権が与えられていたが， 1994年に
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表3-10 ポスカム県における農家1戸当たりの綿花生
産・販売

(kg， %) 

年次
生産量 販売量 商品化率

ポスカム 新彊 ポスカム 新彊 ポスカム 新彊

1987 182.71 99.51 158.21 85.60 88.80 86.00 
91 437.67 240.52 412.70 224.59 94.38 93.38 
94 496.67 311.88 455.77 279.39 91.76 89.58 
95 380.97 284.99 378.65 277.63 99.42 97.42 

資料)農村経済調査大隊農村住戸棉花生産・販売に関す
る標本調査資料より作成。

はそれも廃止され，買付量の全てが綿麻公司を通す
ような仕組みに変えられた20)。

c 綿花生産農家の生産・販売の実態
農家調査を実施したM村は，ポスカム県，ポスカ

ム郷に属し，ポスカム県の中心部から車で 15分の郊

外区域にある。 1996年時点の人口は 847人，農家戸

数は 203戸，農村労働力は 352人で，うち農業従事

者は 336人，農村幹部は 7人である。耕地面積は約

19 ha (2，862ムー)で，耕種農業が中心で他に牧畜

業と園芸も営まれている。耕種の中心は綿花と食糧

作物であり，その外に搾取油作物も生産されている。

農業生産は農村幹部の指導・管理の下で行われ，ま

た，村役場の近くに供鎗合作社系統の「綿花買付端j

カまある。

調査農家はM村農家のうち 9戸を抽出した。これ

らの農家の労働力および農作物の作付構成，などの

状況は表3-11に示した通りである。まず，家族家族
構成および農業労働力状況から見ると，家族員数が

多く，労働力数も比較的に多いのが一つの特徴と

なっている。例えば，農家番号9の農家は家族員数
が8人で，労働力も 8人(うち男子4人，女子4人)
を擁している。経営主は 45歳で，子供6人が全て労
働力化していることになる。 6人の兄弟のうち上の

3人は小学卒業後，家業の農業につき，下の3人も
中学校へは進学したものの高校進学を止め農業に就
いている21)。

次に各農家の作付構成を見ると，農家によって食

糧作物と綿花の作付比率に若干の違いが見られるも

のの，ほぽ食糧作物5割強，綿花5割弱となってい
る。このような各農家の土地利用のあり方は，新彊

全体で実施されている 15つの統一」政策に基づい
て行われているためである。15つの統一」政策とは，
①統一計画(農家ごとに食糧品目別の作付面積を割

り当て，作付位置も計画的に配置する)，②統一機械

作業(農家の農業機械作業を統一する)，③統一潅減

(農作物は均等的かつ同時期に潅i慨する)，④肥料，
種子，農薬等の統一と統一指導(各農家の農作物栽

培に必要な技術的指導を統一する)，⑤潅淑施設整備

等基本インフラの統一建設(農家の経営規模に沿っ

て潅減施設整備等基本インフラ対する資金を拠出す

表3-11 綿花産地・調査農家の概況(ポスカム県・ M村) (人，歳， 10 a，頭)

農家番号 家族数 経営主 妻 長男 その妻 次男 その妻 3男 4男 長女 次女 3女 母 孫 労働力

M'No.1 4 36(小)32(小) 4 1 1(1) 
M'No.2 5 50(小)45(小)26(小) lS(中)16(小) 2 (3) 
M'No.3 4 45 (小)45(小)25(小)21(小) 2(2) 
M'No.4 12 65(小)60(盲)36(中)32(中)28(中)26(中)23(中) 3(2) 4(3) 
M'No.5 7 45(小)40 (中)23(小) 21(中) 17 (中) 8(学) 19(中) 2(1) 
M'No.6 6 40 (小)35(盲)16(小) 2 10(学) 8(学) 1(1) 
M'No.7 7 35(小)29(中)15(学) 9(学) ll(学) 7(学) 64(盲) 1(2) 
M'No.8 7 42(小)40 (小)12(学) 7(学) 20(中)14(学) 1(3) 
M'No.9 8 45(小)40(小)24(小) 22(小) 19 (中) 22 (小)17(中)16(中) 4 (4) 

農家番号 M'No.l M'No.2 M'No.3 M'No.4 M'No.5 M.No.6 M'No.7 M'No.8 M'No.9 
作付面積 4.3 5.7 9.7 10.4 4.4 5 3.7 5 8 
綿 花 2.1 2.7 4.5 5.4 1.7 2.5 1.7 2.5 3.7 
食 糧 2.1 2.9 5 4.8 2.1 2.5 1.9 2.5 4.1 
その他 0.1 0.1 0.2 0.2 0.6 。 0.1 。 0.2 
牛計 1 2 3 1 。。。。。
羊計 7 14 16 15 6 8 10 8 12 

資料:97年の現地調査により作成。
註 1) ( )の前の数字は該当するもの年齢，中は学歴を示す。
註 2) ( )の中の数字は該当欄における女子の数と女労働力を示す。
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表3-12 農家別の綿花・食糧生産とそれの用途別割合
(ポスカム県・ M村農家の96年の実績)

(10 a. kg. %l 

農家番号 作物品目 単収 生産量 自家保有量 販売量 国家買付室

M'No.1 
綿花 119 250 。 100 100 
食糧 476 1，000 100 。 。

M'No.2 
綿花 127 340 。 100 100 
食糧 620 1，800 100 。 。

M'No.3 
綿花 111 500 。 100 100 
食糧 600 3，000 50 50 100 

M'No.4 
綿花 130 700 。 100 100 
食糧 625 3，000 100 。 。

M'No.5 
綿花 147 250 。 100 100 
食糧 812 1，300 100 。 。

M'No.6 
綿花 120 300 。 100 100 
食糧 440 1，100 100 。 。

M'No.7 
綿花 129 220 。 100 100 
食糧 630 1，200 100 。 。

M'No.8 
綿花 120 300 。 100 100 
食糧 560 1，400 100 。 。

M'No.9 
綿花 121 450 。 100 100 
食糧 585 2，400 59 41 100 

資料)表3-11と同様。
註1)綿花の販売量は，郷基層合作社の記録によるものである。
註2)綿花の単収は，生産量/作付面積によるものである。

る)である。このような施策によって，各農家の綿

花生産は厳格な計画管理の下に行われているのであ

る。綿花生産に関する具体的な計画指示は村幹部か

ら農家に伝えられるが，綿花が同村の主要生産品目

であるため，細かい指示も多く，とくに 1995年，自

治区の「優良綿花産地県J(現在 19県が既に指定さ
れている)に指定されて以降，技術的指示がより細
かくなってきている。

表3-12は調査対象農家の綿花と食糧の生産・販売
実績を示したものである。生産された綿花は全て国
家買付の対象となっているが，等級外品にならない

ように農家では出荷前に綿密な種子取り作業を行っ

ている。出荷先は，供鎗合作社系統の基層供鈎合作

社である。そこでは，買入前に綿花の品質，重量を

チェックし，同年の公定固定価格に基づき農家に支

払っている。調査対象農家の 1996年の綿花販売価格

は1kg当たり 12元で，同年の全国公定価格(14元)
より 2元，新彊政府の設定した価格 (12.6元)より

0.6元低かった。すなわち，ここでは決定された公定

価格と農家販売価格との聞に，綿花1kg当たり 2元
の差額があり，それも 2段ギャップとして存在して

いることである。まず公定価格と新彊政府が設定し

た価格とのギャップであるが，新彊政府の説明によ

れば，濯減施設整備基金や化学肥料および綿花生産

地への食糧補助に要する経費を割り引いているので

低い，とのことである。例えば， 1995年の綿花買付

価格は何年に比べて 28.7%引き上げられたが，農

業生産資材価格も 26.6%引き上げられ，とくに化学

肥料は 96年には 92年に比べて 2.1倍となり，農業

用軽油は 94年に比べて 3.28倍に上昇している。ま

た，綿花生産地域の多くは砂漠地帯に立地し，濯減

施設の整備にも膨大な資金が必要となっている。そ

のため，差額の金額を，濯減施設整備に 50%，化学

肥料補助に 29%，更に食糧補助に 21%の割合で振り

分けているとのことでる。このような綿花増産対策

は政府側から見ると，まさに「一石二鳥」と思われ

るものである。次の差額は，現地における経営管理

費に当てられているとのこであるo

新彊は改革以降，主要綿花生産地として成長して

きたが，現地実態調査の結果，抱えている問題点も
少なくないことが明らかになった。その一つは，優

良産地に指定されることによって，綿花栽培がより

手間のかかるものになってきたことであり，その結

果，農家の兼業時聞が減ってきたことである。各種
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指示の回数・種類が増えてきたことも，その一因を

なしている。二つは r5つの統一」政策により化学
肥料や農薬料が増え，農家負担が増大してきたこと

であり，他方では，増産を目的とした化学肥料投下

量の増大にも地元農家は若干の抵抗を見せはじめて
いることである。それは地域の砂漠化進展に警戒感

をもっているからである。三つは，綿花栽培面積の

増大に伴って食糧作付面積が減少し，農家の備蓄を
含めた保有量に影響を与えてきたことである。四つ

に，綿花買付価格水準が低く，生産意欲にマイナス

の影響を与える可能性が生じてきていることであ
る。とくに，価格の低いことは調査対象農家が最も

強調していた事項である。このことについて新彊政

府は，移出起点の鉄道までの輸送費用がトン当たり

500元と他地域より 200元も多くかかり，しかも
1993年まであった中央政府の輸送補助価格措置 (50
kg当たり 15元。トン当たり換算で300元)が廃止さ
れた22)ので，その分の価格はの低下はやむをえない

というが，何らかの対策が必要であろう。いずれに

しろ，これらの諸問題を解決できるか否かが，今後

の綿花生産を大きく左右するものといえることは疑
いない。

E.小括
以上に見てきたように，綿花生産は中国にとって

特別の意義をもってきた。綿花生産の浮沈は，単に

農家の所得獲得にだけではなしそれ以上に，中国

の綿紡績工業の発展，さらには綿織物の輸出を通じ

て国家の利益にも大きく関連しているのである。そ

のために，綿花の国家管理は依然として続けられ，

政策的にも極めて重視されてきた。しかし， 1985年
以降，農産物の流通制度が緩和され，綿花の比較収

益性が相対的に低下する中で，綿花生産は大きく落

ち込んだ。こうした事態に対処して，綿花の流通制

度は再び国家管理へと戻され，今日それを継承して
し〉る。

新彊ウイグ/レ自治区は， 1985年以降も比較的順調

に綿花生産を伸ばし，全国の綿紡績工業の発展に大
きく貢献してきた。特に， 1987年以降，地方政府の
独自の r5つの統一」政策に代表されるように，積
極的な綿花産地政策がとられる中で栽培面積・生産

量を着実に伸ばし， 1995年には「全国特大綿花生産
地域」に指定され，中国の主要綿花供給地域にまで

成長したのである。
しかし，新彊ウイク・ル自治区の綿花生産地域は主

に砂漠地帯にあることから，地方(新彊)政府は中

央政府の公定価格を農家にそのまま支給せず，濯減

施設整備のための費用等を天引きして農家に支払っ
ている。そのため，農家の実質の手取り額はそれだ

げに低い水準に止まっている。しかも，手聞がかか

る綿花生産は，既に述べたように沿岸地域では著し

く減少している。それに対し，新彊は「全国特大綿

花生産地域」に指定されている。だが，実態調査に
よれば，綿花の買付価格水準に対する農家の不満は

強く，将来の綿花生産に禍根を残しかねない。また，

水資源が極めて乏しい綿花生産地における化学肥料

の大量投下は，オアシスの生態システムに大きな影

響を及ぽす可能性がある。これらの点は，中国の綿

花生産はもとより，新彊の綿作農家にとっても，何

らかの綿花に対する価格対策を求めているといえ
る。
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するo これこれらの現象に，新彊における「追
いつく，追い越し」と乱開発の影響の影響が大
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されないと，新彊の生命と発展に直接影響して
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20)李京田「南新彊地区綿花生産与流通検討Jr新彊
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文)

21)こうした状況は日本では考えられないことでも
あるが，しかし，この傾向は，この村だけでは
なく，新彊の多くの農村に，特に山間地，貧困
地域，交通不使地域等に一般に見られる傾向で
ある。その理由は，さまざまであるが，まず大

学への進学率が低いため，大学への進学をあき
らめる。それに近年では大学の授業料，入学料，
それに物価の上昇による生活費等を考えて，高
校を止め，他の仕事に従事するというケースも

少なくない。要するに，家族の経済状況と自己

の勉学状況の判断により勉学をやめ，農村で農
業労働，あるいは兼業を行うのである。

22) ["販売状況報告Jp.9による。

lV.食糧市場一一複線的市場流通一-

A.本章の課題
「改革・開放」以降，所得上昇に伴って，国民の食

生活は「多様化」し， ["高度化Jしてきた。それは飼
料穀物の需要を著しく増大させ，中国の食糧需給問
題は世界の強い関心と注目を集めることとなった。

その口火を切ったのは， 1994年末のレスター・ブラ
ウンの中国の中長期的な食糧需給に関する悲観的な
予測1)である。更に，時を同じくして，国内食糧市場

価格が国際価格を上回ったこと，中国政府がトウモ
ロコシなどの飼料穀物の禁輸措置をとったことが，

それに拍車をかけた。その後， 1995年， 96年と圏内

生産が豊作に転じたこともあり， ["中国脅威J論は一
応の落ち着きを取り戻している。
しかし，急速の工業化・都市化にともなう優良農

地の減少や一戸当たりの耕地面積の更なる零細化な
ど，今後に大きな不安材料を抱えていることも事実
であり，また，これが中国の食糧需給問題上避けら
れない難問でもある。さらに，こうしたなか，中国

は今後，益々増大する食糧需要に国内生産を基本に
対処していかなければならない。そこに焦点を当て
た場合，看過できないことは，中国における食糧需

給の地域間均衡とその動向である。中央政府も食糧
需給の地域間均衡の重要性を意識し，その具体策と

して食糧の「省長責任制」の強化を図っている。し
かし，地域聞の都市化・工業化水準はあまりにも大
きい格差が聞いており，このことは，食糧需給の地
域間均衡にも大きく影響している。
本章ではこうした問題意識に立ちつつ， ["改革・開
放」以降の食糧政策に着目し，食糧生産の地域的不
均衡の拡大とその要因究明を行い，中国における食

糧市場構造の変化が中国辺境地域の食糧需給に，さ
らに市場構造にどのような影響を与えてか，を明ら
かにすること課題とするo その具体的事例として新
彊の食糧生産・流通の現状と農家の生産・販売の実
態を明らかにする。なお実態調査は，北新彊グルジャ
地区・ジリユズ県のS村農家を対象に行われた。
B.食糧政策の展開と食糧需給の地域間不均衡の拡大
a 食糧管理制度改革の展開と近年の市場動向
1 )従来の管理制度
中国の食糧流通は， 1980年代前半まで国家の一元
的な直接統制下に置かれてきた。食糧は，その重要
性から，他の農産物に先だ、って直接統制下に置かれ

た。食糧をはじめとする農産物の国家直接統制は，
社会主義的経済の建設という当時の要請に十分に応
えたものであったことはいうまでもない。

建国当時，中国では私的所有は一定のシェアを誇
り，民間レベルの伝統的な「自由市場」が中国にお
ける商品流通の主流をなし， ["自由市場Jこそ，中国
の主要商品流通機構でもあり，生産と消費を結ぶ交
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易の場でもあった。しかし，中国で成立した高度集

権型の社会主義的計画経済体制は伝統的な「自由市

場jを否定し，農産物の国家直接統制を実施していつ
7こo
国内における私的所有に対して社会主義的改造を

進めることは， 1953年から始まる「第1次5カ年計
画」の到達目標であったため， 1954年には早くも国
営商業が私的商業を追い越し，圏内での支配的地位
に立った。こうしたなか，一方で、は生産と消費を結

ぶ場として活躍してきた従来の伝統的な「自由市場」
は社会主義的統一市場の一角に再編され，他方では

社会主義的統一市場あるいは食糧の国家直接統制市

場が全国的に体系化されていた。農産物の統制市場

は食糧の統一管理から始まった。食糧は必需品であ

り，全農産物に占める比重も高く，また供給が逼迫

していたことから，真っ先に統制された。 1950年に
は，食糧の統一管理・統一経営を目標に，食糧の国

営管理機構の設立が始まった。 1950年3月には中国
食糧会社が， 10月には食糧管理局が設立され， 52年
にこれらは中国食糧部に統合された。食糧部は全国

の食糧の買付・販売・輸送・在庫などの幅広い業務

を担当し，運営・管理の具体的な所まで政府が介入
した。国家公定価格と自由市場価格との価格差を上

下5%に抑えることも食糧部の重要な業務の一つで
あった。また，食糧配給区分の明確化と人口・職業

の流動化の抑制を目的に， 1953年に人口センサス調
査が行われた。現在にも引き継がれている人口セン

サスについて若干説明しておくと，人々を農村戸籍

と都市戸籍とに分け，また行政区画を農村(郷)と

都市(城市・鎮)とに分け，都市戸籍には食糧を無

条件に配給するというものである。

こうした条件整備の下に， 1953~59 年にかけて農

産物の国家直接統制に関する「命令Jr法律Jr規定」
などが相次いで打ち出され，国家直接統制が全国的

に体系化していった。 1953年 11月，政務院(現国務
院)は「食糧の計画買付・計画配給制度に関する命

令j2lを打ち出し，食糧をいち早く直接管理品目に指

定した。同「命令」を基礎に， 1955年8月には国務
院の「農村食糧の計画買付・計画配給制度に関する

弁法j'lが， 1957年 10月には国務院の「食糧の計画
買付・計画配給に関する補助規定」叫が公表され，食

糧の国家直接統制が法体系化された。更に， 1959年
2月には商業部等6部門の「商品の分級管理弁法に
関する報告」町が公表され，全ての農産物が三大類に

大別され，分類ごとに買付・販売方式や管理方法お

よび運営機構などが具体的に提示された。

こうした一連の政策・法律・措置によって，農産

物の国家直接統制は徐々に強化され， 1950年代後半
には国家独占経営による農産物の一元的な流通・市

場管理体制がほぼ全国的に完成された。この体制は，

その後，若干の修正を受けながらも， 1980年代まで，
基本的なところでは変わらなかったのである。

食糧の生産・流通・消費の全ての段階は，国家計
画に基づいて管理・運営されており，流通段階にお

ける私的介入は一切認めらていないのが当時の食糧

の統制市場であった。それゆえに，そこにおける食

糧の買付・販売は，中央政府が決める買付量と配給

量，買付基準と配給基準，買付価格と配給価格，在
庫管理と調整管理などの諸統一指標に沿って，各地

方政府が行っていた。農家保有量の基準設定は各地

方政府の判断に任されていたが，国営農場と地方国

営農場は自家保有量(基準)以外の全ての食糧が国

家買付の対象になると規定されていた。計画配給は

都市人口，食品加工企業，及び食糧不足農業人口(食

糧以外の農産物生産に従事する農家)の需要量を査
定し，規定された消費と需要ノルマに沿って定期的
に行われることになっていた。

実際の食糧の管理は 4級人民政府の下にある国

営食糧部門によって行われ，国営食糧部門の所属す
る諸公司が貿付・販売を担当していた。もちろん，

その価格が一定の政策的考慮に基づいて決定された

公定価格であることはいうまでもなく，需給状況を

踏まえた市場原理などは入り込む余地はなかった。

こうした厳格な統制とそこにおける統制市場の仕

組みこそが，低食糧価格に基づく「低賃金J，それに
基づく高蓄積と大規模な社会主義的経済の建設に大

きく貢献してきたことはいうまでもないのである。

2 )現行の管理制度
中国の農産物流通制度改革は 1985年から本格的
に始まったが，中でも食糧の管理制度は，他品目の

それに比べて最も変動が激しい分野であった。

1978年 12月に開催された中国共産党第 11期 3
中全会は「農業発展を速める若干の問題についての

決定(草案)J6lを採択した。そこには，食糧など 18
品目の平均計画買付価格を 1979年4月から 24.8%
引き上げること，任務達成後の食糧には 50%のプレ
ミアムをつけること，など盛り込まれていた。集団

農業の解体も加わり，食糧生産は急増し， 1984年に
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表4-1 中国における食糧の国家買付価格とそのヲ|き上げ率の推移 (50 kg/元， %) 
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は1人当たり保有量が396kgにまで達し， I中国に
おける食糧の絶対的不足に起因する飢餓問題はこの
年にようやく解決されたj7)とまでいわれた。こうし

た状況の中で，食糧以外の副農産物の生産拡大を図

るため， 1985年には配給制度を残しつつも，計画買
付制度を廃止し，契約買付制を導入することが決定

された九この制度では契約買付以外の食糧につい

ては自由市場で取引してよいとのことも明確にされ

ていた。

しかし，同年を境に食糧生産は低迷し，国家の配

給用食糧の確保さえ困難になり，再び管理の強化が

図られた。とはいえ，それは!日来の道への完全な復
帰ではない。契約分については農家の業務・義務と

されるが，それを超過した分については協議買付(そ

の価格は契約買付価格より多少高く設定される)に

回すか，あるいは自由な市場流通に回すか，農家の

自由処理に任されたのである。これが食糧の複線的

流通ルートの設定である o その後，食糧生産は回復
し， 1990~93 年にかけて供給過剰状況すら出現し

た。供給過剰部分は協議買付あるいは自由市場流通

部分の農家の販売難として現れたが，特に食糧主産

地では深刻であった。食糧主産地での販売難を打開

するために，政府は流通の広域化と価格形成の「自

由化」に努め，又後者を軌道に乗せるために 1990年，
中央政府所管の食糧卸売市場を設立した九

ところで，中国は 1992年，計画経済体制から社会
主義市場経済体制へ移行した。それに伴って食糧市

場も様変わりを見せ，統制部分は急速に形骸化し，

1993年には全国の 98%の市県で統制部分は廃止さ
れ，市場流通に一体化された10)。しかし， 1994年の

食糧価格騰貴を契機に，再び国家の食糧管理が強化

され，食糧流通は複線的流通lレートに復帰した。食

糧価格騰貴を教訓に，流通インフラの整備や備蓄制

度の拡充，リスク基金の確立・強化，食糧買付保護

価格制度の設立，卸売市場の建設などが進められ，

市場経済体制に相応しい安定生産・供給体制へ向け

た重要な一歩が踏み出された。

3 )近年の市場動向
「改革・開放」以降の食糧増産には，国家買付価格

の引き上げというインセンティプが強く働いたこと

は，先述した通りであるが，しかし食糧の自由な市

場流通の拡大に伴って価格の変動も激しく変動する



康馬力1丁:I改革・開放」下の農産物市場構造の変化と農家の販売対応に関する研究 279 

ようになり，一時世界の注目を集めるまでに至った

ことも留意されるものである。改革前，食糧生産は

主に集団農業の下で行われたこともあって，国家買

付価格は全国一本で，ほとんど凍結された状態に
あった。

表4-1は1953年以降の食糧等の価格を示したも
のであるが， 1953年の価格は 50kg当たり水稲6.2
元，小麦9.7元， トウモロコシ 5.0元，大豆7.2元
で，食糧平均では 6.6元であった。それが1978年に
は食糧平均で10.6元に上昇しているが， 25年間で
上昇幅はわずかに 50%程でしかない。
「改革・開放」後の国家買付価格の引き上げ幅は，

改革前とは比べものにならないほどのものであっ

た。1979年に 24.8%引き上げられたのを手始めに毎
年のように大幅にヲ|き上げられ， 1996年現在， 50kg 
当たりで水稲66.5元，小麦65.5元， トウモロコシ
53.0元，大豆97.5元となっている。 1953年に比べ
て平均 10倍以上， 1978年に比べて 6倍以上の引き
上げである。

ところで，現段階の食糧価格問題を取り上げる際，

まず価格の「多重的」構造に注目しなければならな
い。食糧価格と一口にいっても，そこには契約買付
価格，協議買付価格，自由市場価格の三つの価格が

同時に存在しているのである。契約買付価格は，農

家が国家へ義務的に供出する食糧に適用され，それ

は中央政府が公定価格として決定する。協議買付価

格は，農家が国家への供出任務を終えて後，残った

余剰食糧を国営食糧系統の専門会社に販売する時に

適応される価格で，その価格水準は地元の自由市場

価格を参考に地方政府が決定する。多くの場合，協

議買付価格は，地元の自由市場価格より多少低く設
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定されている。最後の自由市場価格は，文字どおり

完全に自由に，需給に応じて形成される価格である。

このように，社会主義市場経済化を進めている中

国では食糧一品目に対して 3つの価格体系が同時に
存在することで，その流通システムも多様化を形成

している。中国の食糧問題が世界の関心を集めたも

う一つの要因は， 1994年に食糧の市場価格が国際価
格よりも上回ったことである(表4-2)。こうした状
況のもと，政府は翌年の 95年から 2年連続の契約買
付価格の大幅な引き上げを行い，増産よって市場価

格の騰貴を抑えようとした。ところで，食糧価格の

こうした急激な変動には囲内における食糧の生産・

消費に規定される食糧市場構造の特有な特徴が大い

に影響を与えるものと考えられる。
表4-3は，改革以降の食糧流通に関する基本指標
を示したものである。改革以降，食糧の商品化率は

若干上昇してきたとはいえ，生産量に占める割合は

未だ 30%前後で大きな変化はない。中国において，
食糧生産は未だ自給的性格が強く，食糧の大半が農

家保有を含め自家消費に回っているのである。総人
口の 8割近くが農村に居住することを考えれば，食
糧の大部分が農村部で消費されていることになろ
う。また，同表は農家が販売する食糧の大半が国家

買付であることを示している。国家買付は備蓄と地

元への配給に振り向けられることから，地元消費は

更に大きな割合を占めているのである。改革後，自
由な市場流通が認められ，非固有の個人商人や集団

商業・流通企業など，さまざまな人々が食糧流通に
参入し，そのシェアを徐々に拡大してきたが，非固

有部門のシェアは未だ2割にも達していない。非固
有部門の遠距離輸送力が乏しいことがその一因とさ

れ，非固有部門の取り扱う食糧も多くは地元で消費
されていると見られるのである。

こうした地元消費性向の強さは，食糧生産の小幅

な変動が広域流通への出回量を左右し，特に消費地
域の価格変動を大きくする要因となっていることを

示す。

b.食糧生産の推移と需給の地域間不均衡の拡大
1)全国における食糧生産の推移

図4-1は，食糧の長期的生産推移を示したもので
ある。建国の 1949年から 1996年の聞に食糧生産量
は4.46倍の 49，000万トンに達したが，一路増大で
はなく，停滞，減産，増産を繰り返してきたのであ

る。 1949年，全国の生産量は約1億トン台であつが，
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表4-3 改革以降における中国の食糧流通に関する基本指標(万トン， %) 

生産 農家販売 販売 販売量の内訳
輸入量輸出量 純輸入量年次 総量 総量 比率 国家 市場

① ② ②/① 買付率流通率
③ ④ ④ー③

1978 30，477 5，073 16.6 100.0 。 883 188 -695 
79 33，212 6，010 18.1 95.8 4.2 1，236 165 -1，071 
80 32.056 6，129 19.1 93.1 6.9 1，343 162 -1，181 
81 32，502 6，846 21.1 92.4 7.6 1，481 126 -1，355 
82 35，450 7，801 22.0 92.4 7.6 1，612 125 -1，487 
83 38，728 10.249 26.5 94.4 5.6 1，344 196 -1， 148 
84 40，731 11，725 28.8 91. 7 8目3 1，045 357 688 
85 37，911 10，763 28.4 84.2 15.8 600 932 332 
86 39，151 11，516 29.4 83.5 16.5 773 942 169 
87 40，298 12，092 30.0 84.4 15.6 1，628 737 -891 
88 39，408 11，995 30.4 85.0 15 1，533 717 -816 
89 40，755 12，138 29.8 84.7 1，658 656 1，002 
90 44，624 13，995 31.4 73.5 11.6 1，372 583 -789 
91 43，529 13，636 31.3 72.6 27.4 1，345 1.086 259 
92 44，266 13，246 29.9 73.1 28.4 1，175 1，364 189 
93 45，649 19.7 752 1，535 783 
94 44，510 20.1 920 1.346 426 
95 46，662 2，081 214 -1，867 
96 49，000 1，200 144 1，056 

資料)r中国商業年鑑』各年版， r中国国内貿易年鑑j94， 95， 96年版， w中国農業発展
報告j97年版より作成。

註)空白は，近年統計数字が発表されなくなったため数字が得られなかったことを示す。
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図4-1 食糧および食糧品目別の生産の推移
資料) W中国統計年鑑Jおよび『中国農業発展報告J各年
版より作成。

1957年には約 2億トン台に近づき， 1958年には 2億

トン台を凌駕した。その後の 20年間でようやく 1億

トンの増産が図られ， 1978年には 3億トン台に，以

後の 6年間で再度 1億トンの増産が図られ 1984年

には 4億トンに達した。しかし 1985年から生産は停

滞し，ようやく 1989年に 1984年水準を回復し，以

後増大を続け， 1996年に 5億トン台に達している。

中国でいう食糧(中国では「糧食jという)には

米，小麦， トウモロコシやその他穀物，大豆，いも

類などが含まれるが，その大宗は米，小麦， トウモ

ロコシである。三品目の生産シェアの推移を見ると，

米は 1982年， 46%とピークに達した後，急速にシェ

アを下げている。小麦は 1980年代半ばまで急上昇

し， 1986年には 1949年の 2倍近くのシェアとなり，

その後それを維持している。また， トウモロコシは

1980年代後半以降，シェアが急上昇している。その
他品目では，大豆が 1990年代に入りシェアが上昇し

450 

(
凶
ぷ
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400 
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ト・-1人当たり生産量|

図4-2 人口 1人当り食糧保有量の変化
資料)図 4-1と同様。
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ている以外，芋類，その他飼料用品目はほぼ一定水

準に止まっており，特に飼料用品目は需要が急速に

増大しており，供給不足状態にあるといえよう。

食糧生産量を人口で割った 1人当たり食糧保有量

の変化を見たのが図 4-2である。 1956年 307kgで

あった 1人当たり保有量は， 1978年までの問でわず

か 10kgの増加に止まっている。その後， 1984年に

389 kgに達し， 1988年には 355kgへ後退し，ょうや
く1996年に 400kg台に達している。

このように l人当たりで見る限り，中国の食糧生
産は，建国から 78年まで極めて緩慢に増加し，改革

前半に飛躍的に伸び， 1980年代後半になると停滞

し，ょうやく 1990年代になって着実に増加軌道に

乗ったということができる。

2 )食糧需給の地域間不均衡の拡大
人口 1人当たり食糧保有量は全国的には以上のよ

うな推移を見せるが，それを省別に見たのが表 4-4

である。省レベルでは 1996年，最大の内陸・吉林省

と「辺境」部で最少の青海省，沿岸部で最少の上海

との聞にはそれぞれ 3.5倍と 5.6倍の格差がある。

三大経済ブロックに分けて見ると，内陸部で多くの

余裕があり，沿岸部と辺境部で不足しており 1人
当たり保有量格差は年とともに拡大しているのであ

るo 1984年，最大の保有量を誇った内陸部と最少で

あった「辺境J部，比較的に少なかった沿岸部との
聞にはそれぞれ 117.1kg， 94.4 kgの格差があった。
それが 1994年には， 1"辺境」部と沿岸部との関係が

逆転したとはいえ，内陸部と「辺境」部の格差は 136
kg，内陸部と沿岸部の格差は 156kgに広がり，更に
1996年には， 154 kg， 198 kgに拡大しているのであ
る。品目毎では，各地域の特定食糧への生産の特化

を反映して，全国平均を 100とした場合 1人当た

り保有量水準は米でo~254，小麦で o ~440， トウ

モロコシでo~681 と大きくばらついている。
ところで，沿岸部における食糧減産の最大の要因

は，工業化に伴う耕地転用と食糧作付面積の減少で

表4-4 中国省別の人口 1人当たり食糧生産量の格差 (kg/人)

食 糧 米 麦 トウモロコシ

84年 94年 96年 84年 94年 96年 84年 94年 96年 84年 94年 96年

全国平均 396 374 412 172 146 159 85 83 90 71 83 104 
北尽 230 247 189 28 16 13 77 86 75 101 132 95 
沿天津 165 204 218 17 34 50 41 54 71 71 83 80 
遼寧 390 330 403 91 78 82 1 l3 14 196 160 236 
上海 210 153 159 148 118 115 12 16 19 3 4 4 
岸江蘇 543 436 489 284 228 263 147 125 143 34 31 37 
新江 455 328 349 378 282 294 25 13 15 4 3 3 
部福建 318 280 292 273 220 228 7 6 6 。2 3 
山東 398 453 496 17 10 13 374 225 235 290 156 184 
広東 320 241 264 291 203 223 2 l l 3 5 
河北 341 397 430 14 14 14 131 144 176 117 167 180 
山西 335 294 346 3 112 97 97 90 99 147 
内モングル 300 482 665 3 14 22 73 104 l39 75 213 326 
吉林 716 786 892 84 114 l33 7 9 8 483 559 672 
黒龍江 533 705 817 38 112 171 116 75 89 195 312 388 
陸安徽 432 393 441 223 119 219 127 119 123.2 10 22 44 
江西 453 402 430 437 372 400 3 2 2 。1 2 
河南 378 362 419 31 30 34 216 198 221 68 83 113 
部湖北 464 426 426 321 296 296 78 67 65 26 23 29 
湖南 470 420 420 435 380 39 6 5 5 4 6 7 
広西 319 285 329 280 235 274 。。1 27 29 33 
四川 403 363 393 201 172 191 70 63 37 62 51 63 
x廿i 貴州 257 273 285 138 123 129 12 28 29 74 74 74 
雲南 299 293 308 149 128 133 25 32 36 82 83 91 
チベット 252 278 320 3 2 2 71 95 107 3 4 5 
境侠西 345 273 344 32 20 30 152 116 115 106 78 133 
甘粛 268 299 333 2 2 169 l30 142 34 51 87 
部青海 252 248 254 。。。168 115 157 。。。
寧夏 379 408 495 103 92 104 185 137 166 28 100 153 
新彊 370 398 477 28 24 30 226 201 256 103 131 167 

資料)r中国統計年鑑j85， 95， 97年より作成。
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ある。表4-5に見られるように， 1984年から 1994年
の聞の耕地面積の減少のうち，沿岸部は 3分の 2を

占めている(内陸部と辺境部とで3分の1)。また，
食糧作付面積は同期間に 4万ha減少しているが，
うち 83%が沿岸部， 17%が内陸部となっており， I辺
境」部では，この聞にむしろ増大しているo 耕地転

用と食糧作付面積の減少が，沿岸部の中でも経済発

展が特に顕著だった地域で著しいことはいうまでも

ない。例えば，広東省の耕地面積は 1984~94 年に

26%減少した。また，上海・江蘇・漸江・広東，遼
寧，福建など6省では94年の食糧作付面積が83年
にくらべて 8.6%減少し，同期間におけるこれらの
地域での食糧生産の増加率はわずか2.1%となって
おり，全国の 12.1%に対して 9.7ポイントも低く
なっている川。

このような諸要因によって，人口密度の高い沿岸

部の食糧生産は大きく減退し，食糧移入依存度が

益々上昇した。表4-6は，各省別の食糧移入出量を
示したものである。ここからもわかるように，沿岸

部のほとんどの地域が食糧の純移入地域となってお

り，しかもその量は，全国それの 78.1%を占めてい
る(全国に占める沿岸部の純移入量は 1992年に，
76.4%であった叫)。そのなかでも，上述した広東，
漸江など2省の純移入量が最も多く，沿岸部それの
半分以上を占めている。

こうした事実は，食糧の地域間需給不均衡がこの

間，顕著に拡大してきたことを示すものである。こ

うした傾向は，経済発展の地域問格差が縮小にでも

向かわない限り，今後とも一層顕著になっていくと

見なければならなしユ。特に，都市部での食肉消費の

増大は，それに一層拍車をかけよう。地域間食糧需

給の不均衡是正策が強く求められる所以である。

C.新彊における食糧の需給動向と流通・市場
a 食糧生産の展開と純移出地域への転化
本節に入る前にここではまず， I省長責任制」の義
務や意義，新彊での実施状況，新彊における「食糧」

概念について整理しておこう。

1994年における食糧価格の騰貴と国内食糧需給
の緊迫を契機に中央政府は.1国民経済と社会発展に

関する第9次5カ年計画と 2010年の長期目標要綱J
において，今後の増大する食糧の需要については国

内生産で保証し，食糧自給率を今まで通り 95%前後
で維持することに努めるという方針を示した。その

具体的対策として，食糧流通に関する統制的管理を

再び強め， 95年からは食糧における省(自治区)を
単位とした需給均衡を各省(自治区)の省長(主席)

に義務づける「省長責任制jという対策を打ちだし

た。つまり，省長たるものは域内(省域を範囲とす

る)の食糧増産と自給を達成し，食糧の域内需給の

均衡を維持することに努める責任があり，でなけれ

ばポストを譲るべきということである。食糧の増産

や域内自給達成において，省長には次のような項目

に対して絶対的というべき権限を与えている。すな

わち，食糧作物の作付面積の保障，単収の向上，国

表4-5 地域別の耕地・食糧・綿花作付の変動 (84対94年) (千 ha，%) 
全国 沿岸部 内陸部 辺境部
実数 実数 比率 実数 比率 実数

耕地面積 "'2，947 "'1，934 66 ... 353 12 ... 660 
食糧作付 "'3，845 "'3，200 83 ... 645 17 505 
うち米 "'3，008 "'2，145 71 ... 431 14 ... 379 
うち小麦 ... 596 18 ... 455 76 ... 159 
うちトウモロコシ 2，615 682 26 1，723 66 210 
うち大豆 5，091 409 8 2，767 54 1，915 
そのf也 "'7，442 "'2，164 29 "'4，249 57 "'1，082 
綿花面積 "'1，395 "'1，482 88 87 ... 176 
果樹面積 5，043 1，731 34 2，183 43 1，129 

」

資料)農業部蓄牧獣医司偏『中国畜牧業統計(1949-1989)j 
農業年鑑編集部偏『中国農業年鑑j86年版，中国農業出版社
国家統計局農村社会統計司偏『中国農村統計年鑑j85， 95年版，中国統計出版社
国家統計局偏『中国統計年鑑j85， 95年版，中国統計出版社，より作成。

註1)例年に海南省は成立していないため，沿岸部には海南省は含まれていない。
註2)...は，減或いはマイナスを示す。

比率
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表4-6 食糧の地域別需給と移入出状況 (94年の実績万トン)

目?11移入量 移出量 食糧及び品目別の純移入出量
食糧 食糧 食糧 米 小麦 トウモロコシ 大豆

北尽 82.4 17.9 T 64.5 T 13.1 T 17.9 T 21.1 T11.3 
天津 34.0 5.4 T 28.6 T 1.2 T 20.3 T 1.3 T 6.4 

沿 遼寧 123.7 66.9 T 56.8 T 0.6 T 60.0 ム 18.1 T13.6 
上海 91.5 30.6 T 60.9 T 36.4 ム 7.6 T 23.4 T 8.3 
江蘇 77.3 81. 9 ム 4.6 T 6.3 ム22.8 T 8.7 T 3.2 

岸 漸江 179.3 32.8 T146.5 T 30.6 T 29.1 T 62.9 T16.4 
福建 101.6 3.3 T 98.3 T 48.9 T 36.0 T 12.5 T 0.9 
山東 26.9 131.2 ム104.3 T 0.1 /'， 57.5 ム48.3 T 2.5 

部 広東 149.3 7.1 T142.2 T 85.3 T 39.1 T 12.2 T 5.6 
海南 19.4 15.2 T 4.2 T 12.1 /'， 11. 8 T 3.9 

小計 885.4 392.3 T493.1 T234.6 T 17.19 T 79.6 T68.2 

河北 41.6 165.7 /'，124.1 T 6.1 /'， 35.1 ム86.3 ム1.2
山西 36.6 4l.8 ム 5.2 T 17.2 ム23.0 T 0.7 

内
内モンゴル 17.1 45.7 ム28.6 T 3.3 T 2.4 ム19.7 /'， 7.2 
吉林 24.0 59.3 ム35.3 ム 5.2 T 20.4 ム38.5 ム5.6
黒龍江 58.1 164 ム105.9 ム 5.3 T 22.1 /'， 23.9 ム84.0

陸
安徽 55目9 89 ム33.1 ム 5.4 ム15.1 /'， 0.8 T 0.3 
江西 44.1 37.4 T 6.7 ム 5.5 T 25.8 T 79.6 T 0.9 
河南 18.7 173.6 /'，154.9 ム 5.6 ム115.2 ム25.7 /'， 7.0 

部 湖北 27.4 119.2 ど"91.8 /'， 81.5 ム13.0 ム 0.2 T 3.1 
湖南 74.1 2l. 9 T 52.2 /'， 5.8 T 30.0 T 24.9 T 0.3 
広西 98.9 7.1 T 91.8 T 37.5 T 27.0 T 26.7 T1.2 

小計 496.5 924.7 ム42R.2 ム117.1 ム ~:u ム189.0 /'，98.5 

四川 79.7 3.3 T 76.4 T 10.6 T 24.2 T 34.0 T 2.5 

辺
貴州 27.4 10.2 T 17.2 T 12.5 T 2.7 T l.2 T 0.8 
雲南 36.4 3.7 T 32.7 T 23.8 T l.2 T 6.4 T 3.1 
チベット 6.8 T 6.8 T 4 T 2.7 

境
快西 35.3 27.2 T 8.1 T 10.8 T 10.7 ム 10.8 ム0.9
甘粛 9.1 15.1 /'， 6.0 T 3.8 ム33.5 T 0.1 
青海 12.8 3.8 T 9.0 T 4 T 5.9 T 0.4 

部 寧夏 0.2 5.0 ム 4.8 T 0.7 ム 0.8 ど"2.2 ム0.4
新彊 5.4 7.0 ム1.6 T 5.3 ム 6.6 ム 0.1

小計 207.7 68.3 T137.8 T 74.1 T 33.4 T 29.0 T 5.1 

資料)中華人民共和国国内貿易部編『中国圏内貿易年鑑j95年版より作成。
註)ムは純移出を， Tは純移入を示す。

家備蓄と地方備蓄の確保，食糧の自由市場価格の安

定と食糧需給の地域内均衡の保証である。中央政府

が実施したこの対策の目的が，各地域の食糧自給体

制を強化することによって，国全体の需給均衡を図

ることにあることはいうまでもない。「省長責任制j

は，新彊では自治区レベレだけではなく，自治区内

部では地区，さらに県単位において適応されている。

ところで，新彊で言う「食糧」概念と，中国で一

般に用いられている「食糧」の概念は多少異なるの

である。新彊で言う「食糧」概念には，薯類は含ま

れていない。芋類は新彊では習慣として野菜類属す

る品目であるため，統計上でも芋類は食糧に換算さ

れていないことをまず確認しておきたい。

きて，新彊における食糧生産の大宗を規定する食

糧作物は，小麦とトウモロコシである。この両品目

は増減は，食糧全体の増減を大きく左右するのであ

る。図 4-3は新彊の食糧生産の推移を見たものであ

るが， 1949年の 84万トンから 1996年には 818万ト

ンへと噌大している。実に 10倍近い増大である。そ

れを， ["改革・開放jを挟んで2つの時期に区分して
見てみよう。

まず¥「改革・開放」前， 1949年から 1977年まで
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図4-3 新彊における食糧生産の推移
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資料)新彊統計局編『新彊統計年鑑』中国統計出版社，96，
97年，新垣統計局編『新彊農業生産統計J各年版，
『中国統計年鑑』各年版より作成。

の時期である。この間，食糧生産総量は 84万トンか

ら300万トン超と約4倍に増大し，全国の増加テン

ポを大きく上回っている。こうした増産は，主とし

て作付面積の外延的拡大によってもたらされたもの

である。 1955年，新彊ウイグツレ自治区が成立し，こ

れを契機に新彊の人口は爆発的に増加した。こうし

た人口急増に対処して，地方政府は新耕地開拓や「建
設兵団」による耕地開拓を積極的に進め，食糧増産

に力を入れてきた。その結果，耕地面積は 1977年，

1949年の約 3倍の 3，228千ha，食糧作付面積は同

約3倍の 2，285haに拡大してきた。しかし，この間，

人口増加率が食糧生産の増加率を上回ったため，人
口1人当たり食糧保有量は逆に減少することになっ

たのである。

次ぎに「改革・開放」以降であるが， 1978~96 年

にかけて，綿花栽培面積が5倍にも拡大されたため，
食糧作付面積は 30%も減少している。にもかかわら

ず，食糧生産量は，全国の1.6倍に対して，新彊で
は2.2倍にも増加してきた。中でも注目されるのは，

全国が増減を繰り返してきたのに対して，新彊では

ほぼ一直線的に増大してきたことであるo その要因

として，一つに個別農家生産請負制による農家の生

産意欲の高まり，二つに新彊政府の「五つの統一」

政策があげられよう。そして重要な点は，その増産

は明確に単位面積当たり収量の急増によって達成さ
れたことである。

こうした増産の達成は，新彊を食糧の移入地域か

ら純移出地域へ変えるものであった。新彊ウイグル

自治区設立以降，新彊は米の移入，小麦の移出地域

であった。移出入は主に隣接する甘粛省，青海省，

チベット自治区，四川省など「辺境」部の各省・自

治区との聞で行っていたo 図4-4は，新彊と他地域

との食糧の移出入関係を見たものである。 1955年か

ら1968年まで，計画経済下での援助的移出といわれ

ながらも，新彊は純移出地域であった。しかし，爆

発的な人口増が続く中で，ついに 1969年，移入地域

に転じ，それは 1980年代前半まで継続した。とはい

え，移入が加速度的に増大してきたわけではなし

改革以降の連続豊作によって，次第に自給率は上昇

し， 1983年に新彊は再び自給余裕地域に転じた。そ

して， 1985年以降，明確な純移出地域になるのであ

る。

b.国営食糧部門と市場・流通
明確な純移出地域になる 1985年まで，域内の食糧

流通は国営食糧部門の厳格な管理下にあった。 1985
年以降，新彊は純移出地域に転じ，また，全国的に

食糧流通の複線的流通ルートが確立される中で，自

由市場流通も見られるようになってきた。

新彊におげる食糧の流通市場は，現行の食糧管理

制度に規定されており，そのシステムのなかで，食

糧はその生産者と消費者の聞で流通している。食糧
の流通ルートは図 4-5に示したように大きく 2つの
経路により流通されている。なかでも国営食糧部門

が圧倒的なシェアを保っているのである。

1994年5月に国務院の「食糧の購買・販売体制改

革を深めることに関する伝達jが下され，国家が食

糧商品量の7O~80%を把握すべきであることが再

{万トン)
50 

45 

40 

35 

30 

25 

20 

15 

10 

63年 67年 71年 75年 79年 83年 87年 91年
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図4-4 新彊の食糧移出入の推移
資料)新彊統計局編『新彊経済工作手冊j新彊出版社，
92年
新彊地方志委員会編『新彊年鑑』各年版より作成。
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図4-5 新彊ウイクゃル自治区における食糧の広域流通
資料)聞き取り調査より作成。
註)[A】は県内流通，【B】は自治区内流通，【C】は自治区外販売である。

のうち協議買付は新彊の財政事情も反映して，災害

に見舞われた 1994年を除けば，最低年で9.2%，最
高年で35.2%と，全国の最低年 24.8%，最高年
58.1%よりも低くなっている。図4-6は新彊での買
付価格を見たものであるが，全国と比較して 1991年
まで明らかに低位であり，ょうやく 1994年になって
全国と肩を並べている。そこには，協議買付割合が

低いことが反映されている。

次に販売状況であるが，改革前半期，買付量のほ

とんどが販売に固されていたが，それは 1990年を境
に急速に減っている。そこには， 1990年代に入り，
国家備蓄と地方備蓄に固される分が増えてきたこ

と，他地域への移出が頭打ち状態になってきたこと

が反映されているものと思われる。

D.新橿における食糧農家の生産・販売の実態
a 調査地域の概況
新彊の食糧産地は降水量の比較的多い牧畜地帯に

立地する。調査対象地域は，天山山脈の北に位置し，

旧ソ連との国境に近いジリユズ県アラオズ郷S村で
ある。ジリユズ県は新彊の中では自然条件に恵まれ

ている地域であり，また優良な牧畜地帯でもある。

もともと牧畜地帯であったが，食糧の地域自給方針

の下に， 1980年代後半以降，食糧，特に収穫量の高
いトウモロコシの生産地として位置づけられてき

7こ。
調査村が含まれるジリユズ県の農業概況を表 4-8
に示した。農村総労働力に占める農業労働力の割合

は9割以上と高く，岡県は純粋の農業地域である。
また，農村総業生産額に占める農業生産額の割合も

8割以上と高い。食糧作物では小麦と水稲が減少し，

ぴ強調された。これは，農家販売量の 70~80%の食

糧を国家が管理することを意味しており，その担い

手は国営食糧部門である。

国営食糧部門は 1996年現在，新彊に 2，734の行政
機構， 5万3千人以上の職員， 72の卸売機構， 33の
運送機構， 569の買付庖， 155の倉庫， 1，372の小売
屈などをもち，それらは年々増大している。国営食

糧部門は，政策的食糧業務と商業的企業業務に区分
され，、統一指導・分級管理か体制の下で，各流通段

階を把握している。政策的食糧業務とは，国家買付，

備蓄，保存，運送，卸売業務そして自治区内の各地

域での買付・販売の範囲と標準(具体的に都市住民，

遊牧民，軍隊などに供給する「口糧」と救援食糧な

ど)の決定などである o また，商業的企業業務は原

則的に政策的業務以外の業務で，主に独立採算で営

業している小売庖，運送業，加工業などを対象とし

ている o 国家が食糧商品量の 70~80%を掌握すると

いう 1994年5月の国務院「食糧の購買・販売体制改
革を深めることに関する伝達Jからしても，国家買
付・販売が国営食糧部門の最重要の業務であること

はいうまでもない。流通ルートは自治区→県市→郷

という行政組織に対応し，食糧局(庁)→食糧局→食

糧ステーションとなっている。

表 4-7 は 1978~96 年の新彊での食糧の国家買

付・販売量の推移を示したものである。生産量に占

める国家買付量割合は， 20~30%の聞で変動してい

るが，全国のそれに比べてほぽ一貫して高く，最高

では 10ポイントも高くなっている。 1980年代後半
以降，自由流通量が増える中で国家買付量の割合が

若干低下してきていることが読みとれる。国家買付
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表4-7 新彊における食糧の国家買付と販売量 (万トン， %) 

契約買付 協議買付
買付量に 生産に占める買付比率

年次 生産量 国家買付量 比率 比率
占める販売
比率 新彊 全国

1978 370.0 90.8 0.0 24.5 16.6 
80 386.1 107.5 0.0 27.8 17.8 
83 45l.3 119.9 。。 26.6 25.0 
84 495.1 15l.3 。。 30.6 26.4 
85 496.7 153.2 。。 30.8 20.9 
86 544.7 162.9 0.0 100.0 。。 29.9 24.1 
87 584.3 14l.8 0.0 100.0 。。 24.3 24.6 
88 606.2 132.8 0.0 100.0 0.0 2l. 9 23.6 
89 623.1 131.1 0.0 100.0 0.0 2l.0 25.5 
90 676.9 202.5 0.0 100.0 。。 29.9 27.7 
91 672.5 196.7 0.0 100.0 。。 29.2 22.7 
92 706.3 194.7 0.0 100.0 。。 27.6 2l.4 
93 720.4 139.1 19.3 19.7 
94 666.2 149.1 。.0 100.0 0.0 22.4 20.1 
95 730.2 173.1 。.0 100.0 0.0 23.7 
96 818.2 190.1 0.0 100.0 。。 23.2 

資料)新彊統計局編『新彊経済工作手冊』新彊出版社， p.128-129 
新彊地方志委員会編『新彊年鑑J88-97年版より作成。

註1)国家買付比率は生産量に対する比率である。
註2)ーはデータが得られなかったことを示す。

50 ~置豆

30← 

ー10
1978 80 82 84 86 88 90 92 94 96 

図4-6 食糧買付価格指数の前年対比
資料)r中国農村経済統計年鑑J，r新彊統計年鑑』各年版
より作成。

註)買付価格平均価格(契約，協議)を示す。

代わってトウモロコシが急速に拡大してきている。

その他，搾油作物が激減し，甜菜が著しく伸び，最

近，綿花も栽培されるようになってきている。岡県

の食糧生産の推移は表4-9に示した通りである。

1978~96 年の聞に，人口が急増したにも拘わらず，

人口 1人当たり食糧保有量は約2倍に増え，自治区

の平均水準の 2倍以上となっている。食糧品目の中

で，トウモロコシはこの間，約5倍にも増えている。
食糧供給地であるため国家買付比率は高く，自治区

の平均を大きく上回り，最高を記録した 1990年には
50%にも達している(図4-7)0 
S村は岡県中心部から 20km東南のアラオズ郷
に属する。同郷は新彊ウイグル自治区の成立直後に

国営農場に編成され，青年開拓者が多いことから「青

年農場」と呼ばれていた。「改革・開放」以降，政府

の民族政策が改善され，今では旧名に戻っている。

表 4-10は，同郷の食糧生産，耕地面積，人口など基

本指標を示したものである。人口 1人当たり平均経
営面積は 1.1haと新彊平均の 3倍以上で，全国にも

希な「広大な」経営規模を誇っている。国営農場で

あったこともあり，機械や倉庫施設等は比較的充実

している。人口 1人当たり食糧保有量は 2，000kg以
上と同県平均の2倍を超え，また，ジリユズ県の中
でもトウモロコシ生産に特化した郷である。

b.食糧生産農家の生産・販売の実態
アラオズ郷に 4つの村があるが，一つはタバコ栽

培の専門村で，他の3つが一般作物を生産している
村である。今回調査対象にしたのは，一般作物を生

産している S村の 9戸の農家である。

調査農家の家族状況は，経営主は 30~59 歳，家族

数は 3~7 人，農業労働力は 1~4 人となっている

(表4-11)。経営規模は. 1 ha未満が2戸. 3 ha以
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表4-8 改革以降におけるジリユズ県の主要農業指標の変化

指 標 単位 1980年 1985年 1996年 96/80年

①総人口 千人 250.5 281.2 363.6 145.1 
②農村人口 千人 232.3 251.8 353.9 152.3 
②/①(比率) % 92.7 89.7 97.3 105.0 
③農業人口 千人 214.1 232.3 314.1 146.7 
②/③(比率) % 92.2 92.3 88.8 96.3 
④農村総労働力 千人 112.7 137.7 114.1 101.2 
⑤農業労働力 千人 109.2 123.3 106.6 97.6 
④/⑤(比率) % 96.9 89.5 93.4 96.4 
⑥農村生産総額 万元 8，469 13，425 97，690 1，154 
⑦郷鎮企業総額 万元 100.7 373.8 
⑥/⑦(比率) % 1.2 2.8 
③農業生産額 万元 7，685 11，943 82，147 1，069 
うち耕種業 % 75.1 70.1 64.0 85.2 
うち牧畜業 % 17.6 18.7 26.7 151. 7 
⑨耕地面積 千ha 69.1 68.3 67.3 97.4 
1人当耕地面積(⑨/③) a 30.00 27.00 19.00 63.3 
⑩作付総面積 千ha 68.3 70.9 70.9 103.8 
⑪食糧作物の割合 % 78.0 74.6 70.0 89.7 
うち小麦 % 75.8 71.8 50.4 66.5 
うちトウモロコシ % 20.7 27.4 44.5 215.0 
うち水稲 % 1.2 0.3 0.2 16.7 
そのイ也 % 2.3 0.5 4.9 213.0 
⑫経済作物の割合 % 17.5 20.4 23.3 
うち搾油作物 % 91.0 84.5 39.9 
うち甜菜 % 1.1 1.5 27.7 
うち綿花 % 0.0 0.0 0.2 
うちスイカ・メロン % 5.0 6.7 5.5 
その他 % 2.9 7.3 26.7 
⑬その他の作物割合 % 4.5 5.0 6.7 

資料)ジリユズ県政府資料，新彊統計局編『県市農村経済統計資料 (78-92年Hぉ
よび『新彊統計年鑑Jより作成。

註)ここでは資料の都合によりスイカ・メロンを経済作物に入れたのである。

表4-9 改革以降におけるジリユズ県の食糧生産の推移 (千トン， kg， %) 

食糧全体の生産量 4、 麦 トウモロコシ 7.1<. 市首
年次
総量 単収 1人当たり 生産量 比重 単収 生産量 比重 単収 生産量 比重 単収

1978 11l.2 1，980 488 68.2 6l.3 1，650 39.0 35.1 3，023 0.3 0.2 2，505 
79 130.6 2，333 565 8l.1 62.1 1，950 46.5 35.6 4，020 0.2 0.1 2，048 
80 131.0 2，475 562 84.1 64.2 2，085 44.8 34.2 4，088 0.2 0.1 2，460 
81 132.5 2，415 561 85.5 64.5 1，980 44.7 33.7 4，380 0.1 0.1 2，976 
82 124.1 2，348 515 7l. 9 57.9 1，778 49.3 39.7 4，440 0.2 0.2 3，465 
83 138.6 2，640 566 75.9 54.8 2，048 60.2 43.4 4，058 0.2 0.2 4，523 
84 152.2 2，889 609 84.9 55.8 2，295 64.1 42.1 4，365 0.3 0.2 4，785 
85 168.5 3，473 669 98.5 58.5 2，828 69.0 40.9 5，190 0.1 。。 4，583 
86 193.6 4，133 768 109.4 56.5 3，524 83.3 43.0 5，400 0.7 0.3 4，950 
87 213.0 4，295 826 118.1 55.4 3，630 93.8 44.0 5，700 0.8 0.4 4，980 
88 217.5 4，319 818 103.6 47.6 3，389 111.4 5l.2 5，835 l.1 0.5 4，995 
89 230.5 4，508 854 117.7 5l.1 3，623 109.4 47.5 6，165 0.9 0.4 4，815 
90 242.5 4，824 866 125.0 5l.5 3，930 113.0 46.6 6，480 l.7 0.7 5，760 
91 247.4 5，258 862 121.6 49.2 4，470 122.2 49.4 6，510 l.4 0.6 6，705 
92 250.8 5，238 850 126.1 50.3 4，350 119.0 47.4 6，870 l.0 0.4 5，066 
93 255.1 5，067 853 115.7 45.4 3，960 129.1 50.6 6，975 0.5 0.2 4，836 
94 26l. 9 5，732 864 83.0 31. 7 3，795 164.5 62.8 8，175 。ー7 0.3 6，600 
95 289.0 5，867 944 104.3 36.1 4，035 178.0 6l.6 8，520 0.6 0.2 5，715 
96 311.8 6，187 993 11l.0 35.6 4，371 196.1 62.9 9，826 0.6 0.2 5，545 

資料)ジリユズ県農業局資料により作成。
註)ここでの単収は 1ha当たりの生産量を，比重は食糧総生産量に占める品目別の割合を示す。
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との比較)
資料)ジリユズ県食糧局資料より作成。

上が2戸，残り 5戸が 1~3ha 未満とバラツキが見

られる。また，乳牛を中心に大型家畜を飼養し，自

家用牛乳を生産しているのが特徴である。ただし，

経営規模 1ha未満の NO.7とNo.10農家は 1991年
から兼業(商売)に出ており，事実上，土地を他農

家に貸し， 1地代J的に生産食糧を受け取り販売して
いた。

表 4-12は，食糧の生産と販売の状況を農家別に示

したものである。食糧生産はトウモロコシと小麦が

中心で，両品目の作付面積は，生産開始時の会議の

折，郷から村幹部を通じて農家毎に割り当てられる。

播種から収穫までの諸作業は，先述した 15つの統
一j政策に基づいて行われている。収穫されたトウ

モロコシは水分を 14%以下まで乾燥させた後でな

ければ出荷できないが，乾燥作業のため村有倉庫を

借用している農家もある。出荷先は，国営食糧部門

の郷レベノレの事務所である食糧買付ステーションで

ある。それは郷中心部に所在し，貿付量の多さに対

応して国家備蓄用，一般用の倉庫を保有している。

さて，販売であるが，多くの農家は生産量の 60%

以上を販売に向け，うち国家買付がほぼ80%を超し

ている。国家買付のうち契約買付と協議買付とに回

る割合は各農家によって微妙に異なっている。 1996

年の価格は，契約買付で‘小麦 1kg当たり1.31元，ト

ウモロコシ1.06元，協議買付で1.55元， 1.26元で

あり，協議買付に多くを回した方が有利となるが，

その差異を説明する根拠のある回答は，調査では残

念ながら得られなかった。多分に，先に指摘した新

彊の財政事情も反映されているものと思われる。自

由市場への販売割合は， NO.3農家のトウモロコシが

27.8%と最大で， No.5， No.6， No.8， No.9， NO.10 

農家の小麦， NO.7農家の小麦，トウモロコシを除け

ば，概ね 10%を超えている。

自由販売には，①農家自らが自由市場を通して販

売する，②家畜肥育者へ販売する，③臨時的食糧商

人へ販売する，の三つのルートがあるが，中心をな

すのは①である。①が中心になっているその理由に

は，アラオズ郷では 1980年代初頭，曜日毎に移動す

る伝統的なパーザルが復活したことが大いに関連し

ているo このパーザノレはS村の中心から約1.5km 
離れた広場で毎週木曜日に聞かれており， No.7，No 

10を除く農家がそのパーザルを通して販売してい

る。 No.7，NO.10がバザールに参加しないのは，先

に触れたように，経営縮小に伴って販売量を確保で

きなくなったためである。

②は No.8，9，10農家が家畜肥育者との口頭契約

表4-10 調査対象郷の農業生産構造とその変化

戸数 人口 1戸当 耕地 1戸当 食糧生産 家畜 農業生産 食糧
年次 家族数 面積 耕地 食糧 小麦 トウモロコシ 頭数 総額 生産量

(個) (人) (人) (ha) (ha) (千kg) (千kg) (千kg) (千頭) (元/人) (kg/人)

1978年 1，281 5，979 4.7 2，447 1.9 4，454 2，505 1，949 7.8 745 
80 1，302 6，145 4.7 2，053 1.6 4，557 2，612 1，945 10.7 432 742 
85 1，264 5，991 4.7 2，007 1.6 7.483 3.969 3，514 11.2 745 1.249 
90 1，249 6，209 5.0 1，987 1.6 11，196 4，363 6，833 14.4 2，071 1，803 
91 1，324 6，516 4.9 1， 987 1.5 12.597 3，598 8，999 14.4 2，097 1.933 
92 1，339 6，517 4.9 1，993 1.5 13，701 3，928 9，773 15.8 2，338 2，102 
93 1，318 6，780 5.1 1，993 1.5 12.583 4，565 8，018 15.2 2，543 1.856 
94 1，412 6，653 4.7 1，727 1.2 17，820 4，352 13，468 17.0 3，938 2.678 
95 1，399 6，689 4.8 1，593 1.1 17.970 3.384 14，586 18.9 3，938 2.687 

対比 109.2 111.9 102.4 65.1 59.6 403.5 135.1 748.4 242.3 911.6 360.7 

資料)アラオズ郷政府の資料より作成。
註)人口 1人当り総生産額は，郷総産出額/郷総人口であり，対比は (95年/78年)x100である。
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表4-11 食糧産地・調査農家の家族概況(ジリユズ県・ S村) (10 a，頭)

農家番号 家族数 経営主 妻 長男 その妻 次男 3男 長女 次女 3女
農業
労働力

S-No.1 7 44 (1]、) 42 (/J、) 22(中) 21(中) 11(学) 20(中) 18(学) 2(2) 
S-No.2 7 58(ィ、) 52 (/J、) 33(ノj、) 32(大) 26(専) 23(専) 21(学) 2(1) 
S-No.3 6 43(ノj、) 35 (/J、) 16(学) 14 (学) 12 (学) 10(学) 1(1) 
S-No.4 5 53(専) 48(専) 21(大) 21(大) 19 (学) 1 (1) 
S-No.5 5 38(寸、) 35 (/J、) 15(学) 12 (学) 1O(学) 1(1) 
S-No.6 6 59 (1]、) 55(盲) 24(/J、) 22(中) 20 (iJ、) 17(中) 2(4) 
S-No.7 6 38(イ、) 37(iJ、) 17(イ、) 12 (学) 14(学) 10(学) 2 (1) 
S-No.8 3 30 (il、) 27(ノj、) 8(学) 1 
S-No.9 4 50 (iJ、) 49 (!j、) 17(学) 20(中) 1 
S-No.10 5 37 (iJ、) 36 (iJ、) 10 (学) 8(学) 3歳 1(1) 
農 家 S-No.1 S-No.2 S-No.3 S-No.4 S-No.5 S-No.6 S-No.7 S-No.8 S-No.9 S-No.10 
作付面積 30 33 25 26 16 11.4 5.7 16.6 24 7.3 
小 麦 13.5 15 11.5 13 7.4 6 2.4 7.9 10.5 4 
トウモロコシ 16 16.5 13 12.5 8.2 4.5 2.9 8.4 13 3 
その他 0.5 0.5 0.5 0.5 0.4 0.9 0.4 0.3 0.5 0.3 
牛 3 5 2 3 4 1 4 2 1 1 
羊 27 21 5 24 8 。 14 7 4 」 。

資料)97年の現地調査による。
注1) ( )の前の数字はその人の年齢，中はその人の学歴を示す。
(小)， (中)， (専)， (大)はそれぞれ小学，中学，専門学校，大学を示し， (学)は在学生， (盲)は文盲を示す。

注 2) ( )の中数字は，該当農家労働力のうち女労働力数を示す。

表4-12 農家別の食糧生産とそれの用途別割合 (S村調査農家の 96年の実績) (10 a， kg， %) 

食糧の生産と用途別割合 販売量の内枠と割合

農家番号 食糧品目 用途別割合 左のうちわり
単収 生産量 国家買付 自由販売

自家保有量 在庫 販売量 契約買付 協議買付

S-No.1 小麦 496 6700 31.3 0.0 68.7 87.0 75.0 25.0 13.0 
トウモロコシ 875 14000 13.6 15.0 71.4 80.0 75.0 25.0 20.0 

S-No.2 小麦 513 7700 24.7 。。 75.3 82.8 72.9 27.1 17.2 
トウモロコシ 850 14000 11.4 24.3 64.3 72.2 76.9 23.1 27.8 

S-No.3 小麦 495 5700 29.8 。。 70.2 87.5 85.7 14.3 12.5 
トウモロコシ 784 10200 11.8 。。 88.2 72.2 76.9 23.1 27.8 

S-No.4 小麦 500 6500 24.6 0.0 75.4 81.6 75.0 25.0 18.4 
トウモロコシ 920 11500 11.3 25.2 63.5 82.2 83.3 16.7 17.8 

S-No.5 小麦 472 3500 42.9 。。 57.1 100.0 75.0 25.0 。。
トウモロコシ 1158 9500 12.6 20.0 67.4 78.1 80.0 20.0 21. 9 

S-No.6 小麦
450 2700 51.9 0.0 48.1 100.0 76.9 23.1 。。

トウモロコシ 1155 5200 13.5 19.2 67.3 85.7 83.3 16.7 14.3 

S-No.7 小麦
450 1100 100.0 。。 。。 0.0 0.0 0.0 。。

トウモロコシ 1137 3300 24.2 。。 75.8 100.0 100.0 。。 。。
S-No.8 小麦

456 3600 25.0 。。 75.0 100.0 74.1 25.9 。。
トウモロコシ 1070 9000 14.4 7.8 77.8 85.7 83.3 16.7 14.3 

小麦 419 4400 29.5 。。 70.5 100.0 100.0 。。 0.0 
S-No.9 

トウモロコシ 1000 13000 15.4 20.8 63.8 84.3 71. 4 28.6 15.7 

小麦 500 2000 57.5 。。 42.5 100.0 100.0 。。 。。
S-No.10 

トウモロコシ 1000 3000 18.3 。。 81. 7 81.6 75.0 25.0 18.4 

資料)表 4-11と同様
註1)販売量のうち国家買付量は，食糧買付姑(郷)の記入により，市場販売は農家の解答から得たものである。
註 2)自家保有量は，生産量一(販売量十在庫)より算出したものである。
註 3)在庫量は販売されなかった部分である。
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の下で販売を行っており，③は No.1，2， 3農家が
行っている。

自由市場での販売価格は，表4-13に示したよう
に，小麦 1kg 当たり1.3~1. 4 元，トウモロコシ

0.8~0.95 元と，小麦でこそほぽ契約買付価格水準

となっているものの， トウモロコシではそれを大き

く下回っている。さらに，販売されなかったトウモ

ロコシの量が生産量の 15%以上に達している点は，
気になるところである。それには，先に指摘したよ

うに，移出が頭打ち状態となり，域内で「過剰」状

況が出現していることが関連していよう。事実，食

糧局資料によれば， 1996年，農家の手元に残ったト
ウモロコシは 40~50 万トンと，新彊の全生産量の約

6 分 1~8 分の l にも達した。事態を重く見た政府

は緊急会議を聞き，旧ソ連，外モングノレなどの周辺

地域に代表を派遣し， トウモロコシの処理に当たっ

たのである。

E.小括
これまで， r改革・開放」以降の食糧政策に着目し
ながら，食糧生産と食糧需給の地域的問格差の拡大

過程を，次いで食糧流通構造の変化過程を検討した。
そして一大食糧生産地域である新彊ウイグ、ル自治区

の食糧生産・流通の現状及び農家の生産・販売対応

の実態を見てきた。

「改革・開放J政策に伴って，特に 1985年以降，
中国の農産物流通制度は大きく変化してきた。それ

は一言でいえば，計画買付制度に基づく国家の一元

的管理から「自由市場」取引への転回といってよい。

1978年の買付価格の大幅引き上げを鳴矢に，1985年
には計画買付制度が廃止され，契約貿付制へ移行し

た。以降，好余曲折を含みながらも， r自由市場」取
引は一定程度定着し，国家買付も契約買付と，上意

下達的色彩の若干薄い協議買付とに分かれてきた。

こうして，食糧の流通は複数のルートを持つに至り，

価格もそれぞれに形成されるようになったのであ

る。そして今，流通インフラの整備やリスク基金の

確立，卸売市場の建設など市場経済体制に相応しい

諸設備・制度の整備が進められているのである。

こうした中で，食糧生産は， 1980年代後半の停滞
を含みつつも傾向的に増大し， 1956年307kg， 1984 
年に 389kgであった 1人当たり保有量は 1996年に
400 kg台に達する。しかし，この過程は同時に，地
域間需給不均衡の拡大の過程でもあった。それは，

吉林省と上海との間で1人当たり保有量に 5.6倍も
の格差が生まれてきていることに典型的に現れてい

る。経済発展の著しい沿岸部では，食生活の「高度
化」などが進行し，飼料穀物を中心に食糧需要が大

きく高まっているにもかかわらず，耕地面積の減少

表4-13 自由販売率と自由市場価格 (kg， kg/元)

農家番号 品目 商品化率 自由販売率 自由販売量 単価

S.No.1 小麦 68.7 13.0 600 l.3 
トウモロコシ 7l.4 20.0 2000 0.8 

S.No.2 小麦 75.3 17.2 1000 l.3 
トウモロコシ 64.3 27.8 2500 0.8 

S.No.3 小麦 70.2 12.5 500 l.4 
トウモロコシ 88.2 27.8 2500 0.9 

S.No.4 小麦 75.4 18.4 900 。
トウモロコシ 63.5 17.8 1300 0.85 

S.No.5 小麦 57.1 。。 。 。
トウモロコシ 67.4 2l. 9 1400 0.9 

S.No.6 小麦 48.1 0.0 。 。
トウモロコシ 67.3 14.3 500 0.8 

S.No.7 小麦 0.0 。。 。 。
トウモロコシ 75.8 0.0 。 。

S.No.8 小麦 75.0 。。 。 。
トウモロコシ 77 .8 14.3 1000 0.9 

S.No.9 小麦 70.5 。。 。 。
トウモロコシ 63.8 15.7 1300 0.95 

S.No.10 小麦 42.5 0.0 。 。
トウモロコシ 81. 7 18.4 450 0.9 

資料)表4-11と同様。
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などによって食糧供給力は急速に後退し，需給
ギャップは大きく拡大し，一大移入地域となってき
ているのである。

食糧生産を大きく伸ばし，移入地域から純移出地
域に急速に転回してきた一つの典型的な地域は新彊
ウイグル自治区である。新彊は「改革・開放j以降，

単位面積当たり収量を急速に高め， 1983年に自給余
裕地域に， 1985年以降は明確な純移出地域に転じ
た。しかし， 1990年代に入り，移出量の停減を反映
して域内「過剰j状況が出現し，販売に回される量
は急減してきている。それは農家実態調査を行った
アラオズ郷S村でも同じで， トウモロコシの場合，
1996年の生産量の 15%以上が販売されなかった。ま
た，自由市場での販売価格も契約買付価格水準を大
きく下回っている。

調査対象地域は，草原資源の豊富な牧畜地帯で
あった。新彊における綿花作付拡大の影響を受け，
新彊全体の食糧自給を目的に，同地域には食糧生産
の拡大が押し付けられた。こうした状況のなか，同
地域は収穫量の高いトウモロコシを選択せざるをえ
なかった。だが，実態調査結果に見られるように，

トウモロコシ価格下落の農家経営に与える打撃は極
めて大きかった。また，調査対象村農家の経営環境
は経営規模の広大さなどの点で恵まれているが，前

述のようにより高所得を求めて離農し，別の商売に
取り込んだ例もある。このことは耕種農業(主とし
て食糧，綿花)の厳しさを反映するものである。
また，新彊で見られた食糧「過剰」状況は域内だ
けのことであり，全国的には決して大きな「過剰J
状況にはない。「過剰jは，もっぱら，鉄道網や道路
網などの物流インフラ，流通インフラの未整備によ
る物流の困難からきている。他方，この「過剰Jは
トウモロコシ過剰であり，決して米の過剰ではない。
今後，新彊においても食糧の品目間均衡が求められ

るのである。

註

1)レスター・ブラウン (1995)予測の主な内容は，
2030年に中国の人口は 16億人以上に達すると
言う仮定を前提とし，①1人当たり需要量が現
状維持の 300kg弱の場合，需要は 4.79億トン，
生産は 2.63トン，輸入は 2.16トンに及ぶ，②
1人当たり需要量が350kgに増大した場合，需
要は 5.68億トン，生産は 2.63トン，輸入は

3.05トンに及ぶ，③1人当たり需要量が400kg 
に増大した場合，需要は 6.41億トン，生産は
2.63トン，輸入は 3.78トンに及ぶ，ということ
である。

2 )中華人民共和国国家農業委員会弁公庁編『中国
農業集団化重要文献集編一九四九一九五
七，上巻J中共中央党校出版社， pp.212~214， 

81年。(原文・中文)
3 )向上， pp.352~359o 

4 )向上， pp.739~741o 

5 )賀名論等編「中国改革全書 商業体制改革巻一』
大連出版社， p.15， 92年。(原文・中文)
6 )中華人民共和国国家農業委員会弁公庁編『中国
農業集団化重要文献集編一九五八一九八一
下巻』中共中央党校出版社， pp.987~1003， 81 
年。(原文・中文)

7)厳善平『中国農村・農業経済の転換J到草書房，
p.196， 97年。
8) 1985年に公表された国務院の「第1号文献」に
よる。

9 )現在，中国の食糧卸売市場には，唯一の中央政
府所管卸売市場 (1990年設立)のほか，主要食
糧産地省では，地方政府が所管する省級食糧卸
売市場がある。これらの卸売市場の機能は，統

制対象以外の食糧の省間流通の仲入にある。だ
が，取引は主として国営食糧部門(国営食糧部
門協議買付・販売食糧)によって行われている
のが現状である。

10)唐仁健「中国食糧流通体制改革『中国農村経済』
第 11期， pふ 96年。(原文・中文)

11)黄・李保国「中国沿岸地区の食糧経済についてJ
『農業近代化研究』中国科学院， pp.195~ 196， 
96年4号。(原文・中文)
12)向上， p.196。

V.果樹市場 自由市場・流通

A.本章の課題
IIIでは国家が完全に市場・流通を統制している綿
花を Nでは，直接統制と自由市場流通とが併存し
ている食糧を取り上げ，検討を加えてきた。これら
2品目は中国農業の 2大柱であり，国家経済と人民
生活に重大な影響を与えることから，市場・流通の
国家統制が未だ敷かれているのである。

それに対して，本章で取り上げる果樹は，野菜類，
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食肉類などとともに中国では「副農産品」として位

置づけられ， 1985年以降，これらの品目に対して国
家統制は大幅に緩和された。今日，これらの品目は

自由な市場・流通となっている。しかも，果樹など

の「副農産品」・生鮮食料品は，経済成長に伴う所得

水準の上昇や健康意識の高まりなどもあって，需要
が大幅に増大し，国民の食生活の重要な一角を占め

てきている。その検討は，現今の中国の農産物の市

場・流通を理解しようとするとき，欠かせないので

ある。

以下，自由農産物とされ，国家統制が 1985年に解
除された果樹の代表としてぶどうを取り上げ，まず

生鮮食料品市場・流通制度の変遷を前提に整理する。

次いで，経済発展に{半う食料消費構造の変化が果樹

需要を増大させ，最近では「卸売市場」の整備も進

展していることを概観した後，新彊ウイグル自治区

におけるその生産の動向及び農家の生産・販売対応

を検討するo なお実態調査は，東新彊トルブャン地
区・ピチャン県のB村農家を対象に行われた。

B.果樹市場・流通の「自由化Jと「卸売市場J整備の進展
a 流通の「自由化」と「卸売市場」整備の進展
1)果樹市場・流通政策の変遷
「改革・開放」以前，果樹などの生鮮食料品は，綿

花・食糧などの重要品目と同様，国家の直接統制の

下に置かれていた。とはいえ，綿花・食糧などの重

要品目では計画買付方式が取られていたのに対し

て，生鮮食料品では割当買付制度が取られていた。

両者の違いは，供出ノルマを達成した後の余剰分の

取扱いにあった。すなわち，前者では国家に売り渡

すことが義務付けられていたのに対して，後者では

その義務付けがなかったのである。割当買付制度は，

買付量と余剰分との比率を国家が決定し，供出ノル

マを各生産者に割り当てるという方式で運営されて

きた。それは 1955年の豚に始まり， 1959年2月には
「商品の分級管理弁法J'lが公布され，正式に法制度
化された。しかし， 1960年前後の凶作を契機に，余
剰分の売渡先も国家商業部門とされ，以来， I改革・
開放」期まで事実上，国家の直接統制下に置かれて
きたのである。

ところで，果樹，野菜，畜産物，水産物などの生

鮮食料品は，鮮度保持が特に困難で，遠距離輸送や

煩雑な取引手続きは大変である。よほど注意を払わ

なければ変質・腐敗し使用価値は失われ，流通費用

だけが嵩んでしまう。割当買付制度が実施されてい

た期間，こうした問題は根本的に解決されず，損失

率は大きし国営商業部門の欠損は膨らんでいた。

これに，都市消費者に対する補助という面もあって，

販売価格が買付価格より安く設定されていたから，

政府の財政負担は膨大な額に上っていた。

こうした中で，政府は 1983年末頃から，生鮮食料
品流通制度の根本的な改革方針を検討し始め， 1984 
年 7月，国務院は商業部が提出した「農村商品流通
工作をよりうまく行うことに関する報告jZlを批准

し，下達した。その中で，次のいくつかの点を指摘

した。①農村では商業的な農業の進展や農村経済の

活性化を促進する。②農村自由市場流通を奨励し，

国営，集団，個人の多様な流通ルートを発展させる。

③割当買付対象品目を減らし，自由取引の範囲を広

げる。④行政地域，行政レベルごとの卸売体制を改

め，中大都市や商品集散地に取引センターや卸売市

場を設ける。

以上の決定により，国営商業部門の割当買付制度

の対象品目は次第に減少し，豚以外の食肉(牛，羊)，

卵類， ミカン， リンゴなどの生鮮食料品の取引が順

次「自由化Jされていく。その後，農村改革は更に
加速され， 1985年公表の「第1号文献」により，生
鮮食料品の割当買付制度は廃止され，果樹類は全て

自由な取引とされることになった。今日，果樹など

の生鮮食料品は，自由市場と卸売市場を基軸に流通

し，需給状況に応じた価格形成が行われているので

ある。

2 )自由市場の復活と「卸売市場」の発展
以上のように，農産物流通市場が国家直接統制の
もとにおかれた時代，とくに文化大草命の時期には，

自由市場は「資本主義のしっぽJとして批判・抑圧
の対象であったが，しかし，如上の政策展開の下に，

1985年以降，中国では自由市場が急速に復活し，さ
らに自由市場の発展延長線として，現在では卸売市

場の整備も急ピッチで進められている。

1994年現在，都市部・農村部合わせて 84，463カ所
の自由市場が存在する(表5-1)0 1986年と比べると，
都市部の伸びが著しく，都市部の比重は 1986年の
14.4%から 1994年に 2l.2%まで上昇している。そ
れにはJ中大都市や商品集散地に取引センターや卸
売市場を設ける」とした 1984年7月の国務院決定が
大きく影響していると見られるo 実際に卸売市場の

比重は 1986年l.3%から 1994年には 2.9%に上昇
している。都市部における卸売市場の増加に伴って，
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表5-1 中国における自由市場の発展と果樹取りヲ|き金額の推移 (個，億元， %) 

うち都市 うち農村 卸売 うち都市 うち農村 卸売 取引金額
年次 市場総数 市場の 市場の 市場の 取引金額 市場の 市場の 市場の 占める

比率 比率 比率 比率 比率 比率 果樹割合

1986年 67，610 14.35 85.65 1.3 906.5 27.0 73.0 2.8 6.5 
87 69，683 15.65 84.35 1.6 1157.9 30.0 70.0 4.3 7.2 
88 71，359 17.07 82.93 1.7 1621.3 33.6 66.4 4.4 7.6 
89 72，130 18.18 81.82 1.8 1973.6 36.7 63.3 4.8 8.2 
90 72，579 18.06 81.94 1.8 2168.2 38.6 61.4 5.3 8.5 
91 74，675 18.60 81.40 2.0 2622.2 41.2 58.8 5.8 8.9 
92 79，188 18.32 81.68 2.3 3530.0 44.8 55.2 6.3 8.3 
93 83，001 19.82 80.18 2.5 5343.0 48.0 52.0 6.5 7.5 
94 84，463 21.19 78.81 2.9 8981.5 50.9 49.1 7.6 6.4 

資料)国家統計局偏『中国農村経済統計年鑑』中国統計出版社，各年版より作成。

取引金額に占める都市部の比重は大きく上昇し，

1994年には農村部を追い抜くのである。なお，本章

が対象とする果樹は，取引金額が急増する中，ほぽ

一定の割合を占めており，安定的に成長してきてい

ることを物語っている。
ところで，自由市場の運営・管理などの基本原則

は，自由化政策公表に先立つ 1983年に公布された

「城郷集市貿易管理弁法」に規定されている。また，
1992年には農産物卸売市場の設置基準が公表され，

1994年には「批発市場管理弁法j(卸売市場は中国語
で「批発市場」と呼ばれる)が公表され，市場の運

営や取引方法について全国的統一化が図られてい

る。これら一連の法的規定によって中国の農産物卸

売市場は， r近代的卸売市場」として整備されていく
のであるo
今日，農産物卸売市場は，中央政府や地方政府(具
体的には工商行政管理局，商業局あるいは国営公司

等)，供鈴合作社，集団経済などなさまざまな主体に

よって運営されている。それらは，中央政府の指導・

援助の下に，省・自治区以上の政府機関が開設・運

営する「規範性」卸売市場と，その他の公的機関や

民聞が開設するか，あるいは半官半民の「集市貿易

市場」を基礎に発展した「一般的」卸売市場とに大

別することができる。
前者は，食糧など重要農産物や政府が価格規制を

している農産物を主に取扱い，市場で取引できる者

は卸売市場に登録した会員に限られ，固有企業関係

者が多い。取引方式はセリを原則としているが，価

格設定は政府の指導価格に基づく場合が少なくな
し代金決済は市場が代行している。それは，まだ

数こそ少ないとはいえ，規模・施設面では優位に立つ

ている。しかし，歴史が浅いこともあって，市場規

模の割には取引参加者が少ないなど，問題を抱えた

卸売市場も少なくない。

後者は，取引参加者に厳格な規制はなく，固有企
業，集体経済，個人などが自由に参加できる。そこ

では，現物の相対取引が主流で，現金による支払い

も多く見られる。取り扱い品目は，生鮮食料品から

調味料，加工品まで広範囲にわたっている。「一般的」

卸売市場は，更に産地に立地する「産地市場j，産地
市場から消費地市場への中継・転送を行う「中継市

場j(集散市場)，中・大都市に立地する「消費地市
場Jとに区分することができる。
このように， r改革・開放」の進展に伴って，中国
では自由市場が急速に復活・発展し，現在では法的

に保護された卸売市場の段階にまで達した。これら

の卸売市場は農産物，とくに果樹などの生鮮食料品

の価格形成の中心を成している。

b.果樹購入・消費量の増大と地域別生産シェアの動向
続いて，農産物流通体制が「自由化jされた以降

における全国の果樹生産の動向を検討することにし

よう。表 5-2は， 1985年以降の全因果樹面積と果樹

生産量の推移を示したものである。果樹面積は，

1985~96 年のわずか 11 年間に，実に 4 倍にも拡大

し，生産量も 5倍近くまで増大している。果樹に見
られるこうした生産の飛躍的伸びは，既に見てきた
綿花や食糧など，国家の直接統制が未だ、残っている

品目に比べて，極めて対照的なものであるといって

良い。その背景には，市場・流通規制の緩和に基づ

く農家の生産意欲の高まり，経済発展と所得水準上

昇に伴う需要の高まりなどがあることは疑いない。

また， r自由イ七」に伴って農家の販売価格が上昇した
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表5-2 中国における果樹生産の推移
(千ha，万トン)

年次 実 数 指数(1978年100)
栽培面積 生産量 栽培面積 生産量

1978 1.657 657 100.0 100.0 
79 1，756 702 106.0 106.8 
80 1，783 679 107.6 103.3 
81 1，797 780 108.4 118.7 
82 1.954 771 117.9 117.4 
83 2，015 949 121.6 144.4 
84 2，219 985 133.9 149.9 
85 2，736 1，164 165.1 177.2 
86 3，672 1，348 221.6 205.2 
87 4，508 1，668 272.1 253.9 
88 5，066 1，666 305.7 253.6 
89 5，372 1，832 324.2 278.8 
90 5，179 1，874 312.6 285.2 
91 5，318 2，176 320.9 33l.2 
92 5，818 2，440 351.1 371.4 
93 6，432 3，011 388.2 458.3 
94 7，262 3，500 438.3 532.7 
95 8，098 4，215 488.7 64l.6 
96 8，553 4，653 516.2 708.2 

資料)農業統計年鑑委員会編『中国農業年鑑』各年版より
作成。

点，そして健康意識が高まり需要を押し上げた点も

見落とせない。

全国における果樹生産の地域別シェアを見たのが

表 5-3である。ここからわかるように，全国の果樹

生産の約半分を沿岸部地域，約3分の 1を内陸部地
域，残る 2割未満を「辺境」部地域が担っている。
果樹と一口でいっても，果樹に含まれる品目は多く，

各品目の栽培条件が大きく異なることはいうまでも

ないが，しかし， 1978~96 年にかける長期間におい

て地域別の全国に占める生産シェアは，ほとんど変

わっていないのが現実であり，この点は，綿花や食

糧の場合とは極めて対照的であるといってよい。地

域別のこうした動向を，先に検討してきた綿花や食

表5-3 全国に占める地域別の果樹生産シェア
(万トン， %) 

地域 1978年 1984年 1996年

全国 984.5(100) 3471.6(100) 4571.6(100) 

東部 472.5(47.9) 1712.1(49.3) 2160.3(47.3) 
中部 325.4 (33.1) 1100.9(31.7) 1521.7 (33.3) 
西部 186.6(19.0) 658.6 (19. 0) 889.6(19.4) 

資料)r中国農業年鑑』各年版より作成。
註 1) ( )の中は全国に占める比率である。
註 2)東・中・西部は三大経済ブゃロックを示す。

糧の生産動向と重ね合わせて見ると，沿岸部では綿

花や食糧を辺境部に押しのけながら果樹生産を拡大

し，内陸部や「辺境J部では綿花や食糧と並んで果
樹生産も大きく拡大してきていることが明らかにな

る。

沿岸部での経済発展が今後とも継続し，そして内

陸部での近い将来の経済発展が予測される中で，未

だ全国では 2割弱のシェアしか占めないとはいえ，
果樹生産において「辺境」部の重要性が次第に高まっ

てくるだろうと思われる O だが，綿花・食糧等の統

制品目が継続的に「辺境」部に押し付けられると，

期待される果樹生産拡大の可能性も小さくなり，r辺

境」が果樹生産拡大より得られるメリットも小さく

なるこというまでもないだろう。

C.流通「自由化jにおける新抵ぶどう生産農家の生産・販売対応
a 新彊における果樹の流通体制と生産の動向
前述したように中国の「辺境」部に位置する新彊

は乾燥地域であり，日照時聞が長く，昼と夜の温度

差が大きいなど，果樹生産に最適の条件を備えた地

域である。そこで生産される果樹は品質的に優れて

おり，全国的に消費者の人気が高く， I新彊は果物の
故郷」といわれてきた。しかし，綿花生産が増大し，

石油増産への期待が高まる中で，こうしたイメージ

は後退し，現実にはむしろ「ーの白，ーの黒J(白は
綿花，黒は石油)地域のイメージが濃くなってきて

しユる。

新橿の果樹面積と生産は，主として南新彊と東新

彊に分布している。しかも両地域には既に述べた二

つの盆地(タリム， トルフャン二クムル盆地)があ

り，石油開発はこの両盆地を中心に行われているo

そこにおける石油埋蔵量は 19億 2，400万トンとさ
れ九中国では注目を集めている。他方ではこの両地

域は綿花に適した気候条件を有しているため，綿花

作付が拡大されている。これらの点は，両地域にお

ける果樹の生産拡大にとって，大きな阻害要因であ

るともいえる。

表5-4は全国に占める新彊の果樹生産の比重を示

したものである。先述のように全国の果樹生産は

1985年以降， 5倍近くに増大したが，新彊のそれは

2倍強にしかなっていなし〉。その結果，新彊の全国
に占める比重は 1985年の 4.2%から 1996年には

2.5%まで低下している。それには，新彊では全国的

視野から綿花と食糧生産が重視され，果樹生産にそ

れ程力が入れられなかったという事情が深く関連し
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表5-4 新彊における果樹生産の推移
(万トン， %) 

生産量
年次

全国 新彊
新彊の比率

1985 1，164 49 4.2 
86 1，348 50 3.7 
87 1，668 59 3.5 
88 1，666 66 4.0 
89 1，832 
90 1，874 80 4.3 
91 2，176 81 3.7 
92 2，440 92 3.8 
93 3，011 100 3.3 
94 3，500 108 3.1 
95 4，215 114 2.7 
96 4，653 116 2.5 

資料)r中国農業年鑑』各年版による。

ていよう。

綿花と食糧の流通・市場は国家の直接統制と間接

統制下にあり，またこれらの品目によって新彊農産

物の大宗はほぼ規定されるため，新彊における農産

物の流通・市場の主たる主体が国営商業部門である

といえる。換言すると， ["改革・開放」以降，新彊で

は綿花と食糧生産があまりにも重視されたため，果

樹に代表される自由取引品目の比率が次第に低下

し，それゆえに新彊における商業的農業の進展ある

いは自由市場・農産物の卸売市場の整備などの発展

は全国に比べていくぶ、ん遅れているということであ

る。

表 5-5 は， 1982 年~92 年における新彊の主体別農

産物買付シェアの推移である。商業部門の農産物質

付シェアは，この 10年間では 85.3%から 70.9%へ

と， 15ポイントほど低下しているが，その内訳であ

る国営商業部門の農産物買付シェアは 7ポイントし

か低下していない。しかも 92年の時点において国営

商業部門は 9割以上のシェアを占め，依然として圧
倒的な地位にある。一方，集団・個人企業(その他

に含まれる)のシェア，そして農家の都市住民への

直接販売等が，農産物流通体制の「自由化」を契機

に，そのシェアを徐々に拡大しつつあるとはいえ，

国営商業部門の独占的なシェア占有率の影響を受け

ているといえる O

こうした動向を全国の平均水準から見ると，全国

では農産物の流通主体が急激に変化し，国営商業部

門のシェアは全国平均にして 30%を割る水準にま

で低下してきている 5)(1991年の水準)，といわれて

表5-5 新彊における主体別の農産物買付シェアの変化

買付 各部門の占める比率(%) 商業部門の内訳

年次 総額 商業工業その 農家の 国営商業その他
(億元) 部門他の部門市場販売 (%) (%) 

1982 200 85.3 6.4 8.3 100.0 0.0 
84 285 79.9 9.9 10.1 100.0 。。
85 326 80.9 6.1 13.0 100.0 。。
87 463 59.4 28.1 12.5 96.1 3.9 
89 612 64.2 22.1 13.8 95.1 4.9 
90 908 72.3 17.0 10.8 96.8 3.2 
91 999 68.2 21.3 10.6 95.5 4.5 
92 1，162 70.9 18.5 10.6 93.0 7.0 

資料)新彊統計局編『新彊商業・外経歴史資料(1976-
85).1，中華人民共和国国内貿易部編『中国商業年
鑑J88-93年版より作成。

註 1)82-85年数字は『新彊商業・外経歴史資料Jによる。
註 2)87-93年数字は『中国商業年鑑Jによる。

いる。にもかかわらず，新彊におりる農産物流通・

市場では国営商業部門が独占的体制を根強く維持し

ているということは，上述したように，新彊の農業

生産政策は国家直接統制と間接統制対象品目の生産

に強く傾斜し，その影響は自由な市場流通の果樹に

代表される生鮮食料品の生産の伸び悩みに明確に現
われたことを物語っていいる。

しかし，新彊の果樹生産が伸び悩みなか，有利な

自然条件を最大限に生かし，地域挙げて果樹生産に

力を入れている地域がある。この地域は新彊なかで

も「改革・開放」の農産物流通政策の変化に対応し
て果樹に代表されるぶ、どう生産に特化し，その販路

を確実に拡大しているo

b.新彊におけるぶどう生産と調査対象地域の概況

新彊の果樹産地を代表するのはトルフャン地区

(以下， トルフャンと略)である。その特産的な果

樹であるのはぶ、どうである。近年， トルフャンはぶ

どうの生産・流通におけるシェアを伸ばし，新彊内

はもちろん，新彊以外の地域にも出荷されるように

なった(表5-6)。

トルブャンは，東天山の南に位置する海抜マイナ

ス 154m の地帯にあり，中国では最も低い山間盆地

である。乾燥度は飛び抜けて高く，地表流水はほと

んどない。 7月の気温は猛烈に高く，プラス 45度を

超えることも珍しくはない。水の蒸発量も多く，新

彊の中でも水不足に悩まされる地域である。こうし

た中で，農業は古くからカリーズと呼ばれる地下水

路に頼って行われてきた。その後，人口増加に伴っ
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表5-6 ぶどうの移出と域内流通
(50 kg) 

年 次 移出量 域内流通

1978 1，323 1，069 
79 1，086 1，072 
80 1，111 1，004 
81 1，044 868 
82 1，077 180 
83 2，791 202 
84 2，639 107 
85 3，384 867 

資料)新彊統計局資料『新題商業歴史資料j1986年より
作成。

て耕地面積も拡大してきたため，夕、ムなどを積極的

に建設し，農業用水の確保を図ってきている。

トルフャン地区には 3つの県が所属している。そ
のうち，調査対象地域に選定したのはピチャン県B

村である。表 5-7は， 1996年現在のピチャン県の農

業概況を示したものである。農村総労働力に占める

農業労働力の割合が 93%以上と極めて高く，また農

業生産総額に占める耕種の割合も約9割と高い。統
計上，農村人口 1人当たりの耕地面積は 0.85haと
比較的広いが，しかし，現地調査によれば，その 30%

は水不足のために耕作されていなしh 食糧作物が作

付面積のほとんどを占めるが，野菜やスイカ・メロ

ンなどの作付も行なわれている。ちなみに，同県の

農村人口 1人当たりぶどう栽培面積は 3a強であ
る。気候条件以外では，蘭州ーウルムチ鉄道が岡県

表5-7 ぶどう産地県の農業概況(ピチャン県)

指 標 単位 実数

①総人口 千人 194.0
②農業人口 千人 167.0
①/②(比率% 羽田1
③農村労働力 千人 60.0
③に占める農業労働力の比率 % 93.3 
④農村生産総額 万元 40，759
④に占める農業生産額の比率 万元 91.3 
⑤農業生産額に占める種耕業の比率 % 88.1 
⑥農業生産額に占める牧畜業の比率 % 11.2 
⑦総耕地 百ha 143.1 
1人当たり耕地面積(⑦/② a 85.0 
⑧総作付面積 百ha 41. 7 
うち食糧作付面積 百ha 39.9 
うち野菜作付 百ha 1.8 
⑨スイカ・メロン栽培面積 百ha 1.8 
⑩ぶどう栽培面積 百ha 50.7 

資料)rトルプヤン年鑑j97年より作成。

の中心部を横断し，それと南新彊鉄道との交差駅が

存在することやまた新彊・内地聞の物流拠点である

大河沿駅が県中心から 2時間ほどのところにあるこ
となど，岡県が交通至便のところに立地しているこ

とも，ぶどう栽培と販路拡大に有利な事情となって
し〉る。

図5-1は，岡県のぶどう栽培面積及び生産量の推

移を見たものである。 1978年にぶどう栽培面積は

1，675.5 haであったが，その後，岡県はぶどうの栽
培面積を確実に拡大させ， 96年の栽培規模は 78年
の約 3倍の 5，066.0haに達した。この期間における
ぶどう生産量も 78年の 11，196トンから 96年の

131，499トンへと， 11倍以上に増加した。岡県のぶ

どう生産に見られるこのような飛躍的増産の背景に

は，当然，岡県およびトルブャン地区全体において

なされてきたぶどうの品種改良事業による反収の向

上の実績があるo しかし，最も大事なのは，品種改

良事業を促進し，また生産増大にプラスの影響を与

えた「改革・開放」以降に展開された一連の農村制

度改革と 85年以降の果樹に代表される市場・流通制

度の自由化政策であると思われる。「改革・開放」以

降，農産物の流通・市場の整備は大きく改善され，

また 85年を境に果樹など生鮮食料品の価格形成環

境が果樹生産者に直接反映されるようになってき

た。これは，換えて生産農家により高品質の，より

消費者曙好性の農産物の大量生産を求めたのであ

る。要するに，農村改革政策と果樹需要の増大が相

倹って岡県のぶどう生産量は急速に伸びたのであ

る。

(ha，トン)
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60000 
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|圃栽培面積ロ生産量|

1978年間 82 84 86 88 叩 92 94 96 

因子1 ぶどう産地県におけるぶどう生産の推移(ピ
チャン)

資料) トルファン統計局編『トルフャン統計年鑑J中国統
計出版社97年より作成。
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表5-8 調査対象農家の家族およびぶどう栽培状況

農家番号 B'No.l B'No.2 B'No.3 B'No.4 B'No.5 B'No.6 B'No.7 B'No.8 B'No.9 B'No.lO B'No.l1 B・No.l2
経営主(年齢) 37 55 57 60 40 70 50 48 53 40 65 30 
労働力 1(1) 。(5) 4(2) {l} 1(3) 2(l){l}* 1(2) 1(2) 1(1) 1(1) 10) 1(1) I 
家族数 7 5 8 6 5 4 6 7 7 4 6 3 
男 5 。 5 3 3 2 3 4 4 2 4 2 
女 2 5 3 3 2 2 3 3 3 2 2 1 

ぶどう面積 1.2 2.8 2‘1 1.7 1.6 2 4 2 4 1.8 2 17 
作付面積 0.3 1.3 2.9 1.6 1.8 2 5目2 2 4 0.2 。 。
うち食糧 0.3 1.3 1.3 1.4 1.2 3.5 2 2 。 。 。
うち綿花 。 1.3 。 0.6 0.6 1.2 。 1.2 。 。 。
その他 。 0.2 0.3 0.2 。 0.4 0.5 。 0.8 0.2 。 。
羊 。 11 12 16 6 8 10 8 12 3 4 4 

資料)現地調査による。
註) ( )のなかは女性農業労働力数を示し，{ } *は非農業労働力を示す。

c ぶどう生産農家の生産・販売対応
調査対象のB村は，火焔山に接近し，県中心部か
ら車で約 30分の所にある。村の総人口は 1996年で

1，993人，農業労働力は 496人，耕地面積は約360ha 

である。ぶどうを中心的な作物とし，食糧，綿花な

ども栽培されているが，村全体として食糧自給は達

成できていない。 B村で栽培されているぶどうは，
上述したぶどう品種改良事業の成果といえる種なし

の白ぶどう「無核白ぶどう」である。種なしぶどう

の特徴は，文字通り種なしで，実が一般ぶどうより

小さい，しかも収穫量が比較的に多く，糖分の割合

が高いことである。

実が小さいため干す期聞が短縮することと，収穫量

が比較的に多いことは生産者とって魅力的なメリッ

トをもった。これらのことからB村農家は， 1980年

代に入ってこの種のぶどう生産を始めるようになっ

た。

調査農家はB村農家のうち 12戸抽出した。これら

の農家の家族構成や労働力，およびぶどう栽培面積

等を示したのが表 5-8である。過半の農家で，ぶど

う栽培面積が最大となっている。調査 12戸の農家の

うち 9戸で食糧の生産が行われているが，食糧販売
農家は NO.7農家のわずか 1戸しかない。また，耕地

面積の広い農家を中心に 6戸で綿花生産が行われて
いるが，先述の 15つの統一」政策に墓づく厳格な
作付割当はない。

表 5-9によって農家別のぶどう販売状況を見る

と，生鮮で販売している方が多い農家はたった 2戸，
16.6%しかなく，干しぶどうが多い農家は 5戸，

41.6%，半々が5戸， 41.6%となっている。

表5-9 農家別ぶどうの販売方法

農家 全て 新鮮販売 全て 干し販売両方
新鮮販売 多い 干し販売 多い 半々

B.No.1 • • • • O B.No.2 • • O O • B.No.3 • O • • • B.No.4 • • • O • B.No.5 • • • • O B.No.6 • • • O • B.No.7 • • • O • B.No.8 • • • • O B.No.9 • • • • O B.No.10 • • • • O B.No.l1 • • • O • B.No.12 O O • • • 全体比 8.3 16.7 8.3 41.7 41. 7 

資料)表5-8と同様。
註)0はその項目の絶対解答である。

全てを干しぶどうで販売する NO.2農家は，家族・

農業労働力数とも 5人であるが，全て女性である。
この農家の女性経営主は，長年の経験から，多少の

手聞がかかっても価格変動の少ない干しぶどうを選

択している。ぶどうは収穫された後，自家の「乾燥

場」で 20~30 日かけて乾燥される。乾燥場での世話

は娘達が担当する。販売先は，国営供鈴合作部門と

自由市場であるが，前者が大宗を占める。国営供鈴

合作部門では買い取った干しぶどうを包装し，自治

区内外の国営小売庖を通して販売している。また，

自由市場に出荷された干しぶ、どうは個人商，集団商

業などに買い取られ，全国各地に送られている。

また，全て生鮮の NO.12農家は経営主が30歳と

若く，ぶどう専作農家である。自家「乾燥場」がで
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きる前からぶどうの生産を始め，当初，近隣の自由 農産物の生産とその品種改良に努力を重ね，ぶどう

市場を通して販売していたが，販売先は次第に広が 生産の発展を図ってきた。また同地域では，いち早

り，今では遠距離の大河沿駅農副産品4)卸売市場と く種なしぶどうを生みだし，ぶどう産地の拡大に地

ウルムチ卸売市場が中心となっている。価格変動は 域挙げて取り組んできている。

あるものの，遠距離の両市場の方が価格的メリット 農家実態調査を行ったB村では，生鮮ぶどうと干
が多いという。また，遠距離出荷商人とも契約を結 しぶどうをうまく組み合わせて市場対応を図り，出

び，契約量に達しない時は周辺の農家から購入し， 荷先を広域化・多様化させ，また折からの観光ブー

出荷している。 ムなどにも乗り，生産・販売を拡大し， I新彊は果物
これらの中間にある農家は，生鮮ぶ、どう，干しぶ の故郷」を復活させつつあるのである。中でも，地

どうとも近隣の自由市場を通じて販売し，また加工 域挙げての取組みは，今後の農業の発展のあり方に

工場へも出荷している。最近，ト lレブャン地区の種 大きな示唆を与えるものと思う。

なしぶどうから作られる高級飲料やワイン，ぶどう ぶどう産地で見られたこのような農業進展と地域

チョコレートなどが観光客から脚光を浴びている の一体化は，後進地域である新彊農業のあるべき姿

が，内地との国営合併，外資合併，地元国営工場な

ど様々な形態を取った，加工工場が次々と設立され

ている。こうした加工工場が同村のぶどう販売に大

きく寄与しているのである。

また， トルフャン地域は典型的な乾燥地域で遺跡

の保存状態も良く，多くの観光客や研究者を呼び込

み，膨大な「土産」需要が形成されてきた点も忘れ
られない。地方政府もぶどう祭りを開催したり，主

要道路の両端などにぶどう棚を設置するなど，ア
ピールに努めているo これらが，ぶどうの販路を拡

大し，生産を大きく押し上げ， I新彊は果物の故郷」
を復活させつつある。しかしながら，それに加え，

生鮮・干しぶどうの広域流通の活発化の前提条件と

して農産物の流通制度においての規制緩和，またと

生鮮・干しぶどうに価格上のメリットおよび価格安

定化もたらした種なしぶどうに対する消費者晴好性

による需要の増大があったことも見落とすことがで
きない事実であろう。

D.小括
以上検討してきたように， 1985年以降の生鮮食料
品の流通「自由化j以降，中国では自由市場が急速

に復活し，今日，近代的な農産物卸売市場の整備が

急ピッチで進められている。そこでは需給状況に

沿った価格が形成され，生産者・農家にも需給状況

が直接伝わる仕組みができつつある。

こうした中で，全国おける果樹生産は長足の勢い

で伸びてきた。だが，新彊の果樹には，綿花と食糧

に見られたような生産の飛躍的伸びが欠けており，

しかも全国に占める生産割合が低下しつつある。だ

が，今回の調査対象地域であったトルフャン地区は，

「改革・開放jを契機に，地域の自然条件に適した

かも知れない。

註

1 )賀名論等編『中国改革全書商業体制改革巻 J
大連出版社， p.15， 92年。(原文・中文)
2 )上同， p.176。
3 )中国研究所編『中国年鑑J新評論， p.175， 97年。
4 )中国では食糧は農産物の中でも主食用品目であ
るため，重要農産物と呼ばれ，その他の品目(綿
花以外の)は，一般的に副農産物と呼ばれる場

合が多い。そのため，農副産品は広い意味での

すべての農産物を示す。

5 )朴紅・坂下明彦著『中国東北における家族経営
の再生と農村組織化』御茶の水書房， p.145， 99 
年。

IV.総括と展望

A.要約
本論の課題は， I辺境」地域の典型である一大農産
物生産・供給地の新彊を対象に， I改革・開放」政策
の進展により拡大されてきた地域間格差問題の深刻

化のもとで， I辺境」地域の農産物市場構造が如何な
る変化をみせ，また農業生産が如何に編成されてき

たのか，更にはそのもので農家の生産・販売対応が

どのように変化してきたのかを明らかにすることに

あった。そうした検討を抜きに，中国の将来の農産
物需給構造を緩々議論することはいささか安易に過

ぎ，また見通しを大きく誤る危険性を伴うからであ

る。

以下，まず，各章の検討結果を要約することから

始めよう。
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IIでは，まず，地域間，農工間，そして農家間の

所得的・経済的格差の拡大過程を分析し，中国の沿

岸地域と「辺境」地域との聞における格差の実態を

検証した。次に，これらの結果を踏まえながら本論

で取り上げる新彊の農業と農業に取り巻く諸環境を

概説し，さらに同地域農業の全国における位置など
について考察を加えた。

「改革・開放j以降，計画経済体制期に形成された

諸制度は基本的に否定され， 1市場経済体制」の形成
と拡充が進められてきた。その中で，地域間・農工

間・農家聞の所得的・経済的格差は大きく拡大し，

所得水準の高い沿岸部地域と概して低い「辺境」地
域という地域パターンが形成されてきたのである。

「辺境」部は，経済発展では沿岸部に大きく水をあ

けられながらも，改革以降，在来型の農業・牧畜業

を基幹産業とし，食糧やその他農畜産物の供給上，

極めて重要な役割を果たしつつある。新彊も同様で，
乾燥気候に強い綿花，小麦， トウモロコシなどを基
幹作物とし，また，ぶ、どう生産では全国の 4分の l

程を占め，更に中国有数の牧畜地帯を形成するなど，

中国の一大農産物供給地域として成長してきている

のである。
IIIでは，国家管理が依然として続けられている綿

花を対象に，市場・流通政策の展開過程，綿花生産

の展開，綿花生産農家の生産・販売対応などを分析

した。綿花は，中国の一大輸出品・綿織物の原料と
して特別の意義をもっている。そうしたことから綿

花の市場・流通制度は，ほんの一時期緩和されもの

の，緩和に伴って生産量が停減したことから，再び

旧来の姿に戻され，今日，強固な国家管理の下にあ
る。新彊ウイグル自治区は，市場・流通制度の緩和

期の 1985年以降も比較的順調に生産を伸ばし，全国

の綿紡績工業の発展に大きく貢献してきた。特に，

1987年以降， 15つの統一」政策などの下に積極的な

綿花産地政策がとられ， 1995年には「全国特大綿花

生産地域」に指定され，中国の主要綿花供給地域に

成長したのである。しかし，新彊の綿花生産地域が
主に砂漠周辺にあり農家の所得水準も低いことなど

から，濯j既施設整備基金や化学肥料代金分が全国公

定価格から天引きされ，結果，買付価格は極めて低
位の水準に止まっている。価格の低位性に対する農

家の不満は大きし何らかの価格上昇対策が取られ

なければ，将来に禍根を残しかねない。

Wでは，国家直接統制と自由な市場流通との複線

的な流通制度を取る食糧を取り上げ，食糧政策の展
開過程，地域間需給格差の拡大問題などを分析し，

さらに，新彊ウイグル自治区の食糧生産・流通の現

状及び農家の生産・販売対応の実態を明らかにした。

「改革・開放」以降，国家の計画買付制度は後退し，

1985年には契約買付制へ移行するとともに「自由市
場」取ヲ|も認められてきた。以降，好余曲折を含み

ながらも， 1自由市場」取引は一定程度定着し，国家
買付も契約買付と自由度の若干高い協議買付とに分

かれてきた。こうした中で，食糧生産は 1980年代後

半の停滞を含みつつも傾向的に増大し， 1996年， 1 

人当たり保有量は 400kgの大台に乗った。しかし，

それは同時に，吉林省と上海との代表されるように

地域間需給不均衡拡大の過程でもあり，沿岸部は耕

地面積の減少などによって食糧供給力は急落し一大
移入地域になってきているのである。こうした中で，

新彊は「改革・開放J以降，単位面積当たり収量を
急速に高め， 1983年には自給余裕地域に， 1985年以

降は明確な純移出地域に転じた。しかし， 1990年代
に入り，物流インフラの不備なども手伝って，移出

量は停滅し域内「過剰j状況が出現し，自由市場で

の販売価格が契約買付価格水準を大きく下回ってき
ているのである。全国的に見れば決して「過剰」状

況にはないのであり，鉄道網や道路網などの物流イ

ンフラ，流通インフラの整備が強く望まれるのであ

るo

Vでは， 1985年以降，自由取引となった果樹，そ

の代表品目としてぶどうを取り上げ，その生産動向，

流通体制，生産農家の生産・販売などの実態を明ら

かにした。

1985年以降，生鮮食料品流通は「自由化」され，

自由市場が急速に復活し，今日，近代的な農産物卸
売市場の整備が急ピッチで進められている。そこで

は需給状況に沿った価格が形成され，生産者・農家
にも需給状況が直接伝わる仕組みができつつある。

こうした中で，果樹生産は長足の勢いで伸び，それ

は沿岸部に始まり，やがて内陸部に達し，今「辺境」
といわれる新彊自治区にも達しようとしている。「辺

境j部の果樹生産は未だ全国の 2割弱を占めるにし
か過ぎないとはいえ，沿岸部での経済発展と農業生

産後退が予測される中で，今後，ますます重要になっ
てくることは疑いなし当。新彊の一大ぶどう産地トル

ブャン地区では，いち早く種なしぶどうを生みだし，
ぶ、どう産地の拡大に地域を挙げて取り組んでいる。
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B村の農家は，生鮮ぶどうと干しぶどうをうまく組
み合わせて市場対応を図り，出荷先を広域化・多様
化させ，生産・販売を拡大してきている。地域を挙
げてこうした取組みは，地域農業作りの今後に大き
な示唆を与えるものである

B.総括と展望
以上の検討を踏まえ，最後に中国における農産物

市場構造の展開及び現段階的特質を総括的にまとめ
るととともに，農業生産・農家経営の今後の一層の
発展のために，いかなる方向に農産物市場・流通構
造，農業構造などを変革していかなければならない
かについて，若干の私見を述べ，本論を閉じること
にしよう。

「改革・開放」以前， 1高度集権」体制の下で，農
業では人民公社制に代表されるように集団生産体制
がとられ，国家は必要とする配給用農産物を容易に
確保してきた。当時，農産物流通は厳格な国家直接
統制の下におかれ，買付・配給価格は全国的に統一

された公定価格であった。「市場原理」を原則的に否
定したこうした制度は中国の歴史的発展の中で形成
されてきたものであるが，それは，戸籍制度や厳し

く抑制された人口移動など，中国特有の社会・経済
体制の下で初めて可能とされたものであった。こう

した農産物市場・流通制度は，細部の修正はしばし
ば加えられたてきたものの，基本的には 1980年代前
半まで変化しなかった。こうした制度の下で，農家
収入は大きく減少し， 1赤字」農家が大量に発生する
とともに，農家の生産意欲は後退し，農業生産力も

低下し，農産物の供給不足が深刻化してきたのであ
る。

こうした状態を改善したのは「改革・開放j政策
の展開であった。「改革・開放」以降，中国農業は，
1980年代後半の停滞期を中に含みながらも，大きく

発展してきた。一部に「自由化jをも含む農産物市
場・流通制度の改革と価格上昇が，その原動力であっ
たといえる。しかし，問題がなかった訳ではない。
その一つは， 1985年以降， 1改革・開放jの重点が都
市部に移されたのに伴い，農工間不均等発展，すな
わち農業の比較劣位性が顕在化してきたことであ
る。こうした結果，農村部では非農業化，郷鎮企業
の設立ラッシュなどが進行し，また，経済的発展の

著しい沿岸部と内陸部ないし「辺境」部・少数民族
地域との経済格差は大きく聞いていった。二つは，
農業生産の品目別アンバランスが大きく拡大してき

たことである。それは特に 1980年代後半の停滞期以

降に著しし綿花・食糧などの基幹作物が後退する
中で，果樹・野菜・畜産物などの生産は大きく増大
していった。その大きな要因のーっとして，綿花・
食糧などの基幹作物の収益性が果樹・野菜・畜産物
などに比べて大幅に低下したことがあげられよう。
こうした中で，農村部では兼業化と高収益性作物へ

の転換が，特に沿岸部を中心に顕著に進行し，結果
として，割の悪い綿花・食糧などの生産が内陸部・
「辺境」部に押しつけられていったのである。それ

は，地域的な需給構造を変え，市場・流通構造を大
きく変える出来事であった。
本論で指摘してきたように， 1辺境j部に位置する
新彊は割の悪い綿花・食糧などの生産を押しつりら
れてきた典型的地域といえる。新彊は，食糧や綿花

の単位面積(ムー)当たり「純利益」が大きく低下
し，また青果物などとの収益性格差がますます拡大
する中で，食糧・綿花の生産を伸ばし，食糧では純

移入地域から純移出地域に，綿花では国内の4分の
1を占める一大綿花生産・供給地域に転化してきた。
参考までに収益性に関する数値を若干あげておく
と，新彊の小麦のムー当たり「利潤」は 1985年の
56.2元から 90年には 10.3元へと低下し (W中国農

業年鑑J農業出版社)，また価格引き上げ後の 1996年
の作物別ムー当たり「利潤」は小麦で 140.2元，ト
ウモロコシで245.7元，綿花で410.7元，ナシで
1，575.6元となっている(新彊自治区農業庁資料)。

ところで，食糧・綿花の増産は 15の統一」に代
表される地方政府独自の農業政策に沿いながら展開
され，食糧の地域的自給の達成と綿織物輸出に大き
く貢献してきた。しかし，その陰で以下のような事
態も進行してきた。すなわち，食糧や綿花の増産が

「半強制的」に押しつけられる中で，より多くの農
地がそれらに振り向けられ，結果として，新彊の気
象条件に合い，それまで有数の産地を形成してきた
果物(ブドウ，梨等)や果菜類(ハミウリ等)など

の生産が大幅に縮小してきたのである。それは新彊
だけの話しではなく， 1辺境」・少数民族地域に広く
見られることといってもよい。こうしたことが，沿

岸部・発展地域との経済発展格差を加速化している
のである。

以上のように，中国農業は，中国経済が年率 10%
を超える成長を続ける中で，様々な問題に直面して

いる。諸問題を解決し，農業生産の更なる発展，農
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家経営の安定的発展を図るために，今何が必要とさ
れているのであろうか。

その一つは崩れてきた農産物需給の地域間，品目

聞のバランスを早急に回復させることである。中国

政府は経済成長を持続させ，また GATTへも加盟
する方向を打ち出している。 GATT加盟はともあ
れ，持続的な経済成長を達成していくためには，農

産物の安定的自給体制を将来とも堅持することが，

わけでも重要となろう。中国の広大性を考えたとき，

その自給体制が単に一国トータルベースで達成され

ていればよいというわけにはいかず，地域毎に可能

な限り自給体制が確立していることが強く求められ

るのである。広大な国土を有する中国において，一

国レベルで生産量と消費量がトータルで均衡すれば

良いというわけにはいかない。更に食糧消費におけ

る地域性をも踏まえるならば，むしろ各地域におい

て地域の需要に応じた品目・品質の農産物の生産が

優先されることが必要であろう。新彊では，中国全

体の食糧政策のなかで，需要が大きくないトウモロ

コシの作付けを継続的に拡大させてきた。しかし現

在，域外への移出量の停滞・域内過剰を背景に，価

格下落・販売困難が深刻化している。その原因は，

第一に，制度的な問題として需給計画の立案段階と

実施段階との飽額の問題がある。中央政府の立案す

る食糧総体としての需給計画にもとづき，それを品

目を含め具体的に決定するのは地方政府であり，こ

こで需給の計画を立案する段階と，実行する段階で

の組額が生じるのである。第二に，物流インフラの

整備の遅れによって，物資の円滑な輸送が困難なた

めである。仮に，品目別需給が不均衡で、あっても，

インフラが整備され，過剰地域から不足地域への輸

送が円滑であるのであれば，地域間不均衡問題はも

う少し緩和したであろう。また拡大してきた農産物

聞の「収益性j格差を縮小し，農産物需給の地域間・
品目聞の均衡を図るためにも，域内需給を基本とし

た体制が求められよう o

二つは，優良農地を如何に保全し，拡大していく

ことである。優良農地，中でも沿岸部のそれは，工

業化などの影響を受けて大きく減少してきている。

中国の農家の平均耕地面積は 40aと，日本の 1ha 
強の半分以下にしか過ぎない。人口密度の高い沿岸

部では平均耕地面積は更に少なし工業化などの中

でますます少なくなってきている。こうした事情が，

沿岸部の農家に食糧・綿花の生産を減じさせ，収益

性の高い青果物などに走らせる誘因になっていると

考えられ，引いては農産物の地域間・品目間需給不

均衡を拡大する要因になっていると考えられる。こ

うした事態に対処して，一部で新耕地開発なども行

われているが，新耕地開発よりもまず優良農地を如

何に保全するかが重要であろう o 各地域が優良農地

を最大限確保し，農産物の地域的自給体制を確立し

ていくことが必要とされているのである。そのため

にも，地域内で農工間バランスの取れた発展を指向

していくことが重要なのである。

三つは，農家の組織化の問題である。個別農家生

産請負制の導入され，人民公社などが解体する中で，

それに代わる農家組織は形成されてこなかった。た

めに，農家の市場対応などは個々分散的で，より有

利な生産・販売はなかなか実現されてこなかった。

新彊で典型的に見られたように，生産の計画性も上

から押し付けられたもので，決して下=農家から作

られたもので、はなかった。農産物市場・流通制度の

「自由化」がますます進展する様相の中で，地域的

に計画生産を行い，ロットをまとめ，交渉力を高め，

有利販売を実現するためにも，何らかの農家組織が

必要とされているのであるo それは，特に，後進的

地域， I辺境J部・少数民族地域では切迫した課題な
のである。

四つは，環境保全に立脚した農業を如何に作り上

げていくか， という問題であるo 新彊の食糧・綿花

の増産は，潅概施設の整備や膨大な化学肥料の投入

によって始めて可能となったものであった。それが，

水使用料や化学肥料代金などの農家負担を増高さ

せ，食糧・綿花の生産コストを増大させてきたこと

は先に触れてきたとおりである。そして，ここで重

要な点は，潅減や化学肥料に過度に依存した農業が

水資源の枯渇・汚染をもたらし，砂漠化の危険を増

幅させていることであり，新耕地の開発がただでさ

え少ない森林をますます少なくしてきていることで

ある。周知のように，新彊はオアシス地帯に位置す

る。ここで， I改革・開放」の波に乗り「追いつけ・
追い越し」の心理だけで，微妙な生態系を無視した

農業を展開することは，後生に多大な禍根を残す可

能性が高い。徒に増産だけを求め，潅j銃・化学肥料

依存型農業，あるいは単品生産型農業に走るのでは

なく，旧来の牧畜業の振興も含め，生態系に適合的

な複合生産型の環境保全型農業を今，模索していか

なければならないのではなかろうか。



302 北海道大学農学部邦文紀要第23巻第3号

t商 要

本論文は，中国の「辺境」地域の農産物市場構造

と農家の販売対応の現状と実態を明らかにすること

によって，今後の農業生産と流通市場環境改善の方

向性について示唆を与えることを目的としている。

それは， 1辺境j地域は中国の将来の農産物需給問題
上， 1戦略的」な地位にあることはいうまでもないと
考えたからである。

本論文の課題は， 1辺境J地域の典型である一大農
産物生産・供給地の新彊ウイグ/レ自治区(以下，新

績と略)を対象に， 1改革・開放」政策の進展により
拡大されてきた地域間格差問題の深刻化のもとで，

「辺境」地域の農産物市場構造が如何なる変化をみ

せ，また農業生産が如何に編成されてきたのか，更

にはそのもので農家の生産・販売対応がどのように

変化してきたのか，を明らかにすることにある。

この課題設定を受け， IIでは，統計的資料に基づ

き中国の沿岸地域と「辺境」との聞における地域格

差の実態を確認と格差拡大の原因と与える影響を明

らかにし，そして「辺境j，少数民族地域である新彊

農業の中国内での位置，さらに本論で具体的に取り

上げる各地域の農業生産特徴を解明している o 1改
革・開放」以降，沿岸地域は外資企業の活躍と中央

政府の特別優遇政策をテコにめざましい躍進を遂

げ，住民の高所得化を実現しているが， 1辺境」地域
は，自然条件の劣悪性，民族ごとの生活・生産方式

の多様性など，画一的ではない地域条件もと，いま

だ経済発展の糸口を見い出せないまま，在来型の農

業と牧畜業を基幹産業としている。だが，農業部門

の比較的優位性が低下するなか，概して低い所得水

準に甘んじている。さらに貧困人口の絶対多数も，

またこれらの辺境・少数民族地域に分布し，そのな

かでも農村貧困の程度は極めて大きしユ。「辺境j，1乾
燥j，1少数民族j，1後進j，1農・牧業j地域の典型

である新彊もその例にもれない。同地域の綿花，甜

菜など工業原料作物，ぶ、どうなど果樹類の生産量は

全国の 4分の l程を占め，更に中固有数の牧畜地帯
を形成するなど，中国の一大農産物供給地域となっ

ている。

IIIでは，綿花(ワタ)を対象に，市場・流通政策

の展開過程，綿花生産の変動と産地の変化，綿花生

産農家の生産・販売対応などを明らかにしている。

綿花は，中国の一大輸出品・綿織物の原料として特

別の意義をもつことで，現在までにその市場・流通

制度は国家の厳格な統制管理下にある。 1979~84 年

の間，各産地の生産量は急増し， 84年には全国の生

産は史上最高の水準に達し，一時期流通制度が緩和

されるまでに至るが， 85年以降の生産低迷により流

通制度の管理が最強化される。だが，綿花栽培は他

品目より手聞がかかり，生産は価格に敏感に反応し

やすいため，生産は大きく変動を繰り返している。

こうしたなか，綿花生産は沿岸地域から「辺境」地

域に移行されている。しかし，新彊は 1985年以降も

生産を伸ばし，全国の綿紡績工業の発展に大きく貢

献してきた。特に 1987年以降， 15つの統一j政策

などの下に積極的な綿花産地政策がとられ， 1995年

には「全国特大綿花生産地域」に指定され，中国の

主要綿花供給地域に成長したのである。しかし，新

彊の綿花生産地域が主に砂漠周辺にあり農家の所得

水準も低いことなどから，護j既施設整備基金や化学

肥料代金分が全国公定価格から天引きされ，結果，

買付価格は極めて低位の水準に止まっている。価格

の低位性に対する農家の不満は大きく，何らかの価

格上昇対策が取られなければ，将来に禍根を残しか

ねない。

Wでは，国家直接統制と自由市場流通が併存する

食糧を取り上げ，食糧政策の展開過程，地域間需給

格差の拡大問題などを検討し，そして，新彊の食糧

生産・流通の現状及び農家の生産・販売対応を明ら

かにしている。 1985年には，国家計画買付制は後退

し，契約買付制へ移行すると共に「自由市場」取引

も認められてきた。こうした中で，食糧生産は 1980

年代後半の停滞を含みつつも傾向的に増大し， 1996 

年， 1人当たり保有量は 400kgの大台に乗った。し

かし，それは同時に，吉林省と上海に代表されるよ

うに地域間需給不均衡も拡大過程でもあり，沿岸部

は耕地面積の減少などによって食糧供給力は急落し

一大移入地域になってきているのである。こうした

中で，新語は単位面積当たり収量を急速に高め，1983

年には自給余裕地域に， 1985年以降は明確な純移出

地域に転じた。しかし， 1990年代に入り，物流イン

フラの不備なども手伝って，移出量は停滅し域内で

は食糧の品目的(トウモロコシ)1過剰」状況が出現
した。それは農家実態調査を行った村でも同じで，

トウモロコシ自由市場での販売価格が契約買付価格

水準を大きく下回っていたのである。全国的に見れ

ば決して「過剰J状況にはないのであり，流通イン
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ブラの整備が強く望まれるのである。

Vでは，自由取引品目の代表としてぶ、どうを対象

に，生産動向，流通体制，生産農家の生産・販売対

応などを明らかにしている。 1985年以降の自由取引

を契機に自由市場が急速に復活し，今日，近代的な

農産物卸売市場の整備が進められている。そこでの

需給状況に沿った価格形成が生産者・農家にも需給

状況が直接伝わる仕組みができ，全国の果樹生産は

長足の勢いで伸びてきた。だが，新彊の果樹には，

綿花と食糧に見られたような飛躍的生産の伸びが欠

けており，しかも全国に占める生産割合が低下しつ

つある。だが，調査対象地域であったトルフャンは，

自然条件に適した生産とその品種改良に努力を重

ね，ぶ、どう産地の拡大に取り組んでいる。調査対象

村では，生鮮ぶどうと干しぶどうをうまく組み合わ

せて市場対応を図り，出荷先を広域化・多様化させ，

また折からの観光ブームなどにも乗り，生産・販売

を拡大し， I新彊は果物の故郷Jを復活させつつある
のである。中でも，地域挙げての取組みは，今後の

農業作りに大きな示唆を与えるものと思う。

羽では，これまでの各章の要約を行い，さらに農

産物市場構造の現段階的特質を総括的にまとめ，今

後の方向性について展望している。「改革・開放」以

降，中国農業は大きく発展してきた。しかし，問題

がなかったわけでない。一つは，沿岸部と内陸部，

ないしは「辺境」部・少数民族地域との経済格差は

大きく聞いていった。三つは，農業生産の品目別ア

ンバランスが大きく拡大してきたことである。それ

は特に 1980年代後半の綿花・食糧などの基幹作物が

後退する中で，果樹・野菜・畜産物などの生産が大

きく増大していった。その要因は，綿花・食糧など

の収益性が果樹・野菜・畜産物などに比べて低下し

たことである。こうした中で，沿岸部農村部では兼

業化と高収益性作物への転換が顕著に進行し，結果

として，綿花・食糧などの生産が内陸部・「辺境」部

に押しつけられるようになった。それは，地域的な

需給構造を変え，市場・流通構造を大きく変える出

来事であった。
「辺境j部に位置する新彊は綿花・食糧などの生産

を押しつけられてきた典型的地域といえる。それに

地方政府も独自の農業政策を展開し，食糧の地域的

自給の達成と綿織物輸出に大きく貢献してきた。し

かし，その陰でより多くの農地がそれらに振り向け

られ，新彊の気象条件に適し，それまで有数の産地

を形成してきた果物(ぶどう，梨等)や果菜類(ハ

ミウリ等)などの生産が大幅に縮小してきた。こう

した事実は，新彊のような「辺境」地域と，沿岸部・

発展地域との経済発展格差を加速化しているもう一

つの要因であり，これらの問題解決が中国全体の農

業生産の更なる発展，農家経営の安定を図る上でも

極めて重要であると結論づけている。
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Summary 

A Research Project on the response of Chinese Farmers to structural change 
in markets for agricultural products since the Reformation 
一-Reality and Problems in Xinjiang U ygur Autonomous Region-

The policy for Reformation and Openness in structural factors giving rise to such disparities， 1 
the Peoples Republic of China has etfected a have described how Xinjiang's agricultural devel-
radical change in the economic system， including opment has attempted to compete with the rest of 
the marketization of the agricultural economy. the Chinese economy. Secondly， 1 have inves-
This transformation from the traditional cen- tigated the farm managem巴ntin orderto clarify 
trally planned economy has resulted in the rapid their response to the changes in agricultural pro 
develoment of the whole economy. However， it duction and marketing. Three kinds of agricul 
is a negative social phenomenon that， through this tural products， namely cotton， food and grapes， 
reform， the differences in productivity and income shoul-dbe distinguished in terms of their differ 
have very much expanded between the sectors of ences within the distribution system. Specifi 
agriculture and industry as well as b巴tweenthe cally， cotton has remained under th巴 directcon 
areas of high and low growth. In the near future， trol of the central gov巴rnment; Food has 
these disparities may also result in an uncertain remained under the dual distribution system in 
food supply coupl巴dwith an imbalance for supply terms of partialcontrol by the central govern-
and demand for agricultural products. ment， and grape products have been sold on open 
One such region within China is the autono- market. 
mous inland district of Xinjiang. Since the new In conclusion， it is argued that sinc巴1978，the 
policy started， this Autonomous Region has in- Chinese agricultural economy has undergone 
creased its importance as a major area of food rapid development， resulting in two problems. 
supply and prodution for both within and beyond One is that the economic and income ditferences 
its borders. Howev巴r，at the same time， its巴co- between the districts and the coasts have in-
nomic growth has remained slower than the- creased. The other is that the imbalance betwen 
prosperous coastal districts， resulting in large agricultural products and the marketing such 
disparities within th巴 Republicof China. With products has likewise increas巴dbetween the dis-
the understanding that thes巴disparitiesmay work tricts. This meansthatin the coastal districts， the 
adversely against the growth of the whole Chinese key products， like cotton and fo 
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to conclude from this research that Xinjiang is a 
typical district which has been adversely affected 
by the structural changes in the market for agri-

cultural products since the new Chinese policy 
was adapted. 


